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第 �章

研究の課題と方法

第 �節 はじめに

現在の日本農業は歴史的な転換点に立っていると言える．��� 農業交渉の進展，日本政府による

��	・��	交渉の推進等により，日本と海外の農産物市場が統合される時代が本格的に近づいている．

一方で，日本国内では零細規模の兼業経営が農業経営の大宗を占める農業構造が存続しており，日本の農

業は生産性の観点から国際競争力に欠ける．また，耕作放棄の蔓延や食料自給率の低下などにより，農業

が果たすべき多面的機能が十分に発揮されていない状態にある．本間 ��

�� が主張するように，国民経

済的視点に立った上で，日本農業において市場の調整メカニズムが機能不全に陥っている原因を経済学的

に解明することは現在の日本にとって喫緊の課題である．

それでは，日本の農業問題に対してどのようにアプローチすればいいだろうか．「農業問題」をどのよ

うに定義するかは各人によって異なるが，一般には農業問題として論じられる問題の範囲は時代が経つに

つれて拡大していると考えられる．これは，����年に制定された旧基本法（農業基本法）が「農業」に関

するものであったのに対して，����年に制定された新基本法が「食料・農業・農村基本法」という名前を

冠し，「農業の持続的発展」の他に「食料の安定供給の確保」「多面的機能の発揮」「農村の振興」という �

つの目的を持つことに端的に示されている．この中で，本研究は農業の経済活動としての側面に焦点を当

て，他産業に対する農業生産性の相対的な低下が生じた原因を実証的に分析することを中心的な課題とす

る．これは，旧基本法の目的である「他産業との生産性の格差が是正されるように農業の生産性が向上す

る」ことが失敗した原因を解明することに他ならない．これは，農業が持つ様々な側面のうち，経済活動

としての自立性を維持しない限りは他の側面を維持することが困難なためである．例えば，食糧自給率の

低下が叫ばれる中で，農業の食料安全保障としての役割が強調されるようになっているが，経済活動とし

ての農業生産が確立されない限りは，国内の食糧増産によって食料安全保障を確保することは難しい．ま

た，農業を主な所得源とする専業農家が，旧基本法のもう一つの目的である「農業従事者が所得を増大し

て他産業従事者と均衡する生活を営むこと」を実現するためには，農業の生産性向上を達成することが不

可欠である．

表 ���は，農業の生産性に関する基本的な指標として，国内総生産と就業者数の全経済活動に占める農

�



業部門のシェアと，就業者当たり国内総生産の経済全体と農業部門の比率の推移を示すものである．ま

ず，表 ���からは国内総生産と就業者数に占める農業部門のシェアは恒常的に低下を続けていることが分

かる．このような農業部門の相対的な縮小は，日本経済の成長過程において「ペティ・クラークの法則」

が成立していることを表すものであり，食料需要の弾力性が小さいことや資本蓄積に伴う農業の比較優位

性の低下などによって説明されると考えられる．一方で，農業部門の就業者当たり国内総生産は，旧基本

法において「他産業との生産性の格差が是正されること」が目的とされたにもかかわらず，経済全体に比

べて約 �� ％から �� ％にまで緩やかに低下している．これは，農業部門の相対的な縮小とは異なる問題

であり，背景にある経済学的なメカニズムは必ずしも明らかではない．

表 ���　日本における国内総生産と就業者数の推移
���
 ���� ��

 ��
� ���
 ���� ���
 ���� �


 �

�

国内総生産（単位：兆円）

農業 ��� ��� ��� ��� ��� 
�� 
�� ��� ��� ���

全経済活動 ���
 ���� 
��� ����� ����� ��
�� ��
�
 ����� �
��� �
���

農業のシェア ��
 ��� ��� ��
 ��� ��� ��� ��� ��� ��


就業者数（単位：万人）

農業 ����� ��� ��� ��� �
� ��� ��� ��
 ��� ���

全経済活動 ����� ��
�� ���
� ����
 ����� ����
 ����
 ����� ����� �����

農業のシェア ���� �
�� ���� ���� ��� 
�� ��� ��� ��� ��


就業者当たり国内総生産（単位：千円／人）

農業 ��� ��� �
� ��
�� ����� ����� ��
�� ��
�� ����� �����

全経済活動 �
� 
�
 ���
� ���
� ����� ����� 
���� 
���
 
���� 
���


農業のシェア ���� ���� �
�� ���� �
�� ���� ���� �
�� ���� ����

出典：「食料・農業・農村白書参考統計表」「労働力調査」「農業・食料関連産業の経済計算」

経済全体に対する農業部門の就業者当たり国内総生産の動きは，以下のように農業部門の国内総生産

シェアと就業者数シェアの �つに分解することができる．

農業部門の就業者当たり国内総生産
経済全体の就業者当たり国内総生産

�
農業部門の国内総生産
農業部門の就業者数
経済全体の国内総生産
経済全体の就業者数

�
農業部門の国内総生産シェア
農業部門の就業者数シェア

�����

就業者数シェアの低下に比べて国内総生産シェアの低下が大きいことは，農業部門内における生産要素

移動による生産性上昇や，部門間の労働移動による農業の過剰人口の解消が十分に行われていないことを

意味している．これは，農業に関連する労働市場や農地市場などの生産要素市場に何らかの不完全性が存

在することを示唆している．しかし，日本農業においてどのような市場の失敗が発生しているかはこれま

での研究では十分に解明されていない．また，表 ���の国内総生産の額は名目値であり，農業保護政策に

よって農産物価格が上昇したことの影響が反映されている．よって，農業部門の労働生産性について分析

�



するためには，農業政策が農産物価格に与えた影響と，そのような政策が行われた背景についても論じる

必要がある．

第 �節 農業調整問題の理論的枠組み

以上のような推移を統一的な枠組みによって論じるために，本研究では「農業調整問題」という概念に

着目する．「農業調整問題 ������ !" ��! �#$ %"&'(" )�*+!'&�」は速水 ������ によって提唱された概念

である．この概念は，,�- !".������ による「農業問題」の概念に，国際経済学の分野で論じられる「産

業調整問題」を組み合わせ，さらに 	(#'�%*( �(# /�0�&������� などで論じられた「農業保護の政治経

済学」の考え方を取り入れたものと考えることができる．同様の見解は本間 ������，奥野・本間 ������，

速水・神門 ��

�� などで論じられている．/�0�&� �(# �*#* ��

�� では農業調整問題は「保護問題

�)�*"'�"�*( )�*+!'&�」と呼ばれているが，ロジックに変更はない．また，国際経済学の分野では「産業

調整問題」における衰退産業として農業問題が頻繁に論じられる．藤田 ����
� は，ヘクシャー＝オーリ

ンモデルに基づき，農産物市場開放問題を産業構造調整問題の一つとして論じている．

「農業調整問題」は主に以下の �つの仮説によって構成されていると理解することができる．以下では，

主に本間 ������と速水・神門 ��

��に基づきながら，「農業調整問題」のロジックを整理しよう．

１）農産物価格と農家所得の低下

農産物価格が下落する原因は，国内要因と国外要因の �つに大別することができる．まず，国内の食料

需要が飽和し，供給曲線のシフトが需要曲線のシフトを上回ることにより価格が下落するという現象は，

,�- !".������ によって「農業問題」として名付けられたメカニズムである．食料需要の増加は人口成長

率，食料需要の所得弾力性，一人当たり所得の増加率によって規定される．このうち，日本で少子化が問

題になっているように，先進国の人口成長率は途上国よりも低い．また，先進国段階の経済では食料需要

が飽和しており，需要の価格弾力性と所得弾力性が低い．よって，技術進歩などによる生産増大はそれ以

上の価格と農家所得の低下を引き起こす．

また，日本のような農業に比較優位のない国では，農産物貿易を通じても農産物価格の下落が起きる．

この原因としては，経済発展過程における「リプチンスキー効果」と，輸入農産物の価格下落という輸入

の拡大の �つが挙げられる．リプチンスキー効果とは，経済発展が進み資本が蓄積されると，資本をより

集約的に使用する工業部門の生産が拡大し，労働を集約的に使用する農業部門の生産が縮小するというも

のである．これは，貨幣的側面から見れば，国内の工業部門の生産費低下によって輸出が増大し，貿易収

支の均衡条件から為替レートが円高に向かうことによって輸入農産物の価格が低下する効果を意味する．

もう一つの原因は輸入農産物の下落である．まず，海外農業の生産費低下や，海外における輸出補助金の

供与などは農産物の輸入価格を下落させ，国内において競合する農産物の価格を低下させる．また，農産

物輸入の自由化による輸入量の増大によっても国内農産物価格は下落する．日本の輸入制限手段として中

心的な役割を果たしたのは農産物の輸入割当制度であったが，���
 年代には日米貿易摩擦を背景とした

農産物輸入自由化により果物や肉類の輸入自由化が進行した．

�



２）産業調整の遅れにともなう生産要素の報酬率の低下

農業が比較劣位化することにより農産物価格が下落したとしても，労働を含めた農業生産要素の報酬率

が他産業と一致するまで産業調整が行われるのであれば，農業生産要素の報酬率が他産業と比較して低下

するとは限らない．しかし，農業部門で利用されていた生産資源には農地のように他産業に移動すること

が困難な特殊的生産要素 �%)'��1� 2��"*��が存在する．特殊的生産要素を含む生産要素の配分モデルは国

際経済学において特殊要素モデルと呼ばれる．また，労働のように部門間移動が可能な生産資源について

も，資源の産業間移動に調整費用が発生する場合には短期的に報酬率の低下が生じる．このため，産業調

整が行われる過程において農工間の生産要素の報酬率，特に労働生産性に乖離が生じる．

産業調整問題により労働生産性の農工間格差が生じることを単純な特殊要素モデルによって確認しよ

う��．図 ���は農業部門と工業部門で構成される労働市場モデルを表す．

農業部門の労働需要：�� � �� ����� ���

工業部門の労働需要：�� � �� ����� ���

労働量の合計：3� � ��4 ��

前小節の議論から，経済成長の過程では工業製品に比べて農産物の価格が下落し，また工業部門に特

殊な資本蓄積によって工業部門の労働生産性が上昇する．これは，農業部門の労働需要曲線が下にシフ

トし，工業部門の労働需要曲線が上にシフトすることを意味する．労働の農工間移動が調整費用なしに

行われる場合には，�� � �� が成立するまで労働移動が行われ，農工間の労働生産性に格差は生じな

い．これは，図 ���において農業部門と工業部門の労働需要曲線がシフトすることによって労働移動が発

生し，均衡点が �� から �� に移行する場合に当たる．しかし，実際には農業部門の労働者は部門間移動

にともなう調整費用を考慮して労働移動を行う．5 (#!�6��


�によって分析されているように，農業

部門に留まり続けることの効用と，調整費用を支払った上で工業部門に移動することの効用を比較して前

者が上回る場合には，農工間に賃金格差があったとしても労働移動は行われない．また，労働移動が行わ

れるとしても，調整費用関数が凸関数である場合には労働移動は段階的にしか行われない��．例えば，図

���において労働需要曲線のシフトが起きたにもかかわらず労働移動が起きないとすれば，工業部門の賃

金率は� �

�，農業部門の賃金率は� �

� となり，調整費用に起因する農工間の賃金格差が発生する．

３）政治的過程による農業保護の発生

以上のように，現在の農業問題を産業調整問題の一つとして捉えるのは一般的な見方であると言える．

しかし，農業部門の構造調整の過程で農業保護が発生するという見解は	(#'�%*( �(# /�0�&� ������，

中でも /*(&� �(# /�0�&������� によって論じられた独自の見解である．まず，産業調整の過程で農産

物価格の下落と農家の所得低下が生じることに対する農民の不満から，農業保護に対する需要が高まる．

また，日本では農業に特殊な要素である農地を農家自身が保有しているため，農業の比較劣位化にともな

う産業調整の過程で農地に対するレントが低下することも，農業保護を要求する圧力を強めさせる．一方

で，先進国段階の経済では経済に占める農業部門の割合が小さいことや家計支出に占める食料消費のため

�� ここでの議論は本間 ������，���	
 
�� �
�
	
 ������を参考にしている．
�� 調整費用関数の形状と産業調整の速度の関係については第 �章において論じる．

�



図 ���　部門間労働移動のモデル図

の支出額が小さいことから，農業保護に反対する勢力は弱まる．このように，政治家にとっての農業保護

の限界便益が上昇し，また農業保護の限界費用が低下することから，政治家にとって最適な農業保護率が

上昇する．これが先進国において一般に農業保護政策が行われることの理由である．さらに，奥野・本間

������はいったん導入された農業保護政策が悪循環的な現象によって固定化される「政策の永続性」とい

うメカニズムを指摘する．まず，農業保護政策によって農業労働の退出を中心とする産業調整が遅れる．

そして，脆弱な産業構造を保護するために農業保護の必要性も再生産される．

第 �節 「農業調整問題」概念の問題点

「農業調整問題」に関する以上の整理のうち，� 番目の論点である農産物価格の低下は記述統計の分析

によって容易に確認することができる．表 ���は国産農産物の生産指数，価格指数，自給率の動きを示す

ものである．
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ほぼ全ての品目で価格は下落する傾向にあるが，その背景にある要因は異なっている．まず，麦や大豆

は早い時期から自由化が進められたため，経済成長にしたがって輸入が拡大し，生産量と価格の双方が低

下した．また，肉類や果実は，他の食料品に比べて需要の弾力性が高いことや，���
年代まで輸入割当制

度による国境保護が行われていたことから，���
 年ごろまでは価格下落を経験することなく生産量が拡

大した．しかし，輸入割当量の拡大などの段階的な輸入自由化が行われたことにより，肉類と果実の価格

は低下し，また生産量も緩やかに減少した．以上は，主に国外要因によって価格の下落が起きている品目

と考えることができる．これに対して，米，鶏卵，牛乳などは輸送が困難であることに加えて現在に至る

まで関税割当制度が維持されていることなどから一定の自給率を維持している．これらの品目の価格下落

は食料需要の飽和という国内要因によって引き起こされたものである．特に，米は不作時の緊急輸入やミ

ニマムアクセス米の輸入を除けば一貫して完全自給を保っている一方で，国内需要の飽和と他の品目への

代替により大きく価格が下落している．日本において需要が非弾力的である食料の典型例は米である．米

の需要の価格弾力性はおよそ－ 
��から－ 
��として推計される場合が多く，また所得弾力性はおよそ－


��から－ ���として推計される場合が多い �7-�(*� 8�"* �(# 8*#�&�� �

��．また，表 ���において

示される米の生産者価格は政府の価格支持政策や生産調整政策の効果を盛り込んだものであり，こうした

政策なしでは米の価格はより大幅に低下していただろう��．

これに対して，「農業調整問題」の �番目，�番目の論点については，その主張の多くが記述統計の整

理に基づく仮説の提示という段階に留まっており，数学的なモデル化と定量的分析が十分に行われてい

ない．

まず，�番目の論点である労働生産性の低下について整理する．土井 ������ や 8 �*#������� は労働

生産性の低下について指数法や生産関数分析を利用した要因分解を行っている．これらの研究は労働生

産性を生産要素間の代替や技術進歩の効果に分解できる反面，なぜそのような要素代替や技術進歩が起

きたのかについては十分な分析を行うことができていない．そもそも，『長期経済統計』の後に日本農業

の労働生産性に関するマクロ的統計を整備した研究は泉田 ����
� とその延長推計である 8 �*#�������

しかないため，マクロ的な観点から労働生産性の推移を検討するための統計が整備されていない．また，

農工間の労働移動については黒田 ������と /*(&� �(# /�0�&� ������ による研究が重要である．黒田

������ は農工間の労働移動にとって重要であった要因として所得格差を挙げている．また，/*(&� �(#

/�0�&� ������ は労働需要関数にラグ項を組み入れることにより調整費用による構造調整の遅れをモデ

ルに組み込んでいる．ただし，/*(&� �(# /�0�&� ������の労働市場モデルは，労働需要が部分調整モ

デルによって長期的に調整されることや農業賃金と期待工業賃金の間に安定的な関係が存在することを前

提とした上での分析であり，労働市場の調整機能の有効性を実証的に明らかにするためのものではない．

�番目の論点である農業保護政策については，	(#'�%*( �(# /�0�&� ������に続いて 8� '�'�������

や 	(#'�%*( �(# 5��"�( ��

�� などにより研究が進められ，また「農業保護の政治経済学」について

も /*(&� �(# /�0�&� ������ と同様に農業保護水準の国際比較を行う研究も盛んに行われた．この中

では，農業の比較劣位化に対抗するために農業保護が強化されるという論点は共通認識として広く受け止

�� 米価支持が行われなかった場合の需給均衡価格は本研究の第 �章において示される．






められている．一方で，日本における農業保護の発生メカニズムについて十分な議論が行われたとは言い

難い．もともと，/*(&� �(# /�0�&� ������の問題意識は日本を含む先進国において農業保護政策が行

われるのはなぜかを考察するという実証的なものであった．しかし，/*(&� �(# /�0�&� ������の研究

は「日本農業は過保護である」ことの論証として解釈されることが多く，当時の財界・農業者団体間の論

争に巻き込まれることになった．「日本農業は過保護である」という命題が正しいかどうかは，比較する

べき適切な保護水準をどのように定義するかに依存するため，一概に正否を判断することはできない．ま

た，/*(&� �(# /�0�&� ������の主張は国際比較に基づくものである．	(#'�%*( �(# /�0�&� ������

や /*(&� �(# /�0�&� ��

��では日本・台湾・韓国において農業の比較優位性と農業保護率に逆相関が

観察されることが指摘されているが，統計的な有意性は確認されていない．

第 �節 本研究の課題と方法

以上のように，速水 ������の提唱した「農業調整問題」の概念は，日本の農業問題を一般的な経済学の

枠組みで分析する上で魅力的な土台を提供している一方で，日本農業についての妥当性が十分に明らかに

なったとは言えない．特に，���労働生産性の低下が生じた要因と，���農業保護の発生メカニズムについ

て，日本農業の経験に基づく検討が必要である．また，日本農業の問題を「農業調整問題」として理解す

ることが正しいとして，構造調整を阻害する具体的な要因を解明する必要がある．速水・神門 ��

�� で

は，「農業の自立化を阻むもの」として生産調整，農地の転用，農協の �点が論じられているが，これら

がどのような経路によってどれだけ構造調整を阻害しているのかは明らかにされていない．これらの論点

について，本研究では動学モデルや主体均衡分析などのミクロ経済学的な手法や時系列分析やパネルデー

タ分析の手法を用いた実証分析を通じて検討を行う．

本研究の課題は日本の農業部門全体に関するものであるが，特に稲作を中心とした「土地利用型農業」

に焦点を当てる．「土地利用型農業」という概念は、「付加価値型農業」に対峙されるものとして生源寺

��

�� によって提唱されたものである��．土地利用型農業の例としては稲作や穀類の生産が、付加価値

型農業の例としては野菜、果実、畜産物の生産が挙げられる．日本における土地利用型農業の特徴として

は，カロリー生産型の農業であり、国内の食料自給力と密接に関連することや，利用される面積が大きい

ため、環境保護や農山村振興などに大きな外部効果を持つことなどがある．一方で，土地利用型農業は諸

外国，特に新大陸における農業に対して土地条件が不利な比較劣位産業であることもあり，付加価値型

農業に比べて生産量の減少が著しい．表 ���からも分かるとおり，付加価値型農業に分類される野菜・果

実・畜産などの生産量は ���
 年代まで上昇傾向にあり，その後も一定の生産量を維持している．これに

対して，米や麦類，豆類の生産は減少が恒常的に続いており，国内価格も下落が続いている．これは，土

地利用型農業が付加価値型農業に比べてより労働集約的，土地集約的であるため，労働市場や農地市場の

不完全性の影響を受けやすいためであると考えられる．よって，農業の中でも土地利用型農業の分析を行

�� 生源寺 ������では，土地利用型農業の略称として「���
���
�� 型農業」，付加価値型農業の略称として「���
����型農業」
という呼称が用いられている．

�



うことは，土地利用型農業を再生させるための振興政策の経済学的な基礎付けを提供し，国内の資源配

分の効率性を上昇させることにつながりうる．また，分析の対象とする期間は ���
 年から現在までとす

る．これは，旧基本法が制定されて，農業政策の目標の一つが部門間の労働生産性の均衡であることが明

記された時期に対応している．戦後の日本農業の政策課題が常に調整であった訳ではなく，むしろ第二次

世界大戦直後の日本農業の政策課題は「食料問題」や「貧困問題」にあったと考えられる��．本研究の課

題は，農業部門の調整過程について「農業調整問題」という概念を通じて検討することにあるため，���


年以前の農業に関する分析は行わない．また，連続性のある政府統計が入手できるのは ���
年以降であ

ることも，分析の対象とする期間を ���
年以降に限定することの理由の一つである．

本研究の最大の特色は，市場メカニズムによる調整の効率性に対する信頼に基づく一方で，市場と政府

の失敗が現実に広範に存在することを認めるとともに，市場の不完全性を統治するための制度設計を通じ

て食料・農業問題を解決することを目指す点にある．本研究では，米を中心とした生産物や労働や農地な

どの投入物についての競争市場均衡からの乖離が中心的な検討課題となる．単純な経済学が教えるとお

り，競争市場均衡では資源が効率的に配分され，社会全体の厚生も最大化される．これをもって，日本の

農業政策について，市場メカニズムが機能することを前提に農政改革を求める主張は数多くみられる．ま

たは，その市場メカニズムによる調整機能を否定し，「農業・農村に特有の原理」を強調することで経済

分析の有効性を否定する主張も多い．本研究はそうした主張とは一線を画し，市場メカニズムを効率的な

資源配分を達成するための手段の一つとして位置づけるとともに，市場メカニズムからの乖離がなぜ生じ

るか，経済余剰がどのように移転されているか，それによってどのような資源配分の歪みが生じているか

ということを分析の中心課題とする．また，本研究は政府による市場への介入の有効性を否定するもので

はなく，むしろ市場メカニズムの調整機能を監視・補完する主体として政府や共同体の果たす役割を重視

する．

第 �節 本研究の構成

第 �章では，���労働生産性の推移と ���農業保護に関する指標について記述統計の分析を通じた検討

を行う．前半では，平成 �
年の「農業白書付属統計表」まで記載されていた農工間の労働生産性格差に

関する統計を延長推計した上で，本間 ������ で行われている要因分解を行う．また，���
年から現在に

ついて推計された労働投入量のマクロ統計を利用して，労働生産性を土地生産性と土地労働比に分解す

る．後半では，	(#'�%*( �(# 9�!'(. '�� ��

�� によって推計された名目保護率や ��7�によって推

計された生産者支持推定量のデータを用いて，農業保護政策の動向について論じる．また，日本政府が

���に対して通告した国内助成合計量のデータを集計することにより，���農業協定が日本の農業政

策に与えた影響を論じる．

第 �章では，労働生産性が相対的に低下した原因を考察するために，日本農業における過剰就業の動学

的調整過程を検討する．第 �章では，農業部門の労働生産性が他部門における市場賃金を下回っている現

�� 「食料問題」や「貧困問題」については速水・神門 ������，�
�
	
 
�� ����������を参照のこと．

�



状が，大川 ������によって論じられた「過剰就業」という概念に該当することに着目する．その上で，分

析期間である ��

年代以降の日本農業における過剰就業の発生要因は，戦前の日本農業について大川が

指摘した雇用機会の過小によるものではなく，労働投入を調整する際に発生する調整費用によるものであ

るという仮説を提示し，調整費用の影響を組み込んだ動学的双対モデルに基づく実証分析を行う．これに

より，労働投入の調整過程において調整費用を考慮することの重要性が明らかになる．

第 �章では日本における農業保護政策の中心をなす米政策の所得移転効果について，���
年から �

�

年まで分析を行う．米政策については佐伯 ����
� を始めとして多くの優れた研究があるが，米政策の持

つ効果を数量的に論じた研究は少ない．本研究では，�"% 6� �(# /�0�&� ������によって提示された米

市場の部分均衡モデルを応用し，政府米の買い入れ，生産奨励金，生産調整というポリシーミックスが消

費者・国家財政にどれだけの負担をさせ，生産者にどれだけの移転が行われているかを定量的に評価す

る．また，農業の比較優位性と農業保護水準に逆相関があるという仮説を計量分析によって検証する．

第 �章では農地に関する取引費用が農地流動化をどれだけ阻害しているかを部分均衡分析の応用によっ

て検討する．農地流動化については階層間の生産性格差を重視する梶井功の仮説が知られているが（梶

井，��
�），階層間の生産性格差が存在していながら農地流動化が進展しない原因は実証的に解明されて

いない．本研究では「梶井仮説」など既存研究の含意を反映しながらも，7*�%'������ によって提示され

た「取引費用経済学」の観点から農地の取引費用や農地制度の変遷の影響を組み込んだより一般的な仮説

を提示する．さらに，県レベルでの統計のパネル分析による計量分析を行い，農地転用期待や稲作の生産

調整などが農地流動化を阻害する要因になることや，農地のゾーニングや集落機能の活性化などが農地流

動化を促進する効果を持つことを論じる．

第 �章では，それまでの議論を要約し，その政策的な意義を論じる．また，今後の課題として本研究で

は扱いきれなかった論点を述べる．

�




第 �章

農業調整問題に関する統計的把握

第 �節 課題設定

第 � 章では，速水 ������ によって提唱された「農業調整問題」に関する既存研究のレビューを行い，

���労働生産性の相対的な低下が生じた要因と ���農業保護の発生メカニズムについて，日本農業の経験

に基づき更なる検討が必要であることを指摘した．本章では，労働生産性と農業保護水準の展開過程に

ついて，記述統計の分析を通じた検討を行う．第 �節では，日本農業の労働生産性の展開過程について，

���労働生産性の国際比較，���労働生産性の物的相対生産性と相対価格への分解，���労働生産性の土地

生産性と土地労働比への分解を行う．こうした研究は 9�( #'� 5''� �(# :�&�#� ����
�，山田 ������，

山田 ������，本間 ������，速水・神門 ��

��などによって既に行われているが，本章ではより長期の統

計に基づく議論を行う．第 �節では，農業保護政策の展開過程について，農業保護水準の国際比較と時系

列比較を行う．また，日本政府が���に対して行う国内助成の通告文書を分析することにより，���

農業協定が日本の農業政策に与えた影響を考察する．第 � 節では，本章におけるこれまでの議論を要約

し，第 �章から第 �章における分析への展望を述べる．

第 �節 労働生産性の展開過程

��� 労働生産性の国際比較

まず，経済発展の水準が日本とほぼ等しい先進国間で農業の労働生産性を比較することによって，日本

農業の労働生産性の国際的な位置付けを検証することができる．9�( #'� 5''� �(# :�&�#�����
� は国

際比較によって日本農業の労働生産性の低さを指摘した．この研究の独自性は，日本と同様に国土が狭隘

なオランダとの比較を行うことにより，日本農業の国際競争力の低さが土地の賦存条件の不利性によるも

のではないことを明らかにしたことにある．図 ���は，9�( #'� 5''� �(# :�&�#�����
� の ��� �' ���

（)���）をもとに，世界銀行が定義する「高所得 ��7�諸国」について「一人当たり ���」と「農業労

��



働者一人当たり農業付加価値額」をプロットしたものである��．9�( #'� 5''� �(# :�&�#�����
� が論

じる通り，経済成長の水準と農業生産性の水準には強い相関関係が見られるが，日本を表す点はその傾向

線を大幅に下回る位置にある．これは，主要先進国の中で日本農業の労働生産性が低いことを意味する．

これは，日本と同様に農業生産にとって地理的条件が不利であるオランダを表す点がほぼ傾向線上にある

ことと対照的である．ただし，図 ���の情報は作目や農業経営体に関する国家間の際を考慮していないも

のである．特に，家族経営が大半を占め，稲作を中心とする日本農業と欧米諸国を中心とする他の先進国

の農業とを単純に比較することにはやや困難がある．

図 ���　一人当たり ���と農業労働者一人当たり農業付加価値額の国際比較（�


年）

出典：�*�!# �';'!*)&'(" <(#���"*�%

単位：ドル（購買力平価換算）

�� ただし，農業付加価値額についてのデータが得られなかったアイルランド，ルクセンブルグ，スイスは除外した．

��



��� 労働生産性の要因分解

本小節では，日本農業の労働生産性が相対的に低下していった過程を，「製造業に対する農業の比較生

産性」の推移に着目することにより定量的に分析する．この統計については山田 ������において ���
年

から ���
年までの動きが，本間 ������ において ���
 年から ���� 年までの動きが論じられており，本

小節では ���
 年代以降の推移を含めた議論を行う．この統計は，���� 年度までは『農業白書付属統計

表』に記載されていたものであり，これ以降については，同じ出典の統計を延長することによって �

�

年までの統計を整理した．

「製造業に対する農業の名目比較生産性」は以下の �����式のように定義される．

名目比較生産性＝
農業の就業者 �人当たり純生産
製造業の就業者 �人当たり純生産

�����

名目比較生産性の計算結果は表 ���に示されている．また，図 ���には ���
 年の値を �

としたグラ

フが描かれている．���
 年における比較生産性は約 
�� であり，農業の労働生産性は製造業の � 分の �

に過ぎない．この値は上下しながらおよそ 
���から 
��の間にとどまっている．���
年代後半には比較

生産性は低下に向かっており，�

�年の比較生産性は ���
年の水準に戻りつつある．

表 ���　就業者 �人当たり純生産と比較生産性の推移（名目）
���
 ���� ��

 ��
� ���
 ���� ���
 ���� �


 �

�

農業 �� ��
 ��� ��� ��
�
 ����� ��
�
 ��
�
 ����� �����

製造業 �
� 
�� ����� ����� ����� ���

 ��
�� ����� ���
� �����

比較生産性 �
�
 ���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ����

出典：『農業白書付属統計表』，『食料・農業・農村白書参考統計表』

『農業・食料関連産業の経済計算』，『国民経済計算確報』，『農業物価統計』，『企業物価指数』

単位：千円

このような名目比較生産性の動きは，農業と製造業の物的生産性に加えて，農産物に対する価格政策の

影響を受ける．この �つを区別するために「製造業に対する農業の比較生産性」を，以下の �����式のよ

うに「農産物の相対価格」と「実質比較生産性」の �つに分解する．

名目比較生産性＝
（農業の就業者 �人当たり純生産／農産物価格指数）×農産物価格指数

（製造業の就業者 �人当たり純生産／工業製品卸売物価指数）×工業製品卸売物価指数
＝（実質比較生産性）×（農産物の相対価格） �����

��
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���
年の価格指数を基準に実質化した実質比較生産性の推移は表 ���に示されている．また，図 ���に

は実質比較生産性と農産物の相対価格を ���
年の値を �

としたグラフが描かれている．

表 ���　就業者 �人当たり純生産と比較生産性の推移（実質）
���
 ���� ��

 ��
� ���
 ���� ���
 ���� �


 �

�

農業 ��� ��� �
� ���
� ���
� ����� ��
�
 ���
� ����� �����

製造業 ��� ����� ��

� ����� ����� ����
 ��
�� ����� ����� 
����

比較生産性 ���
 �
�� ���� ���� �
�� ���� ���� ���� ���
 ����

出典：『農業白書付属統計表』，『食料・農業・農村白書参考統計表』

『農業・食料関連産業の経済計算』，『国民経済計算確報』，『農業物価統計』，『企業物価指数』

単位：千円

実質比較生産性は，��
� 年頃に一時的に上昇したことを除いて傾向的に低下を続け，分析期間におい

ておよそ �
％低下している．つまり，農業と製造業の実質生産性の格差は分析期間において約 �倍に広

がっている．一方で，農産物の相対価格は ���
 年頃まで上昇を続け，その後も横ばいの傾向を示してい

る．これは，本間 ������ が指摘するように，農業の実質生産性の低下を補償するために価格支持政策が

行われたことを反映したものと考えられる．このことを確認するために，以下のような回帰分析をおこ

なった．

農産物の相対価格＝ �����－ �����×実質比較生産性＋
����×タイムトレンド

　　（	値）　　　　　 ���

�　 �������　　　　　　　　������

サンプル数は ��，推計結果の 
� は 
���，����値は 
��
である．推計されたパラメーターはいずれ

も �％基準で有意である．この結果からは，実質比較生産性が �％低下すると，農産物の相対価格は ���

％上昇することが分かる．実質比較生産性は分析期間において �
％ほど低下しているため，これは農産

物の相対価格を 

％上昇させる効果を持ったと考えられる．ただし，農産物の相対価格は政府の価格政

策意外にも様々な要因によって変動すると考えられることから，この分析結果のみをもって農産物の相対

価格と農業の実質生産性の間に逆相関があると断定することはできない．����値も 
に近い値を取って

おり，特定化の誤りや除去変数バイアスの存在が疑われる．

さらに，実質比較生産性は以下の �����式のように「相対物的生産性」と「相対付加価値率」の �つに

分解することができる．

実質比較生産性＝
（農業の就業者 �人当たり生産量）×（農業の付加価値率）
（製造業の就業者 �人当たり生産量）×（製造業の付加価値率）
＝相対物的生産性×相対付加価値率 �����

計算結果は図 ���に示されている．これを見ると，相対物的生産性は ���
 年代ごろまでは緩やかに低

下するものの，その後上昇し，分析期間においてほぼ一定であることが分かる．つまり，農業の実質比較

��



生産性が低下したのは，製造業と比較して農業の物的生産性が低下したためではなく，農業の相対付加価

値率が相対的に低下したためである．本間 ������ は，製造業では電気機械や精密機械など付加価値率の

高い分野の比重が増加したことが製造業の付加価値率の上昇につながったとしている．

以上の分析結果から分かるように，農業の労働生産性を向上させるためには ���農産物価格の上昇，���

就業者当たりの物的生産性の上昇，���付加価値率の上昇のいずれかが必要である．このうち，農産物価

格については稲作を中心とした農業保護政策によってある程度引き上げられているが，農産物需要に限界

があることから実質労働生産性の低下を補うまでには至っていない．しかし，就業者当たりの生産性や付

加価値率の上昇を通じて実質労働生産性を向上させることは可能である．このためには，まず労働投入量

の調整や農地流動化を通じて就業者当たりの物的生産性を上昇させることが必要である．また，農業部門

内における品目間の生産量を調整することも重要である．表 ���では �

�年における品目ごとの経営当

たりの付加価値率と農業粗収益を比較している．まず，野菜・果樹・花きを中心に生産する経営の付加価

値率は �割以上と他の品目に比べて高い．また，畜産経営の付加価値率は水田作よりも小さいものの，経

営当たりの粗収益が大きいため高い生産性を保っている．このため，農業の労働生産性を上昇させるため

には，稲作を中心とした伝統的な生産構造から付加価値率の高い品目を中心とした生産構造への転換を図

ることや，経営当たりの要素集約度を上昇させることが必要である．

表 ���　品目間の付加価値率・農業粗収益の比較
付加価値率 農業粗収益 付加価値率 農業粗収益

水田作 ���� ����� 酪農 �
�� ���

�

畑作 ���
 ��
�� 肉用牛 ���� ����
�

野菜作 ���
 ����� 養豚 ���� ������

果樹作 ���
 ����� 採卵養鶏 �
�� ���
��

花き作 ���� ��
�
 ブロイラー養鶏 ���� 
�����

出典：営農類型別経営統計（個別経営），平成 ��年

単位：付加価値率は％，農業粗収益は千円

��� 農業の労働生産性

次に，農業の労働や土地投入に関するマクロ統計を用いて，労働生産性の規定要因についてさらなる分

析を行う．山田 ������ は，日本を含むアジア農業の発展パターンについて検討するために，アジア諸国

における農業の労働生産性を以下の �����式のように分解している．

労働生産性 �����＝土地生産性 �����×土地労働比 ����� �����

山田 ������ は，この式に従って土地労働比を横軸に，土地生産性を縦軸にして時系列データをプロッ

トすることにより，アジア農業の発展パターンについて論じている．山田 ������ は，アジア農業に共通

する発展経路として，初期には土地生産性と土地労働比が同時に上昇し（局面 <），次に土地生産性が上昇

��



する一方で人口成長により土地労働比は減少し（局面 <<），さらには農業部門の構造調整によって土地生

産性だけでなく土地労働比も上昇する（局面 <<<），という「,字型発展パターン」を見出している．山田

������ の議論は，���
年までのアジア諸国のマクロ統計に基づくものである．本小節では，日本農業の

労働投入や土地投入に関するマクロ統計を整備した上で，現在の日本農業が置かれた位置付けについて考

察する．

����� 式の計算に用いられる農業労働投入量，農業の実質生産額，土地投入量に関する統計は以下のよ

うに推計された．まず，農業労働者は兼業という形で就業することができるため，総務省『労働力調査』

における「農業就業人口」に基づく分析では労働生産性についての十分な検討を行うことができない��．

そこで，本小節では高山・高橋 ��

�� によって推計された日本農業の総労働投入時間を用いた分析を行

う．この統計は，『農家経済調査』の平均データを地域別・階層別に集計したものに，「調査農家以外の農

業事業体」の比率を掛け合わせることにより推計されたものである��．ここから，農業の実質国内総生産

を総労働投入時間で割ることによって，�時間当たりの労働生産性を求めることができる．農業の実質生

産額は『農業・食料関連産業の経済計算』から得られる．農地面積 	は水田・畑の作付面積を水田作付

面積に換算したものを用いる．水田および品目ごとの畑の作付面積は『耕地及び作付面積統計』から得ら

れる．ただし，転作などにより稲以外の品目が作付けされている水田は畑の地代によって評価する．畑の

作付面積を換算するためには，まず全国農業会議所『畑小作料の実態に関する調査結果』の地代比率に

よって普通畑以外の作付面積を普通畑の作付面積に換算し，さらに不動産研究所『田畑売買価格及び小作

料調』の水田と畑の地代比率によって畑の作付面積を換算すればよい．換算に用いた地代は ����年から

�

�年までのデータを平均したものである．

労働生産性の推移とその土地生産性と土地労働比への要因分解の結果を図 ��� に示す．この図は，横

軸が土地労働比 �����，縦軸が土地生産性 ����� であり，縦軸と横軸の値を掛けたものが労働生産性と

なっている．また，図 ���には労働生産性 �����が一定となる組み合わせを表す双曲線も描かれている．

図の右上に行くほど労働生産性は上昇するが，これは横軸の土地労働比と縦軸の土地生産性の動きに分解

することができる．図中の太線の双曲線は左から労働生産性が �

・�


・��

 円で一定となる組み合

わせを表し，その間の点線の双曲線は労働生産性が一定となる組み合わせを �

 円刻みで示したもので

ある．

�� 総務省『労働力調査』における農業就業人口の定義は，「�� 歳以上の世帯員のうち，毎月の末日に終わる �週間に �時間以
上仕事に従事し，農業を主な仕事とした人」を指す．

�� 推計手順の詳細については高山・高橋 ������を参照のこと．なお，高山・高橋 ������では同様のデータを『長期経済統計』
と接続させることにより，長期の労働生産性の動向に関する分析を行っている．
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図 ���からは，����年から ��
�年頃までは土地労働比と土地生産性が共に上昇することにより労働生

産性が上昇しているという傾向が分かる．これは，山田 ������ の議論における ,字曲線の局面 <<<以降

の動向を表すものと考えられる．ただし，����年から ��

年代前半にかけての労働生産性の上昇の大部

分は土地生産性の上昇によって説明され，土地労働比の変化による貢献は小さい．これに対して，��
�

年から ���
 年まででは農業部門から他部門への労働移動によって土地労働比の上昇が続いている一方

で，土地生産性はほぼ一定かむしろ低下している．���
 年以降では土地生産性も緩やかに上昇するもの

の，労働生産性の上昇の大部分は土地労働比の上昇によるものとなっている．このような土地労働比と土

地生産性が同時に上昇する動きは，山田 ������ が言う「ヨーロッパ型」の農業発展パターンに近いもの

の，土地生産性がほぼ横ばいの中で土地労働比のみが上昇を続けるという近年の傾向は日本に独特のもの

であると言える．

第 �節 農業保護政策の展開過程

��� 農業保護水準の国際比較

本小節では，国際機関によって計算された農業の名目保護率 �=*&�(�! >�"' *2 	%%�%"�(�'� =>	�や

生産者支持推定量 ���*# �'� , ))*�" �%"�&�"'%� �,��などを使った国際比較によって，日本の農業保

護水準について検討する．

まず，世界銀行の ?��%"*�"�*(% "* 	���� !" ��! <(�'("�;'%@ グループによって計算された名目保護率

�=*&�(�! >�"' *2 	%%�%"�(�'� =>	�の動向について検討する �	(#'�%*( �(# 9�!'(. '!�� �

����．こ

の指標は，国内の卸売価格と国境価格との比率を国境価格で評価した生産額によって加重平均したもので

あり，指標が �であることは名目保護率が国境価格の �倍であることを意味する．この研究では，内外価

格差を計測できない農産物についても国ごとに何らかの推測値を当てはめることにより農産物全体の名目

保護率を計測しており，品目を特定しない直接支払いも農業部門への移転額に含まれる．図 ���は，日本，

�A（東欧諸国を含まない），アメリカ，途上国平均（韓国と台湾を除く），世界平均について �年ごとの名

目保護率の平均値の動向を示している．ここからは，アメリカだけでなく �A諸国に比べても日本の名目

保護率が高いことが分かる．また，日本と �Aの ����年までの名目保護率はほぼ同じ水準であるのに対

して，�Aの名目保護率は ����年以降に大きく低下していることが分かる．これは，����年の 7	�改

革によって国内支持価格が削減されたことを反映したものである ��*%!�(�� �

��．これに対して，日本の

名目保護率は ����年以降も横ばいの傾向を示している．これは，���農業協定によって米の輸入数量

制限が存続し，その他の品目の貿易制度にも大きな影響がなかったことに対応していると考えられる．ま

た，農産物の名目保護率はアメリカでは 
��程度で横ばいであり，発展途上国ではマイナスになっている．

次に，��7�によって計測された生産者支持推定量 ���*# �'� , ))*�" �%"�&�"'%� �,��を農業生産

�� 日本・台湾・韓国の名目保護率は ���	
 
�� �
�
	
 ������により計測されたものである．この研究では，農産物の名
目保護率から非農産物の名目保護率を差し引いた相対保護率 ����
�
�� �
�� ��  !!
!�
���" �� �を計測することを重視
している．ここでは，おおまかな水準の観察で十分であるため，農産物の名目保護率を農業保護率の代理変数として論じるこ
とにする．

��



額で除した％ �,�の動向について検討する．生産者支持推定量は農業保護水準を国境措置による市場価

格支持と直接支払いの合計として計測するものであり，����年から現在までの ��7�加盟国について計

測されている．生産者支持推定量の計測では市場価格支持や直接支払いに関する詳細なデータが得られる

ことから，農業政策に関する多くの既存研究が％ �,�を農業保護水準の代理変数として用いている（例

えば，�!)'�� �

�）．図 ���は ��7�諸国の ����B�� 年と �

�B
� 年における％ �,�の水準を示すも

のである．日本の％ �,�は ��7�加盟国や �Aの平均を上回っており，北欧諸国や韓国と同水準にあ

る．�

�B
� 年における％ �,�は全ての国において ����B�� 年よりも低下しているが，これは国際的な

食料価格の高騰によって市場価格支持の額が減少したことによるものであり，国内支持価格や貿易政策の

改革を反映したものではない ���7�� �

��．

このように，名目保護率や生産者支持推定量を用いた国際比較からは，日本農業が他の先進国の農業に

比べて保護されていることが示されている．しかし，このような国際比較については日本国内で多くの批

判が存在する．例えば，鈴木 ��

��は ���日本の農産物の平均関税率は �Aよりも低い，���国産農産物

のうち野菜や果物の内外価格差は「国産プレミアム」によるものである，������ 農業協定上の削減対

象の国内保護総額はアメリカよりも低く �A並みである，といったことを指摘し，「日本の食料市場の閉

鎖性と農業過保護論の誤り」を指摘している．日本農業が「過保護」かどうかの判断は比較の対象をどこ

におくかに依存するものである．��(�'�&�(( ��

��によれば，��7�が生産者支持推定量を推計する

目的は，政策の効果 �)*!��0 'C'�"�を分析することではなく，農業政策を国際比較が容易な形で分析する

ことにより加盟国の政策的な努力 �)*!��0 'C*�"�を促進することであるとされる．政策的な努力を測る際

に最も適切なのは，一つの国の指標の推移を時系列で比較することであろう．そこで，次の小節では日本

における農業保護水準の時系列の比較によって，農業保護政策の展開過程を明らかにする．
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��� 農業保護水準の時系列比較

図 ��� は，/*(&� �(# /�0�&� ��


� によって計測された ���� 年から �


 年までの日本の農産物

の名目保護率の動向を示すものである．ここからは，名目保護率が ���
 年代半ばごろまで上昇を続け，

その後はいくらかの変動がありながらもおおむねは横ばいになるという傾向が見られる．名目保護率は

���� 年にピークを迎え，その後は緩やかに減少に向かう．�


 年における名目保護率は ��

 年代後半

と同じ水準にまで低下している．また，図 ���に示されている米の名目保護率は，農産物全体の名目保護

率とほぼ平行の動きを示している．これは，米と同様に輸入割当制度などにより輸入制限が行われている

品目の内外価格差は米と同じ動き方をすることに加えて，日本の農業保護政策の大部分が米と生産調整政

策による転作作物など米に関連する品目への支持に由来するためである．

表 ���は ����年から �

�年までの日本の生産者支持推定量の推移とその内訳を示したものである．生

産者支持推定量は分析期間で大きく減少しており，農業総生産額の減少率を上回る．％ �,�は ����B��

年の約 �
 ％から �

�B
� 年の約 �
％にまで低下している．生産者支持推定量の内訳を見ると，「	� 生

産に基づく支払い」のうち直接支払いが占める割合はわずか �％ほどであり，その他の直接支払いを合計

しても市場価格支持よりもはるかに少ない．���� 年の稲作経営安定対策に始まる稲作に対する経営安定

対策の開始により米への直接支払いは増加しているが，市場価格支持に比較すると依然として少ない．こ

れは，日本の農業保護政策が主に国境措置を通じた市場価格支持によって行われていることを示してい

る．「	� 生産に基づく支払い」のうち米に対する移転額は約 �割から �割の水準にある．米に対する移転

額は米の生産額の減少と平行して減少傾向であり，生産額の約 �割の水準となっている．さらに「�� 投

入財の使用に基づく直接支払い」の約半分が灌漑施設に対する助成であること，「�� 生産量以外に基づく

直接支払い」の大半が稲作への経営安定対策と生産調整奨励金であることを考慮すると，日本の農業保護

が米に過度に集中していることが分かる．米以外では畜産物や野菜・果物の市場価格支持が大きいが，野

菜・果物の市場価格支持の一部は鈴木 ��

��が指摘する「国産プレミアム」によるものと考えられる．

��
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��� ���農業協定と日本の農業政策

����年末のウルグアイラウンド交渉の決着によって，日本の米政策は���農業協定に対応すること

を迫られた．��� 農業協定による農業政策の規律の三本柱は国境措置・国内助成・輸出補助金である

が，日本では輸出補助金の供与は行われていないため，国境措置と国内助成に関する改革が行われた．国

境措置に関する改革としては，食糧法の制定によってミニマム・アクセス米（5	米）の輸入義務を果た

すための国家貿易制度が整備されたことが挙げられる．さらに，���� 年には5	米の輸入義務数量を削

減するための関税化が行われ，キロ当たり ���円の第 �次関税に基づく輸入自由化が行われた��．また，

国内助成の削減義務を果たすために，従来の国境措置と流通規制を通じた価格支持から直接支払いの転換

が行われた．米については ���� 年に始まった「稲作経営安定対策」や �

� 年に始まった「稲作所得基

盤確保対策」「担い手経営安定対策」，さらに �


 年に導入された「水田経営所得安定対策（品目横断的

経営安定対策）」により，従来の生産刺激的で���協定上「黄の政策」に分類された価格安定政策から

「青の政策」「緑の政策」に分類される経営安定対策への転換が進んでいる．それでは，日本の農業政策は

���農業協定上どのように分類され，またどのように変化してきただろうか．以下では，���� 年から

�

�年まで���に通告されている国内助成合計量 �	���'��"' 5'�% �'&'(" *2 , ))*�"� 	5,�の内

容を分析することにより，���農業協定が日本の農業政策に与えた影響を検討する．

表 ���は ����年から �

�年までの実際の通告文書を要約したものである．助成合計量の額は ����年

から ���
 年までは削減義務の水準に近い値となっているが，���� 年以降は大きく減少している．これ

は，����年の「新しい米政策」によって国内流通米の全量管理が廃止されたため，米の内外価格差による

価格支持が通告の対象から外れたことによるものである．これ以降では，	5,は削減義務の約束水準を

大幅に下回っている．しかし，生産者支持推定量の推移を示す表 ���からも分かるとおり，国境措置を通

じた米の市場価格支持は継続している．このため，助成合計量の削減は農業保護水準が低下したことを意

味するものとは必ずしも言えない��．また，���� 年以降に導入された稲作に対する経営安定対策は「生

産調整を前提とする直接支払い」として「青の政策」に計上されることになった．最後に，緑の政策の総

額も ����年の �兆 ���
億円から �

�年には �兆 ����億円へと約 �
％も減少している．これは，「一

般サービス」，特に公共事業関係の予算が大きく減少したことによるものである．生産調整奨励金は ����

年の最初の通告文書から「良好な水田環境の維持を目的とした助成」として緑の政策として通告されて

いる．

�� 現在の第 �時関税はキロ当たり ���円である．
�� 米に関する国内助成の通告を廃止したことは#$%農業協定違反ではないが（小林，����），現行の農業協定の抜け穴をつ
いたものとして海外の研究者から批判されている �例えば �
�� 
�� &�'(
�" ���)�．
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次に，表 ��� は助成合計量とデミニマスの内訳を示したものである．���� 年以降には米の価格支持と

自主流通米奨励金が通告の対象から外れたことによって助成合計量の額が大きく減少している．�

� 年

の時点では，米に関連する貿易歪曲的な国内助成（助成合計量とデミニマスの合計）は，青の政策である

稲作所得基盤確保対策（担い手経営安定対策）と，デミニマスとして助成合計量には含まれない集荷円滑

化対策のみである．その他の品目では，麦流通の自由化にともない �


年以降の小麦と大麦の価格支持

が通告対象から外れ，代わりに麦作経営安定対策が「黄の政策」に分類される直接支払いに計上された．

また，加工原料乳に対する保証価格制度が廃止されたことによって �

� 年からは牛乳も価格支持の通告

対象から外れている．牛肉や豚肉については政策の大きな変更は行われていないが，貿易自由化の影響に

より価格支持の額は徐々に減少している．

このように，米政策改革を中心とした国内農業政策の改革によって，日本の助成合計量は約束水準の約

�兆円を大幅に下回る �


億円にまで低下した．このように，米政策改革は���農業協定における生

産刺激的な国内支持を削減するという観点からは成功したと言える．しかし，助成合計量の削減額の大半

は農産物の法定価格を廃止することにより市場価格支持の通告を廃止したことによるものであり，農業保

護水準の実質的な削減につながったとは言い難い．

第 �節 要約

本章では，「農業調整問題」に関連する主要な統計である労働生産性と農業保護水準に関する統計の分

析を行った．第 �節の分析からは，農業の実質比較生産性が低下するのと同時に農産物の相対価格が上昇

し，結果的に名目比較生産性がおおむね一定に保たれたことが分かった．また，農業の労働生産性を土地

生産性と土地労働比に分解した結果，��

 年代後半からは労働移動による土地労働比の上昇が続く一方

で土地生産性はほぼ横ばいであることが明らかになった．第 �節の分析からは，日本農業の名目保護率と

生産者支持推定量は依然として高水準にあること，その大部分を米が占めていることが明らかになった．

また，日本政府の���に対する国内助成合計量の通告文書の分析からは，米の法定価格を廃止すること

により助成合計量は大きく減少したものの，農業保護水準の実質的な削減にはつながっていないことが分

かった．

本章において分析されたデータは，「農業調整問題」が発生・進行していった過程に関する基礎統計を

提供している．しかし，本章の議論だけでは労働生産性の相対的な低下がなぜ生じたのかは明らかではな

い．これについては，第 �章において稲作部門の労働投入の調整過程をモデル分析することによって詳し

く論じることにする．また，本章において検討した農業保護水準の推移は農産物の内外価格差に基づくも

のであり，農業保護政策以外にも様々な要因によって影響される．このため，第 �章では米政策による農

家への所得移転効果の分析を行い，またその背後にある政治経済学について検討する．さらに，第 �章で

は農業部門の構造調整を妨げる原因の一つとされている農地問題に関する実証分析を行う．

��
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第 �章

日本農業における過剰就業の
動学的調整過程

第 �節 課題設定

本章は，特に高度成長期以降の日本の農業部門における「過剰就業 �*;'�B*�� )�"�*(�」の発生メカニ

ズムとその調整過程を考察する．本研究における過剰就業とは，基本的に大川 ������ の定義に従う．つ

まり，「一つの産業における労働の限界生産力が，他の部門における労働の限界生産力にくらべて恒常的

に低位にあるとき，その産業は過剰就業の状態にある �)���」というものである��．

大川 ������ が論じた過剰就業問題は，基本的に戦前から戦後直後の日本についてのものである．その

後，日本経済は「転換点」に達し，これにより過剰就業は解消されたと捉えるのが一般的な理解である��．

しかし，その後の日本農業が過剰就業，つまり労働の限界生産性が市場賃金を下回る状態に再び陥ったこ

とは多くの研究によって指摘されている．例えば，石田 ������ は ����年と ��

年における『農家経済

調査』の個票を用いてコブ・ダグラス型の生産関数を推計し，農業労働の限界生産性がパートタイム兼業

賃金率を下回っていることを見出している．トランスログ利潤関数を推計した草苅 ������ も，労働の限

界生産性に階層間格差があること，特に ��
�年以降では小規模農家の労働の限界生産性が「農業臨時雇

賃金」で計測される農村賃金を下回っていることを指摘している．新谷 ��

�� は，農業部門の賃金率を

労働生産性で除した「仮想労働生産弾性値」が ��

年代以降に急上昇することから，��

年代以降の日

�� なお，現代の日本農業において「過剰就業」概念が持つ意味については泉田編 ������に含まれる論文によって詳細な議論が
行われており，本研究の問題意識もその中の議論を踏まえたものとなっている．また，原 ����)�は泉田編 ������における
議論をより詳しく展開している．

�� 「転換点」とは，農業部門でも労働の限界生産性が市場賃金率に一致し，労働移動が各部門の限界生産性によって決定される
ようになる点である．「転換点」の理論は南 ������により提示されたものである．南 ������は，日本は ��)�年を中心とす
る数年間で転換点を経験したとしている．ただし，大川 ������は ��)�年における農村内における労働生産性と農村賃金を
比較し，経営規模の小さい農家については依然として労働生産性が農村賃金を下回る格差構造による過剰就業が持続してい
るとしている．日本農業がいつ転換点を迎えたかというのは興味深い問いであるが，本研究の主眼は現在の日本農業の労働
生産性について論じることにあるため，転換点理論に対してこれ以上の言及は行わない．

��



本の農業部門が過剰就業の状況に逆戻りしたとしている��．戦前や戦後直後において過剰就業論が盛んに

なった背景の一つとしては農家の相対的貧困があったと考えられる．しかし，現在の日本農業では農家の

平均所得は他産業での兼業収入によって勤労者家計の平均所得と大きな格差はない．むしろ，現在の日本

における過剰就業問題の重要性は，日本農業が労働生産性を向上させて国際競争力を持つことが可能なの

かという文脈の中にあるだろう．

では，現在の日本農業で過剰就業が発生しているのはなぜだろうか．ここでは，,�- !".������ や大川

������などから始まる，過剰就業の発生メカニズムについての一連の議論を整理してみよう．

まず，「過剰就業」の概念の提唱者である大川 ������の設定した枠組みによれば，過剰就業問題は「雇

用機会の過小」によるものである．まず，農産物需要の弾力性の小ささから農業部門の経済成長率は工業

部門に比べて有意に遅れ，この過程で農工間に賃金格差が発生する．仮に農業労働力が非農業部門へと移

動するならば，この賃金格差はいずれは解消される．しかし，労働市場が不完全性であるために農工間の

労働移動は十分に行われず，不均衡状態が長期に渡り持続するのである．また，雇用機会が制限される理

由として，川野 ��

��は「非農業部門の非完全競争的，あるいは独占競争的な企業」の存在を指摘してい

る．現代の日本における過剰就業についても，何らかの雇用制限的なメカニズムによって引き起こされて

いるとする仮説がまず考えうる．こうした主張は労働市場に非分離性が存在している場合のハウスホール

ドモデルの想定に近いものであり，日本農業については「農家主体均衡論」（中嶋，����）の中で実証的に

論じられてきた．中嶋 ������は，主体均衡が成立する条件として「労働市場もまた存在しない．すなわち

農家は労働を売ることも買うこともなく，したがって賃金の受け取りも支払いもない．…したがって「家

族労働時間」イコール「自家農業投入労働時間」である」ことを仮定している �))���B���．主体均衡論に

基づく日本農業の実証分析としては 8�(� �(# 5�� 0�&������� および ,*(*#� �(# 5�� 0�&�������

がある．8�(� �(# 5�� 0�&������� は，農業労働の限界生産性が市場賃金を下回っている傾向を指摘

し，労働投入に限界原理が成立する形での新古典派主義モデルは不適当であることを述べている．また

,*(*#� �(# 5�� 0�&�������は労働市場に非分離性を仮定しており，その理由としては「非農業部門で

は労働者の労働インセンティブを高めるために市場均衡賃金よりも高い賃金が支払われている」というい

わゆる「効率賃金仮説」を提示している．

戦前における農業部門の過剰就業の発生メカニズムについては，大川 ������ が提示した仮説が広く受

け入れられている．しかし，戦前や戦後直後と同様に，現在の日本において農業労働者は本当に雇用制

限的な環境に置かれているのであろうか．二つの単純な統計的事実を考えてみよう．第一に，日本の農

家は農外収入への依存度が非常に高い．例えば，�

�年における全国の販売農家の農家所得依存度は ��

％，主業農家についても ��％に過ぎない（農林水産省『農業経営統計調査』）．第二に，日本の農家は現

実に労働投入量の調整を行っている．例えば，農林水産省『米及び麦の生産費調査』によって『東北』地

�� 新谷 ������の議論では，労働の限界生産性との比較対象として「農業臨時雇賃金」が用いられている．大川 ������による
過剰就業の定義にしたがえば，農業部門の労働の限界生産力は他部門における賃金率と比較するべきである．しかし，他産業
の平均的な賃金水準には，農村部と都市部の賃金格差や他部門での労働に熟練することによる賃金上昇などの効果が含まれ
る．よって，本章の分析でも，新谷 ������の議論と同様に，農業労働の農業労働の機会費用となる賃金率として「農業臨時
雇賃金」の水準を用いる．なお，非農業部門の賃金率は「農業臨時雇賃金」を恒常的に上回るため，農業労働の限界生産性が
農業臨時雇賃金を下回ることは大川 ������の定義する「過剰就業」が存在することの十分条件となっている．

��



域の『��
B���-�』階層を見ると，��

年には �
�あたり ��
��時間の労働投入が行われているのに対し

て，�

�年には���
�あたり ����時間にまで労働投入の調整が行われている．これらの事実は，農業が

行われている地域でも一定の非農業雇用が存在していること，および農工間の労働移動が現実に発生して

いることを意味するものである．さらに，こうした労働移動が行われた背景には，稲作の機械化や土地基

盤整備事業による圃場整備などの貢献だけでなく，非農業部門の賃金上昇に誘引された労働と資本の代替

の進展も影響していると考えられる．このように考えると，労働市場に強い不完全性が存在するかどうか

は議論の余地があるといえる．

大川 ������の仮説と比較されるのは，,�- !".������による「農業問題」の概念であろう．,�- !".������

は「低位就業 � (#'�'&)!*0&'("�」という言葉によって「過剰就業」とほぼ同じ事態を扱っており，また

その発生が農業部門の相対的な低成長に由来するという認識でも大川 ������ と一致する．,�- !".������

の主張が大川 ������ と異なるのは，労働を含む生産資源の報酬率の低下は，生産資源が他産業へと移動

することによって解決可能であるとした点にある．しかし，その適応作用はラグをもって行われるため，

生産資源が最適水準に調整されるまでに時間がかかり，その過程で生産資源の摩擦的な過剰状態が発生す

るのである．速水 ������ は，先進国の農業問題は「農業という産業部門と他の部門とのあいだにおける

資源配分調整の問題」，つまり「産業調整問題」の一形態であるとし，,�- !".の「農業問題」を「農業調

整問題」と呼び変えている．速水 ������ は産業調整の社会的費用を低下させるために行われる農業保護

政策が生産要素の産業間再配置を阻害し，農業調整問題をさらに悪化させることを指摘している．

それでは，不均衡状態の調整にラグが発生するのはなぜであろうか．���#('�������は ,�- !".������

から始まる農業問題に関する文献の詳細なサーベイを行い，調整の遅れにつながる二つの要因を指摘して

いる．一つは，農業部門の人的資本が特殊であるため，人的資本への投資に固定性が生まれるというもの

である．もう一つは，労働の部門間の移動に調整費用 ��#$ %"&'(" �*%"%�が発生するというものである．

調整費用に直面した農家は，労働が過剰状態であることを知りながらも，調整を段階的に行うことによっ

て「痛み」を抑える行動を取るのである．,�- !".������ 自身も，農業問題を解決するためには，労働市

場の整備よりも金銭的・精神的な「移住費用」の軽減が重要であることを主張している．また，日本農業

については，増井 ������ が調整費用の存在に着目した労働市場の研究を行っており，そこでは他産業で

職を探すための費用，職を得るための職業訓練を受ける費用，新しい職を見つけるまでの逸失所得，また

移住による精神的な費用などが調整費用の例として挙げられている．速水 ������ は，労働の部門間移動

が遅れる原因として，農作業の熟練という人的資本が離農や他産業への就業によってその資本価値がゼロ

になってしまうことを挙げている．/*(&� �(# /�0�&������� は，農工間の労働移動に不完全性が存在

し，労働需要が部分調整プロセスによって調整されるモデルによって農業保護政策が労働の産業間移動に

与える影響を分析している．

大川と ,�- !".の主張は，日米間で観察対象が異なっているにもかかわらず，労働市場に不均衡状態が

存在するという認識では一致していると言える．両者の見解の相違は，不均衡状態に対して市場の調整機

能がどこまで働くかという点にある．そして，市場の調整機能を認めるかどうかによって，過剰就業に対

�� ����年に高齢労働力の能力換算の廃止が行われているが，その影響はわずかなものである．

��



して全く異なる政策的含意が引き出される．農業労働が労働市場から完全に分離されているのであれば，

政策的な米価の引き下げや農業の貿易自由化に対して農家は何の調整も行うことができず，必然的に農業

生産の減少と農村の窮乏化を引き起こす．原 ��

�� は生産要素市場に強い不完全性が存在することを前

提とした上で，日本農業の特殊性を考慮した農政改革が必要であると主張する．これに対して，市場の調

整機能を認めるのであれば過剰就業は解決可能な問題であり，議論は「いかにして調整費用を軽減させ，

調整メカニズムを機能させるか」という点に集約されることになる．農地法や一律的な生産調整といった

政策介入による歪みの撤廃を強く主張する速水 ������，本間 ������，奥野・本間 ������などはこうした

立場に立った政策論といえるだろう．

では，それぞれの仮説の妥当性をどのようにして判断すればいいのであろうか．一つの方法は，現在の

農村部の労働市場がどのような環境にあるかを調査することである．しかし，そこで重要となる「雇用制

限」や「調整費用」などは本質的に観察不可能な要素であり，統計的な事実からその存在を立証することは

難しい．もう一つの方法は，どちらかの立場に立ってモデルを構築し，そのモデルに現実を説明する能力

があるかを検証することである��．主体均衡論的なモデルによる説明は，,*(*#� �(# 5�� 0�&�������

などにより既に行われている．本章は ,�- !".流の考え方に立ち，市場の調整メカニズムが働く中でなぜ

過剰就業状態が存続するのかを，調整費用の存在に着目することにより実証的に明らかにしよう．

第 �節 モデルの定式化

��� 過剰就業のモデル化

以上の議論を踏まえ，調整費用の存在を考慮したストック調整過程を記述するモデルを構築しよう．

8 �*#�������，草苅 ������などによる生産関数分析では，労働投入を外生変数とした農家の生産関数

を推計することにより労働のシャドー・プライスを計測することで労働投入水準の最適性を検証してい

る．しかし，こうした研究では「静学的」なモデル，つまり投入財が毎期ごとに限界原理が働く「可変要

素」と，分析の枠外の論理で変動する「固定要素」に分類され，毎期ごとの利潤最大化・費用最小化原理

によって投入水準が決定されるモデルが用いられてきた．このような静学的なアプローチでは，不均衡状

態がどのように発生し，またそれがなぜ解消されないのかという過剰就業の発生メカニズムについてはほ

とんど何の示唆も得られない��．

本章ではこのような静学的なアプローチに代わり，通常の生産関数分析を動学的に拡張したモデルを

採用する．本章が用いるのは，�)%"'�(������ によって定式化された「動学的双対性モデル �#0(�&��

# �!�"0 &*#'!�」である．このモデルは，ストックを徐々に最適水準に調整される準固定要素とみなし，

調整費用を考慮した動学的な利潤最大化問題を解くことによりストックの調整過程を導くものである．

これは農業に限らない一般的なストック調整のモデルとして定式化されたものである．9�%�;�#� �(#

�� ただし，同じ現象を異なるモデルが説明できる可能性はある．本章の目的は「過剰就業」に対する一つのアプローチを提案す
ることにあり，他のアプローチを排除するためのものではない．

�� 原 ����)�は日本農業の生産関数分析について「何を外生変数とするかを決めれば，モデルが生み出してくれる解答は決まっ
てしまう」ことを指摘している．

��



7-�&+'�%������は，ストック調整の遅れの原因を調整費用の存在に求める点でこのモデルが農業問題の

枠組みと整合的であることを指摘している．また，貿易自由化などの影響により労働や資本の過剰投入が

発生することは農業部門で一般的な現象であり，その調整過程を考察する手段として農業経済学の分野で

多くの研究がこのモデルを用いている．日本農業について同様の分析手法を適用した研究としては伊藤

����
�，阪本・草苅 ��

�� がある�	．

また，本稿は労働だけでなく機械ストックの調整過程をも考察する．これは，機械の投入が最適水準か

ら乖離している場合，労働は「資本不足による過剰就業」に陥っている可能性があるためである．機械ス

トックの過剰性については荏開津 ���
��，神門 ������，伊藤 ����
� などの既存研究がある．このうち，

荏開津 ���
��や神門 ������は生産関数・費用関数の推計によって機械ストックの過剰性について論じた

ものである．荏開津 ���
��は，農家の期待インフレ率が年率 ��％程度であるときには，稲作農家の機械

ストックは過剰であるとは言えないとの結論を得ている．また，神門 ������ は農機具の限界利潤が負に

なっていることをもって機械ストックが過剰である結論づけている．しかし，伊藤 ����
� が指摘するよ

うに，ストックの過剰性について分析するためには，ストックとフローの意志決定を同時に決定するよう

な動学モデルが必要である．本稿は，伊藤 ����
�と同様に動学モデルに基づいて分析を行うだけでなく，

機械と労働のストック調整過程が同一の調整メカニズムに従うものとみなし，統一された枠組みによって

分析を行う．また，農地面積は，本章の設定する利潤最大化原理の枠外の要因によって変動する外生変数

とみなす．これは，農地移動は転用期待による資産的保有などの影響によって農業部門の収益最大化とい

う枠組みから大きく逸脱しており，このモデルでその変動を分析することは不可能であると考えためであ

る�
．

��� 基本モデルの設定

以上の前提を踏まえ，以下の �����式のような動学最適化問題を考える��．


��� ���� � &�E
�

� �

�

����F� ����� ���� � �� � ���G�	 �����

% +$'�" "* H� � � � Æ�� ��
� � �� � 


"は時間を表す．8は準固定要素である機械 ����，労働 ����を表すベクトルであり， H� はその変化量，

<はその粗投資を表す．Æ � �����Æ�� Æ��はそれぞれ機械・労働の減耗率を表す．なお，労働をストックと

みなした場合，「純投資」とは他部門からの労働の流入（流出）量を，「減耗」とは高齢化による退職などの労

�� 農業経済学の分野における実証研究のサーベイとしては *����
+������が有用である．
�	 なお，農地を外生変数とするならば，生産調整の影響を考慮する必要はない．改正食糧法以前の生産調整は，大まかに言っ
て，生産量ではなく稲の作付面積を統制してその面積に応じて補助金を支給する政策であるといえる．このため，「外生的に
変動する農地を所与として減反補助金を除いた収益を最大化する」というのが農家の行動基準であると考えてよい．

�
 以下，ベクトルの記法などの表記は ,���
�
'
���������に従う．また，-と .の間の積分可能性の証明など，モデルの詳細
な説明は /0!��
�������を参照のこと．なお，��1��式中に資本の調達価格 2と投資 ,を加えても，
�
��������� 3

�
������� 4� 5 Æ���� 3

�
�������� 5 Æ����より � 3 �� 5 Æ�� とすれば結局は ��1��式と同じ式になる．

��



働の自然減を表す．Iは可変要素を表すが，分析を容易にするために全ての可変要素を集計した「経常財」

を表すものとする．Jは可変要素の価格 K� を，� � ���� ���
� は準固定要素のレンタル価格 K� � � K��� K���

�

をそれぞれ生産物価格で基準化したものを表す．	は農地面積を表し，ここでは外生的に変動する要素で

あるとみなす．� � � ����� ���� は単一の生産物を生む生産関数を，�� � � ����� ���� � �� � ���

は生産物価格で基準化された短期の利潤関数を表す．�は割引因子であり，分析期間において一定とする．

ここで，生産関数 �について，通常の仮定のほかに，<に関して � � 
の時には �� � 
，� � 
の時に

は �� � 
であり，また <について凹関数であると仮定する．これらの仮定の意味は，<についての調整

費用関数 を以下のように定義すれば明らかになる．

���� � � ��� 
� � � ��� �� � ��� � � �����

����は，<の正負にかかわらず正になり，また �が <について凹関数であることから，����は <につ

いて凸関数となる．つまり，これは投資によって生産量の減少という形で内部的な調整費用が発生するこ

とを表している．また，���� � 
 �� �� � 
の場合には，����� 式の被積分関数は <と無関係になる

ため，�����式は毎期ごとにストックを最適水準にまで調整する静学的な利潤最大化問題に等しくなる．

�����式のような動学最適化問題を解く手法としては，� !'�方程式を用いる手法と �'!!&�(方程式を用

いる手法の二種類が主に用いられてきた．� !'�方程式を用いる方法は，L ��%����
�，��'�#J�0���
��

などにより提案されたものである．しかし，この手法で �つ以上の準固定要素を扱う場合，調整が要素間

で独立に行われることを仮定しない限り分析ができないことが明らかになっている．一方で，�'!!&�(方

程式を用いる手法は，利潤最大化モデルについては�)%"'�(������，費用最小化モデルについては�)%"'�(

�(# �'((0������によって提案された．本章は後者の手法を利用し，最適性の原理から導かれた�'!!&�(

方程式に包絡線定理を用いた式から元の �のパラメーターを推計するという手順を取る．

このモデルの解は農家が価格について持つ期待によっても影響されるが，まずはベンチマークとして価

格についての静態的期待を仮定する．すなわち，農家は現在の価格が将来も続くと考えて投資経路を決定

するが，価格が変化した次期には自らの期待を訂正し，それに合わせて投資経路を設定しなおす，という

行動様式を想定する．ただし，農家は投入物価格については生産決定を行う際に知ることができるが，生

産物価格は生産が終了するまで知ることができないため，�期前の価格について静態的期待を持つものと

する．

�����式に最適性の原理を適用することにより以下の �'!!&�(方程式が導かれる．

�
 � &�E
�

F� ����� ���� � �� � ��� 4 
��� � Æ��G �����

さらに，この問題の逆から最適な生産経路 � � は以下の �����式のようになる．

� ������ ���� � &�(
��	

F�
 4 �� 4 ��� � 
��� � Æ��G �����

また，�����式に )，Jについて包絡線定理を適用して，以下の ���������� 式を得る．

��



�
 �� � �� 4 
����
� � Æ��

�� H�� � 
��

����

�

� 4�� �����

�� � ��
	 4 
	� H�� �����

次に，�����式に 8，<について包絡線定理を適用して，以下の ���
������ 式を得る．

� �

� � �
� ���
�

� �
�

� � �� 4 Æ�
 �� 4 �� 
��
H� �����

�)%"'�(������は，�が前述の仮定を満たすならば，�は以下の �つの性質を持つことを示した．��は


� と双対的な関係にある �� の性質に対応しており，また ��は ����� 式が最小値を持つことの �階の条

件に対応している

�� � � 
の時には 
� � 
，� � 
の時には 
� � 
である

�� �は )，Jについて減少関数である

�� 
� が )について線形であるとして���，�が )�Jについて凸関数である

�)%"'�(������の最大の貢献は，�が ��－ ��の性質を満たしているのであれば積分可能性の条件が満た

されるため，�のパラメーターから最初に仮定した性質を持つ生産関数 �を導出することができることを

証明したことである．このため，�や �� ではなく �のパラメーターを推計し，�が理論的に満たすべき

条件の検定を行うというのがこの手法の特徴である．これは，双対理論を用いた静学的な生産関数分析に

おいて，生産関数を推計するために双対関係にある利潤関数や費用関数を推計することと類似的である．

ここで，�を以下のように特定化する．
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ただし，�
� は次数が �Mの要素�× �:の要素�である行列であり，��

�
 � �
�，��

�� � ��� である．

�をこのように特定化した場合，��������������� 式は以下のようになる．

H�� � 
��

����

�

� 4��

� ��� F���� 4����4���

��� 4��	� 4����� 4�G

� ��� 4����� 4 ������� 4����4��	� 4�����

����
�

��� この条件が満たされない場合には，-の �階の条件が必要となる．後に行う -の特定化はこの条件を満たしている．

�
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� � �
 4 ��� 4 ��� � 
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� �F�� 4 ���� 4 ���4 ������� ����� 4����� � ������� ���		�

4 �� ������ ����	��G� ���� 4� ���� 4����� H�

������

��� モデルの直感的な理解

以上の数式展開は機械的なものではなく，直感的な理解をすることが可能なものとなっている．

まず，�����式の � ����� ������� � ��� 4 
��� � Æ��という項は，
� � ��� が仮定より投資の

調整費用を表すものであるため，短期の利潤から調整費用を除いた額を表すものとみなすことができる．

そして，これが �
 に等しいということは「毎期の利潤を一定の割引因子で割り引いて合計したものは，

短期の利潤から調整費用を引いたものを割引因子で除したものと等しくなる」という解釈が可能である

（/*J��# �(# ,- &J�0� ����）．

また，�が )について凸関数であるためには，
�� � ��� の対角成分が正であることが必要である．こ

れは，��� の対角成分が負であることを考えれば，ストックの調整過程を表す ����
� 式において投入要

素の価格が下落（上昇）すればその投入要素の変化は正（負）になることを表している．また，��� の非

対角成分が負であることは，ある投入要素の価格が下落（上昇）した場合，他の投入要素の変動が負（正）

になることを表している．これは，賃金水準の変動と労働移動の相関関係を見る研究にミクロ的基礎付け

を与えるものである���．

また，����
�式は以下のように書き換えることができる．

H� ���� � 3�� ������

ただし，5は調整行列， 3� は長期の定常的なストック量を表し，

� � ��� 4���� ������

3� � ���� 4����
��������� 4����4��	� 4����� ������

������ 式は一般的に「分布ラグモデル」と呼ばれる形をしており，「ストック水準 8と最適水準 3� の

格差のうちの一部が調整行列5によって補正される」という直感的に理解しやすい調整過程を表してい

��� ただし，ストックの調整過程の間で相関関係がある場合には，-が 0について凸関数であることの意味は曖昧になる．

��



る���．こうした形で資本の調整過程を考察する研究には=�#��� �(# �� �-������� など多くの例がある

が，それらに対してはミクロ的な基礎付けが欠落しているとの批判が行われている（L ��%� ���
）．これ

に対して，本研究が用いたモデルでは，恣意的な仮定を置かずに動学最適化問題の解として ���� 式が導

かれることが特徴である���．

推計式を ������式の形に置き換えることにより，ストックの調整過程に関して様々な情報が得られる．

まず，調整行列5の成分を見ることにより，投入要素にどれくらいの固定性が存在するかを推定するこ

とができる．例えば，調整行列 5が �� となっている場合には，ストックの定常水準との乖離は毎期ご

とに完全に調整されていること，つまり全ての投入要素に限界原理が成立していることが分かる．逆に，

5の対角成分が 
に近い場合には，対応する投入要素に強い固定性が存在していることになる．また，現

実の 8 と 3� を比較することにより，要素の投入水準の最適性を判断することができる．例えば，労働

����について �� � 3�� となっていれば，それは過剰就業状態を意味している．このようにして，労働

のシャドー・プライスを計測するよりも直截的な形で過剰就業状態かどうかを判断することができる．

��� 技術進歩の導入

以下，理論に沿った形で推計にタイムトレンドを含めることにより，技術進歩がストック調整に与える

影響を考察する���．これは，要素偏向的な技術進歩がストックの調整過程に大きな影響を与えている可

能性があるためである（8 �*#�� ���
）．

本章では，農家は技術水準について静態的仮定を持っていることを仮定する．つまり，農家は現在の技

術水準が将来にわたって続くと考えて投資経路を設定し，技術進歩が起きた次期には期待を設定しなおす

と考える．その上で，本章は ��0!*� �(# 5*(%*(������ や 9�%�;�#� �(# 7-�&+'�%������で用いられ

ている形の特定化によって技術進歩の影響を測ることにする．ただし，異なる経営規模間で同一の速度で

技術進歩が発生することを想定するならば，技術進歩を単位面積当たりで測るほうが妥当であろう．そこ

で，����
�B������ 式を以下の ������B������ 式のように書き換える．

H�� � ��� 4����� 4 ������� 4����4��	� 4����� 4 �� � ������

�� � ����	 4�		� 4�	��4�	��� 4�	�
H� 4 �� � ����
�

� � �F�� 4 ���� 4 ���4 ������� ����� 4����� � ������� ���		�

4 �� ������ ����	��G � ���� 4� ���� 4����� H� 4 �� � ������

ただし，, はタイムトレンド，	 は作付面積を表す．各式を 	 で割れば � は農地面積あたりの技術

��� 最適水準 6� は毎期の外生変数の変動に対応して変化するため，��1���式は 7が一定の水準へと収斂していくことを意味す
るものではない．

��� なお，一般の -に対して上記の手順で導かれた要素需要関数の式が ��1��� 式のように記述できる条件は，	�� が定数行列
であることである（/0!��
�" ����）．

��� このモデルの推計式にこのような形でタイムトレンドを入れることの妥当性については，8
�!��������のコメントと，それ
に対する �
!
�
�
 
�� �(
	9��!������の応答を参照のこと．

��



進歩を表すものとなっている．このような推計式を得るためには，����� 式で表される � について ��

を �� 4 ����� �に，��を �� 4 ������

���� �に，�	を �	 4 ����	 �にすればよい．

��	 非静態的な価格期待の導入

さらに，非静態的な価格期待を仮定したときの推計値を考察することにより，価格期待がストック調

整に与える影響を考慮する．後述する図 ��� からも分かるように，賃金の生産物価格に対する相対価格

には明らかな上昇傾向が見られる．こうした状況では，農家は現在の価格水準のみならず，将来の価格

変化を見越した投資行動を行うものと考えられる．ただし，動学的双対性モデルの実証研究で扱われて

きた価格期待は単純な形のものに留まっている．本章の想定する非静態的な価格期待の形は �)%"'�( �(#

�'((0������，L - �(# ,"'2�(* ������ で採用されている物と基本的に同じである．ただし，�)%"'�(

�(# �'((0������ のモデルは生産量を外生変数とした動学的な費用最小化問題を想定するものであるの

に対して，本章は L - �(# ,"'2�(* ������と同様に利潤最大化問題のモデルを想定している���．

以下のような価格期待を想定する．

H� � !� 4"�� ������

ただし，!� は定数のベクトル，"� は非対角成分がゼロである行列である．つまり，ある財の価格期待

は異なる財の価格に対する期待からは影響を受けないことを仮定する．

この時，���������� 式は以下のようになる．

�
 � &�E
�

F� ����� ���� � �� � ��� 4 
��� � Æ�� 4 
��!� 4"���G ����
�

� ������ ���� � &�(
��	

F�
 4 �� 4 ��� � 
��� � Æ��� 
��!� 4"���G ������

ここで，������ 式の価格最小化問題が解を持つためには，�が Jについて凸関数であることに加えて，

�
�
��!�4"���が )について凸関数である必要がある．これは，�		が正であり，かつ�������"��

が正値定符号行列であることと同値である．

また，������式に )について包絡線定理を適用して，以下の式を得る．

�
 �� � �� 4 
����
� � Æ�� 4 
���!� 4"��� 4"�


�

� ������

これにより，����
�B������ 式は以下のように書き換えられる．

��� $(
:!!������)� は動学的な生産関数分析に合理的期待を組み込んだ分析を行っているが，これは準固定要素を一つとして
/����方程式を利用するモデルに基づくものである．また，;
����
 
�� *���!������は，費用最小化問題に生産量や価格
の不確実性の影響を組み込んだモデルを考察しているが，本章では不確実性の影響については考慮しない．これは，図 �1�な
どからも価格の不確実性はそれ程に大きくないと判断できること，および生産量の不確実性を利潤最大化モデルの中に組み
入れるのが困難であることによる．

�
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以上の推計式は，以上の式の !� および "� をゼロとすれば静態的期待を仮定する場合と同じものにな

る���．

第 �節 データについて

本章では，荏開津 ���
��や草苅 ������などの既存研究を参考にして，農林水産省『米及び麦類の生産

費』から規模別の平均的な農業経営についての擬似的なパネルデータを作成した��	．

昭和 ��年度に減価償却費の評価方法が変更されているため，利用可能なデータは ��
�年から �

�年

までである．また，分析する地域には『東北』『北陸』農区を選び，『
��B��
-�』『��
B���-�』『���B��
-�』

『��
B���-�』『���B��
-�』『��
-�以上』の �階層の『販売農家』についてのデータを用いた．ただし，『北

陸』の ����年の『���B��
-�』規模はサンプル数の不足からデータが欠落している．各期の分析には �期

前までの価格データが必要になることを考えれば，サンプル数は ��（年）× �（規模）× �（農区）－ �

（欠落）��

である．

生産量は『生産費調査』の『�
�あたりの主産物収量』のデータを，米価は『�
6�当たり収益』のデー

タを用いた．農地面積には階層別の『作付地面積』のデータを用いた．機械ストックには自己保有分のみ

��� 実際の推計の際には，先ほどと同様に技術進歩を表す項を導入した．この場合には，
�を 
� 5 ������
 に，
� を

� 5 <��� ������
��

�����
=に，
�を 
� 5 ������
にすればよい．
��� なお，データに関する詳細な議論は付録 &に掲載した．

��



を考慮に入れ，『賃借料及び料金』に含まれる機械のレンタル分は経常財に含めた．自己保有ストック額

の代理変数としては農機具の減価償却費を用いた．機械のレンタル価格は，「機械のレンタル価格＝（実

質利子率＋減価償却率）×機械の購入価格」，つまり売買価格の定数倍であるという関係が成立すること

を利用して，『農業物価統計調査』の『大農具』の価格指数を用いた．労働のストック量は，『生産費調査』

の『�
�あたりの直接労働時間』のデータを利用した．女性の労働時間は 
��倍して評価している．賃金

データは，『東北』・『北陸』に共通して『農業臨時雇賃金』を利用した．経常財の使用額には，生産費調査

における『物財費・種苗費・肥料費・農業薬剤費・光熱動力費・その他材料費・賃借料及び料金』を含め，

『農村物価統計調査』の各費用項目の価格指数をそれぞれの費用シェアで加重平均することにより経常財

の価格指数を作成した．分析期間における日本銀行『貸出約定平均金利』を『国内企業物価指数』でデフ

レートした実質利子率を算出し，そのおよその平均である �％を割引因子として利用した．

図 ���　生産物価格で基準化した価格指数の推移（『東北』農区の『��
B���-�』階層）

以上の手順によって得られた，ストックのレンタル価格と経常財の価格を � 期前の生産物価格で割っ

た価格の推移を，��
� 年をそれぞれ �

 として図 ��� に示す．ただし，価格指数は『東北』農区の

『��
B���-�』についてのものである．この図から，機械と労働のレンタル価格は傾向的に上昇しているこ

と，特に賃金が他の投入物に比べて相対的に大きく上昇していることが分かる．これは，食料需要の弾力

性の小ささに由来する米価の下落と，非農業部門における経済成長による賃金率の上昇を反映したもので

あり，,�- !".������が論じる通り先進国段階の経済で一般的な現象である．

��



第 �節 推計結果とその解釈

��� 推計されたパラメーター

推計は，価格のデータから ������ 式を推計することにより価格期待のパラメーターを求めた後に，機

械・労働についての �本の ������ 式と ������������ 式の合計 �本の式を同時推計することによって行っ

た��
．

パラメーターの推計結果は付録	の表 ���，表 ���に示した���．5 (#!�6��

��は，大半の動学的双

対性モデルの実証研究で推計結果の有意性が低いことを指摘しているが，それに比べると本章の推計結果

の有意水準は高いものとなっている．特に，ストック調整過程を表す ������ 式についてのパラメーター

の大半が有意になっており，また有意でないパラメーターはゼロであっても理論的には問題ないものに限

られている．中でも，��� の成分について有意な値を得ることができたのは，ストック調整と価格変動の

間に相関関係が存在していることを示すものである．また，推計式の 
� は，機械について 
��
，労働に

ついて 
���，経常財について 
���，生産量について 
���であったが，これも他の既存研究に比べて高い

値である．

��� パラメーターの検定

次に，�が満たすべき価格に関する条件についての検定を行う．まず，�は )，Jについて減少関数で

あることが必要であるが，推計されたパラメーターから 
�，
	 を計算したところ，機械と経常財の価格

については全ての観測値で負であり，また賃金についても観測値のうち ���D�

��� ％� が負であった．

このため，�は価格について減少関数であると判断することができる．また，�の二階の条件が満たされ

るためには，)については ������ �"��が正値定符号であり，かつ Jについては �		 が正であれば良

い．)については，������ �"��の対角成分は有意に正であり，また ������� �"���も有意に正であっ

た���．また，�		 は，表 ���の通り有意ではないものの正であった．以上のことから，�の価格につい

ての性質はおおむね満たされていると考えることができる．

次に，機械について常に � � 
，労働について常に � � 
として 
� の符号に関する検定を試みたが，

ほとんどの観測値で理論的な符号条件と逆の値となっていた．ただし，この検定値の算出には，有意でな

い ������ 式のパラメーターが用いられている．このため，この結果が現実とモデルとの矛盾を示すもの

なのか，もしくはパラメーターの有意性の低さによるものなのかは不明である．本章は，������式の推計

結果の有意水準が低いことが 
� の符号条件が満たされないことの理由であると考え，以下の議論を進め

��	 離散的な価格のデータから ��1���式のパラメーターを算出する方法は /0!��
� 
�� >����������を参照のこと．また，推
計に当たっては 4� � �� ����� という近似を行った．

��
 本章の推計結果の解釈に当たっては，分析に有意性の低いパラメーターが含まれているため，分析値の絶対的な水準にはそれ
ほどの意味がないことを強調しておきたい．後述する弾力性やストックの最適水準についても，規模間や年代間でどのよう
な傾向が見られるか程度の解釈にとどめるべきであろう．

��� 以下，特に言及がない限り �％基準で検定を行っている．

��



る���．ストックの調整過程に直接に関係するのは ������ 式のパラメーターであるため，この想定は以下

の解釈に影響を与えない．

��� 弾力性の計算結果

表 ���に示したパラメーターの値自体は意味を持たないため，ここから価格弾力性を計算することで推

計値の大きさが妥当なものであるかを検討しよう．推計結果からは，短期の弾力性だけでなく，価格の変

化が最適水準に与える影響を示す長期の弾力性を 3� の式から計算することができる．それぞれの弾力性

の値は表 ���，���に示した．ただし，#�
 は�� の �
 についての弾力性を表す．値の大きさはほぼ妥当な

ものであり，既存の生産関数分析の結果と大きな乖離はない．また，短期よりも長期の方が弾力性が大き

くなるというル・シェトリエ原理も満たされている．自己価格弾力性が負であり，交叉価格弾力性が正で

あるということも理論と整合的である．

表 ���　短期の自己・交叉価格弾力性（����－ �

�年の平均）
東北 #�� #�� #�� #�� 北陸 #�� #�� #�� #��
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表 ���　長期の自己・交叉価格弾力性（����－ �

�年の平均）
東北 #�� #�� #�� #�� 北陸 #�� #�� #�� #��
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��� 既存研究の大半がこの検定の結果を報告していないことも，	� について理論と適合する値を得ることが困難であることを示
唆している．

��



��� 調整行列の検討

理論的な条件が確認できたため，以下では ������式を「分布ラグモデル」を表す H� ���� � 3��の形

に置き換えることにより調整過程に関する検討を行う．調整行列5の推計値は表 ���の通りである．た

だし，5���$�という表記は行列5の ���$�成分を表す．

表 ���　調整行列の推定値
推計値 "値 推計値 "値

5����� B
���� B����� 5����� B
��

 B
����

5����� B
�����B
� B
�
�� 5����� B
���� B�����

調整過程が定常的であるためには，5の固有値がB�より大きく 
未満でなければならない．推計され

たパラメーターから求められた固有値はB
���
 とB
���
であったため，調整過程は定常的である．

表 ���における調整行列の ����� 成分の値は，労働の最適状態からの乖離は �年で ��％しか調整され

ないことを意味している．調整費用の要因が異なるため単純平均はできないが，機械についての ��％よ

りも小さいというのは驚くべき結果である．このことは，本章の冒頭で言及した通り，調整費用によって

ストック調整にラグが生じていることを強く示すものである．

また，5の非対角成分は，ストック間の調整過程に対する関係を示すものである．例えば「機械が過少

状態に陥っている時，労働の調整はその分だけ抑制される」と考えれば，5の非対角成分は負であるべき

であることが分かる．表 ���の推定値を見ると，5の非対角成分は負になっているが，ゼロと有意差がな

いことが分かる．また，5の非対角成分はゼロと有意差がなく，���� �� ����� �� � 
という仮説検定

も �％基準で棄却されない．このことは，ストック間の調整過程は相互には影響を与えないことを意味し

ている．

技術進歩を表す項 � の値と有意水準を見たのが表 ���である．機械節約的・経常財使用的な技術進歩が

観察されたが，労働については有意な影響は見られなかった．このことは，労働節約的な技術進歩が要素

代替に大きな影響を果たしたとする 8 �*#������� の推計結果とは対照的であり，労働投入の調整過程

は偏向的な技術進歩よりも投入要素の相対価格の変化によって大きく規定されていると考えることがで

きる．

表 ���　技術進歩のパラメーター
推定値 "値 推定値 "値

機械 B����� B��


 経常財 ����� �����

労働 
�
��� 
��
� 生産量 
���� ��
��

��



��	 ストックの現実値と最適水準の比較

�
�あたりの機械（��）及び労働（��）の現実の投入水準（8）と毎期の価格に対応する定常状態の水

準（ 3�）の比較を『東北』の『��
B���-�』『��
B���-�』『��
-�B』の �つの階層で行ったのが図 ���，図 ���

である．ただし，太線が現実の水準を，細線が長期に定常となる水準を表している．
3� が最適水準を表すものになっているためには， 3� は常に正になっている必要がある．実際の推計値

を見ると，機械については ���D�

が正であり，また労働については ���D�

が正であった．図 ���，図

��� が示す水準を見ても， 3� は最適水準としておおむね妥当な値を示しているものと考えられる．また，

図 ���，図 ���とほぼ同一の傾向は，他の経営規模や『北陸』農区の各規模についても観察された．

まず，機械について現実の値と最適水準との比較を行ったのが図 ��� である．この図は各年のストッ

ク量に対して価格を �


 年の水準に固定してストックの額ベースに直したものである．『��
B���-�』

『��
-�B』規模では投入水準はおおむね最適水準に一致しており，また最適水準と一致していない部分で

も傾向的な乖離は観察されない．『��
B���-�』規模では機械ストックは過小である傾向が見られるが，小

規模農家は機械をレンタルで調達する傾向があるため���，図 ���の結果が小規模農家にとって機械ストッ

クが過小であることを示すものであるかどうかは不明である．機械と労働のストック調整過程が独立に行

われていることを意味する表 ���の推計結果を考えても，機械ストックの水準が労働ストックに与えた影

響は小さいことが分かる．

同様の比較を労働について行ったのが図 ���である．図 ���からは，各規模で労働の現実の投入水準が

傾向的に定常状態を上回っていること，つまり労働が過剰就業状態にあることが分かる．また，労働のス

トック量が調整されているにもかかわらず，長期に定常となる水準も同時に傾向的な低下を続けているこ

とが分かる．また，規模別の傾向を比較すると，大規模経営では労働投入が最適水準に近づいていくのに

対して，小規模経営では労働投入が過剰になっていくことが分かる．これは，大規模経営の方が労働投入

の調整が順調に進んでいるためと考えられるが，詳しい理由は本章の分析からは明らかではない．

以上の分析結果は，過剰就業の発生メカニズムについて以下のような見解を提示するものである．ま

ず，図 ��� が示す通り非農業部門の経済成長と食料需要の飽和によって賃金の米価に対する相対的な上

昇，また他の投入財に対する相対的な上昇が発生し，これにより図 ���が示す通り労働ストックの最適水

準に傾向的な低下が発生する．農家は労働力を農外雇用に回すなどしてストック過剰を解消しようとする

が，その調整には調整費用が発生するため，������式の対角成分が示すように調整は段階的なものになら

ざるを得ず，労働の限界生産性と市場賃金の間の格差を是正するのに十分な労働移動が発生しない．こう

して，労働投入が最適水準を傾向的に上回る状態，つまり過剰就業が発生するのである���．

��� ����年の『米及び麦の生産費調査』のデータでは，『�1�(
?』規模の ��
あたりの『貸借料及び料金』が �)��円であるのに
対して，『�1�?�1�(
』規模では �)���円となっている．

��� 本章の推計は ���伊藤 ������など同様の動学モデルを利用した研究に比べて短期・長期の価格弾力性の値が大きい ���代替
関係が想定される労働・機械の調整過程が独立に行われている ��� 小規模層ほど機械ストックが過小である ���労働節約的
な技術進歩は存在しない，などの点で既存研究の結果とは異なる分析結果を示している．こうした結果が得られた原因や現
実的な妥当性については今後の検討課題としたい．
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第 �節 結論と政策的含意

本章は，,�- !".������ の農業問題の概念に沿う形で労働投入の調整過程をモデル化し，全体的に良好

な推計結果を得ることが出来た．これは，アメリカ農業を分析した 9�%�;�#� �(# 7-�&+'�%������など

「動学的双対性モデル」を応用した多くの実証研究が頑健な推計結果を生み出していないことと対照的で

あり，調整費用に焦点を当てた研究が日本農業の実態と整合的であることを示すものである．このことか

ら，高度成長期以降日本の過剰就業問題の発生要因を調整費用の存在による調整のラグに求めた本研究の

仮説は現実を説明する能力を持っていると考えられる．これは，主体均衡論的なアプローチによる実証研

究が中心的であった過剰就業という概念に新しい角度から光を当てるものであるといえるだろう．

では，過剰就業の状態を解決するためにはどうすればよいのだろうか．最も単純な解決策は，生産物価

格を引き上げることにより相対的に賃金を引き下げ，現実の労働投入と定常状態との格差を解消させるこ

とであるが，これは望ましい政策手段とはいえない．なぜならば，価格政策によってストックの過剰投入

を一時的に解決できたとしても，日本の財政状態や国際的な貿易自由化の進展を考えればいずれは価格を

引き下げざるを得ず，その場合にはむしろ深刻な過剰状態を引き起こすことになるからである．より本質

的な解決策は，調整費用を軽減させるための政策を行うことであろう．まず，農村部での職業訓練や労働

市場の流動性を高めることなどにより，労働の移動費用を軽減することが最も直截な解決策である．ま

た，農家の絶対数を調整するだけでなく，農地あたりの労働力を相対的に減少させることも結果として過

剰就業の解消につながる．このためには，農地移動を円滑化するために農地流動化政策を行うと同時に，

農地の大規模農家への集約を進めることが必要である．更に，国際化の進展などにより急速な調整が必要

となる局面では，生産物価格に今後の上昇が見込まれる作物への転換を促進する，大規模農家に有利な税

制を設けるなどの「産業調整政策」（奥野・本間，����）を行い，調整過程に対して政策的な介入を行う

ことも正当化されうる．

最後に，本章の今後の課題について触れておく．本章は集計された政府統計をパネルデータとして扱っ

ているため，個別の農家がどういった要因で投資行動を行っているかという点では何ら結論が得られてい

ない．このため，個票のパネルデータによって，どういった農家で調整が早く進んでいるかを検証すれ

ば，調整費用の発生原因に関する示唆を得ることができるだろう．また，本章は価格期待や技術進歩につ

いて極めて単純な想定をしており，より精緻な形で定式化することによって両者がより大きな役割を果た

していることが明らかになるかもしれない．いずれにせよ，日本農業の分析に動学的な視点を持つことは

極めて有用な発見をもたらすと考えられる．

��



付録 �：付表

以下，非静態的な価格期待を導入した場合の �のパラメーターの推計値を掲載する．推計値が既存研究

のものと大きく異なっているのは，多くの既存研究がマクロデータを基準化して用いているのに対して，

本章は擬似的なパネルデータを用いており，基準化を行っていないことによるものである．このため，推

計値の大きさの比較は弾力性を基準として議論を行うべきである．

表 ���　推計された価格期待のパラメーター
機械 ��� � ���
�B
� 4 
���� �����

"値 ������� �������

労働 ��� � �����B
� 4 
���� �����

"値 �����
� �������

機械 H�� � 
�


�� － 
�
��� ��

労働 H�� � 
�

��� － 
�
��� ��
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付録 �：データに関する議論

ここでは，本章の利用したデータについて，本文中で言及しなかった点を論じることにする．

� 擬似的なパネルデータを用いた理由

本章は農業経営の長期的な構造変化の要因を探るものであるため，年ごとのデータが連結したパネル

データを必要とする．しかし，本章が実際に利用したのは個票から得られた現実のパネルデータではな

く，農林水産省『米及び麦の生産費調査』（以下『生産費調査』）を加工して作った擬似的なパネルデータ

である．毎年の規模別データに含まれる個々の農家は同一ではないため，本来ならば個票データを用いる

ことが望ましい．しかし，『生産費調査』を始めとする政府統計の個票データは地域の規模別分布に基づ

いてランダムサンプリングによって得られたものであり，データが連結している期間は長くても �年程度

である．これは，経済の中長期的な変動の中から発生する「過剰就業」を論じるには短すぎる期間であ

る．また，農村調査を自ら行ってデータを収集することも，十分な数の長期の経営データを取ることの難

しさを考えれば事実上は不可能である．こうしたことから，個票データを扱うことは断念し，規模別・農

区別の政府統計をパネルデータとみなした分析を行うことを選択した．

�『生産費調査』を選択した理由

『生産費調査』に類似したデータを，農林水産省『農家経済調査』（平成 
年からは『農業経営統計調査』

に名称変更）によっても得ることができる．『生産費調査』に対して『農家経済調査』を用いることの長

所としては，『農家経済調査』には毎期の資本への純投資額を初めとして資本に関するデータが多く，資

本ストックの額をより正確に推計できることがある．しかし，『生産費調査』が稲作農家に関するデータ

であるのに対して，『農家経済調査』から得られるデータは稲作・畜産・酪農など様々な形態の農家の平

均データである．このため，『農家経済調査』からストック水準の変化が観察されたとして，それが農家

の投資行動によるものか，それとも品目構成の変化によるものなのかを判断することが難しい，という短

所がある．本章は労働ストックを中心に論じるものであるため，同じ作目の農家を対象とする『生産費調

査』のデータの方が優れていると判断した．ただし，『生産費調査』に現れる農家は複合経営の一部門と

して稲作を行っている場合があり，稲作部門で過剰就業が観察されたとしても経営全体では過剰でない可

能性は否定できない．

� 考察の対象とする地域・規模について

『生産費調査』には県別データも掲載されているが，これには販売農家の平均データしか記載されてい

ない．経営耕地面積が �
�以上，または農産物販売金額が年間 ��万円以上」を定義とする日本の「農家」

の平均は農業経営者の平均的な姿を表すものではないと考えられるため，このデータは利用しなかった．

対象とする地域としては，米の中心的な生産地である『東北』『北陸』の農区別データを用いた．現実に

は二つの地域では労働市場や生産性に違いがあるが，本章では地域間の格差は捨象し，両地域の農家は同

��



一の環境に置かれているものとみなした．平成 
年に各階層を分ける作付面積の水準について変更があっ

たが，この �階層については変更の前後で区分が連続しているために問題はない．

� 考察の対象とする期間について

現行の形の生産費調査は昭和 ��年から行われており，また現時点で入手可能な最新データは平成 ��年

産のもの（平成 �
年 �月刊行）である．ここで，分析の対象とするためには，期間内で以下の条件が満

たされている必要があると考えられる．���規模別の区分や算出方法などについてデータの連続性が確保

されている，��� 変更があった場合にも，何らかの基準で連続したデータに変換できる，��� 調整費用に

重大な影響を与えるような構造変化が起きていない．昭和 ��年度に減価償却費の評価方法が再取得価格

評価から取得価格評価に変更されており，この前後のデータを変換することは難しいため，本章は ��
�

年－ �

� 年を分析期間とした．この期間では，調整費用に影響を与える大きな構造変化は生じていない

と考えられる．また，労働の能力換算及び減価償却費の評価方法は平成 �年に変更があったが，平成 �年

についてのみ新旧両方のデータがあるため，各農区・規模ごとに平成 �年の新旧データの比率を転換倍率

として平成 �年以降のデータにかけることにより旧方式の減価償却費を推計することとした．

� 機械（資本）ストックのデータについて

『生産費調査』における『固定資本』は『建物及び構築物，農機具，生産管理機器』を指すが，本章では

『機械』として『農機具』のみを考慮し，その他は生産には関係しない固定的な要素であるとした．機械の

自己保有ストック量のデータは，伊藤 ����
�が指摘する通り，「再取得価格評価」の「粗ストック額」を

用いることが望ましい．「粗ストック額」を用いるのは簿記上の減価償却は使用価値の減耗を表すもので

はないためであり，また「再取得価格評価」を用いるのは農機具の価格変動が起きてもストックを同じ価

格で評価するためである．『生産費調査』には農機具を含む固定資本の評価額が記載されているが，これ

は「取得価格評価」の「純ストック額」であることから利用できない．このため本章では，荏開津 ���
��

を参考にして『生産費調査』の中の「農機具の減価償却費」を自己保有する機械のストック額の代理変数

とした．『生産費調査』は一定の年数で残存価額がゼロになる定額法によって減価償却費を計上しており，

また『��年国富調査』によれば農機具の平均耐用年数は 
年であるため，減価償却費の額を 
倍すればお

よその粗ストック額が計算できる．ただし，この方法だと「取得価格評価」の粗ストック額を求めている

ことになる．また，機械のレンタル分の推計はいっそう困難である．なぜならば，『生産費調査』におい

て機械レンタル費用は『賃借料及び料金』に含まれているのだが，これは賃耕料（労働），薬剤共同散布や

共同苗代の費用（経常財），建物借料（固定要素）など機械以外の費用を多く含んでおり，機械レンタルに

対する報酬分を分離することが困難であるためである．このため，やや問題のある仮定ではあるが，『賃

借料及び料金』に含まれる機械のレンタル分には限界原理が成立すると仮定して経常財に含めることとし

た．実際には，小規模農家は機械を自己保有しても十分に活用できないためレンタルする場合が多く，本

章のデータは小規模農家の機械ストックを過小評価していることになる．機械のレンタル価格には，「機

械のレンタル価格＝（実質利子率＋減価償却率）×機械の購入価格」という関係が成立することを利用し

て，農林水産省『農業物価統計調査』の『大農具』の価格指数を用いた．こうして得られたストック額を

��



以下で定義される価格指数で割ることにより，ストックの量を表す数値を計算した．

� 労働ストックのデータについて

労働については，��'"*!� �(# 50'�%��


� などの既存研究と同様に，� 時間を単位として労働のス

トック量を推計した．言うまでもなく，労働者数をストックとして労働時間をフローと考える方が正し

い．しかし，通常の農業労働者は一人当たりの労働時間を極端に伸縮させて労働時間を調整することはし

ないと想定すれば，フローの労働時間とストックの労働者数の間にはほぼ比例的な関係が成立するため，

労働時間をストックの代理変数としてよいことになる．労働のストック量は，生産費調査の規模別データ

の『�
�あたりの直接労働時間』に各階層の平均規模をかけて算出した．既存研究と同様に，男女の労働

強度の格差に対しては女性の労働時間には 
��をかける方法により補正した．また，平成 �年までは高齢

者の自家雇用を低く評価するという能力換算を行っていたが，平成 �年以降でこの換算を廃止している．

データの連続性を確保するため，ここでも各農区・規模の平成 �年における比率を転換倍率として平成 �

年以降のデータも能力換算を行った．『賃借料及び料金』には雇用労働に対する報酬も含まれているが，

平成 
年以降の統計ではこのデータが記載されておらず，またもともとその労働時間は �
� につき �時

間ほどという無視できる水準であるため，この分は経常財に含めた．また，賃金のデータとしては農業労

働者が非熟練労働者として就業した場合に得られる水準のものとすることが必要であり，本章では入手可

能なデータの中で最適と考えられる『農業臨時雇賃金』を利用した．

� 経常財のデータについて

ここで言う経常財とは，モデルの中で可変投入要素とみなす財のことである．具体的には，物財費・種

苗費・肥料費・農業薬剤費・光熱動力費・その他材料費に加えて，前述の通り賃借料及び料金も経常財と

みなす．ここで，これらの使用量についてそれぞれにパラメーターを割り振ると膨大な数になってしまう

ため，経常財については以上の要素を合計して指数を作成した．まず，使用額として以上の要素への支出

額の合計を算出する．次に，『農村物価統計調査』から得た価格データを，支出額の比率で加重平均した

指数を作成することにより価格データを作成した．実際には，『農村物価統計調査』を用いて，物財費・

種苗費・肥料費・農業薬剤費・光熱動力費・その他材料費及び賃借料及び料金の価格の加重平均を計算し

た．最後に，経常財の使用額の合計を価格指数で割ることで使用量を算出した．

� 生産量・生産物価格のデータについて

生産量は『生産費調査』の『�
� あたりの主産物収量』のデータに各階層の平均規模をかけて求めた．

また，米の価格データとしては「�
6� 当たり粗収益」の値を利用した．規模間・地域間の収量や米価に

は違いがあるが，これは米の生産技術や品質格差を反映したものとみなした．

� 割引因子のデータについて

本章は割引因子として実質利子率を利用し，また分析期間における実質利子率は一定であると仮定し

た．これは，第一に経済成長の過程で実質利子率がほぼ一定であることは国際的な「様式化された事実」

��



であること，第二に日本の戦後の実質利子率は長期的には一定とみなせること，第三に動学的双対性モデ

ルを用いる既存研究が全て実質利子率を一定と仮定していることによるものである．本章では，名目利子

率として日本銀行『貸出約定平均金利』を用い，またデフレーターとしては日本銀行『国内企業物価指数』

を用いた．実質利子率はそのおおまかな平均を取って �％とした．この値を多少変化させても分析結果は

変化しない．

��



第 �章

日本における米政策の政治経済学

第 �節 課題設定

本章は，���
 年以降の日本における米政策の発展過程を分析することにより，先進国段階の経済にお

ける農業保護政策の効果とその規定要因を考察するものである．先進国における歪曲的な農業保護の削減

が，貿易の拡大を通じて先進国の消費者にとって利益となるだけでなく開発途上国の経済発展に貢献する

ことは，	(#'�%*( �(# 5��"�(��

�� などにより広く認識されつつある．しかしながら，どのようにし

て農業保護の削減が可能となるかという点については，国際機関や研究者の間では一致した見解が依然と

してみられない．このため，農業保護の発生メカニズムを解明することは農業経済学の古典的な研究課題

の一つでありながら，その重要性は学術的にも政策的にも失われていない．

農業保護についての古典的な研究としては，	(#'�%*( �(# /�0�&������� がある．これは，先進国，

特に日本・台湾・韓国における農業保護のパターンを，政治経済学の視点から分析したものである．この

中で /*(&� �(# /�0�&�������は，日本・台湾・韓国を含む ��の先進国について名目保護率（=*&�(�!

>�"' *2 ��*"'�"�*(）によって農業保護の水準を数量的に計測し，その規定要因について回帰分析を用い

て考察している．その中で政策的に重要な意味を持つのは，農業の比較優位性の低下が農業保護の上昇

につながっている，という分析結果である．これは，農業が比較劣位産業となった国では農業部門が構

造調整を迫られるが，調整に伴う調整費用を回避するために農業部門が農業保護の強化を要求する，と

いうように解釈することができる．こうした，先進国において農業部門の比較劣位化が農業保護を生み

出すという過程は，速水・神門 ��

��によって「農業調整問題」������ !" ��! �#$ %"&'(" )�*+!'&�と

名付けられている．また，/*(&� �(# /�0�&���

�� は名目保護率に代わる総合助成率 ��*"�! >�"' *2

	%%�%"�(�'�を日本，台湾，韓国の三か国について ����年から �

�年まで計測している．総合助成率と

は，非農産物への保護が農業生産に与える効果を考慮するために，農産物に対する直接助成率から非農産

物の助成率を差し引くことで計算されるものである．この中では，経済が中所得段階に入るにつれて拡大

した農工間の所得格差が農業保護を引き起こし，その後の高所得段階における農業保護の持続につながっ

たことが指摘されている．/*(&� �(# /�0�&���

�� は，農産物貿易の国際秩序を維持するためには中

所得段階における「不均等問題」�#�%)���"0 )�*+!'&�を解決することが重要であると結論づけている．

��



	(#'�%*( �(# /�0�&������� の後，「農業保護の政治経済学」について多くの研究が行われた．これ

には，/*(&� �(# /�0�&������� の中では誘導形として導かれていた回帰式に数学的なモデルにより理

論的な裏付けを与えるもの，途上国における農業搾取的な政策を分析対象とするもの，政治体制や財政

状態などの説明変数を加えたもの，推計式の内生性や同時性に配慮して回帰分析を行うものなどが含ま

れる��．本章の分析対象とする米政策に限っても，特にアジア諸国について多くの実証研究が行われてい

る．例えば ��;�# �(# / �(������� は，日本を含む � つのアジア諸国における米の名目保護率を計測

し，�カ国をプールした場合と，米の輸入・輸出国を区分した場合，低所得・高所得国を区分した場合の

計量分析を行っている．計測結果からは，米の名目保護率に対して，米の近代品種の採用が負の相関を持

つこと，農業の比較優位性を表す土地人口比率が負の相関を持つことなどが示されている．また，8�$�%�

�(# 	6�0�&���

�� は，三つの途上国について米の名目保護率を計測し，その規定要因を国ごとの時系

列分析によって考察している．そして，各国における農業保護の規定要因が異なっている可能性を回帰分

析によって示し，クロス・セクションデータやプールしたデータを用いた分析は各国に特有な要素を無視

した結果を生み出しかねないことを論じている．日本については，小針 ��

�� が実際の政府買入価格と

算出方法を固定化して推定計算した価格の比率を計算した上で，両者の間の較差を農村に基盤をおく国会

議員の割合などにより説明することで政府買入米価の決定過程を論じている．

/*(&� �(# /�0�&������� や /*(&� �(# /�0�&���

�� を始めとして，農業保護水準の計測は農産

物の内外価格差に基づくものである．これに対して，日本における農産物の内外価格差は農業保護政策を

反映したものとは言えないという批判も存在する．例えば山口・張 ������は，野菜や果物を含む名目保護

率を計測すると日本の農産物の名目保護率は欧米諸国と比べて高いとは言えないことを指摘し，/*(&�

�(# /�0�&������� による名目保護率の計測結果を強く批判している．また，�*#* �(# �J'(%������

は，輸送経費や品質格差を考慮すると米の内外価格差は �倍程度に過ぎないとし，多くの既存研究におけ

る内外価格差に基づく農業保護水準の計測は過大であることを指摘している．

以上のような既存研究を踏まえて，本章は日本における農業保護の動向を，米政策による消費者・政府

から農家への移転額を定量的に評価することによって検討する．食管体制下における「米価闘争」の歴史

が端的に示すとおり，米に対する国内支持は農業をめぐる政治経済学が最も先鋭的に反映されているた

め，「農業保護の政治経済学」を検討する際に格好の分析対象を提供している．また，本章の定量的評価

の対象は米の国内政策に限定されているため，農産物の内外価格差に基づく農業保護水準の計測に付随す

る問題は発生しない．本章のシミュレーションは，/*(&� �(# /�0�&���

�� などによる内外価格差の

うちどれだけが国内政策に由来するものであるかを明らかにすることで，農業保護政策の理解を深めるこ

とに貢献する．さらに，農業全体ではなく米政策のみに着目することにより，米の作況の変動や���農

業協定などの外部的な要因が政策決定過程にどのように影響するかをより詳しく分析することができる．

分析の対象とする期間は，政府買入価格に「生産費所得補償方式」が導入され，また食糧管理制度に関す

る統計が整備された ���
年から，水田経営所得安定対策が導入される以前の �

�年までとする��．

�� これらを全て挙げると膨大な数に上るため，個々の文献を示すことはしない．例えば �� ������ 
�� @A
����������によ
るサーベイを参照のこと．

�� 本章の分析期間は，���	
 
�� �
�
	
������の定義によれば「高位中所得段階」である ��)�年代から「高所得段階」

��



米政策に関する定量的評価と将来の米の需給動向に関する予測は，ウルグアイラウンド交渉が妥結する

前後において齋藤 ������，8�6*� �'&&� �(# <"*����
�，� $�6���


�などにより盛んに行われた．特

に � $�6���


� の研究は，米市場の均衡変化が農地の流動化に与える影響を考慮している点で，単純な

部分均衡モデルよりも優れている．しかし，これらの研究ではミニマムアクセス米（5	米）が主食用に

放出されていることや実態よりも低い関税率で米が輸入されることを想定しており，5	米の大半が非主

食用に処理されていることや A>農業合意後の米政策の変化に対応したものとは言えない．また，近年で

は ��7�の政策評価分析モデル ��*!��0 �;�! �"�*( 5*#'!� ��5�を利用した米政策の評価も行われて

いる．政策評価分析モデルは部分均衡モデルであるものの，複数の生産要素市場の均衡を考慮しているた

め，より包括的な政策評価を行うことができる．例えば小林 ��

�� は，政策評価分析モデルを応用する

ことにより生産調整への自由参加制と二次税率引き下げの効果についてシミュレーション分析を行ってい

る．��7� ��

�� も現行の米政策，特に生産調整政策を政策評価分析モデルによって分析し，生産調整

政策の段階的な廃止と大規模農家への移行支援措置の供与を提言している．

これに対して，本章は �"% 6� �(# /�0�&������� の定式化を参考にした部分均衡モデルによって米政

策の所得移転効果を評価する��．本章のモデルは，米市場の均衡の変化が要素投入市場に与える影響を考

慮していないという点で齋藤 ������の応用一般均衡モデルや小林 ��

��の政策評価分析モデルに比べて

単純なものである．しかし，政策評価分析モデルのような複雑な構造式を必要とするモデルにより長期に

わたる政策の効果を時系列で比較する際には，モデルのパラメータを特定化するのが困難であるだけでな

く，時点間の分析結果の違いがどの構造式によるものなのかを判別しにくいという問題がある．本章の部

分均衡モデルは分析に必要な構造式の特定化やパラメーターの指定が少なく，モデルの構造やパラメー

ターの値に依存しない分析結果が得られるという点で，本章のように長期の分析結果を比較する際には適

切なモデルであると言える．

本章の構成は以下のとおりである��．第 � 節では，米に関する主要な統計の動向について論じる．第

�節では，米需給の部分均衡モデルによって ���
年から �

�年までの米政策の影響を定量的に評価し，

その動向について論じる．第 �節では，計測された余剰変化をもとに，米政策の政治経済学に関係する要

因を計量分析によって明らかにする．第 �節では論文の結論と今後の課題を述べる．

に移行して現在に至る期間を含む．�(
�������� は ����?����年における食糧管理制度による所得移転効果について検
討し，食糧管理制度が農家から都市勤労者への所得移転の役割を果たしたことを解明している．この時期は ���	
 
��

�
�
	
������における「低位中所得段階」に当たり，依然として農業を搾取する政策が行われていたと言える．
�� 同様のモデルを用いた日本の米政策の分析としては，知野 ������，�
�
	
 
�� ����������，����������などが挙げら
れる．

�� 本章では，���!!	
� 
�� ���0	
������� に代表される「内生的貿易政策理論」に基づく検討は行わない．���!!	
�

�� ���0	
�������の B;������
�� ��� @
��C モデルとその後の発展は，貿易政策をミクロ的基礎付けに基づき分析する
ことができるという利点がある．しかし，@A
����������のサーベイによれば，そうしたモデルの含意は農業保護に関して
共有されている認識と理論・実証の両面で一致していない．また，B;������
�� ��� @
��Cモデルの前提は日本の政策決定過
程，特に農業政策の決定過程とは整合的でないと思われる．本章で観察されたような農業保護の政治経済学的メカニズムを
理論的な基礎付けに基づき分析することは今後の課題としたい．

�




第 �節 米に関する主要な統計の動向

本節では，米に関する主要な統計について，主要な統計を要約したグラフを用いて検討する��．本章で

用いられるデータとその出典は付録の表に記載されている．なお，全ての年は米の「年産」に対応して

いる．

図 ���は米の生産量と農家・非農家の消費量の推移を示す．各年の消費量には，生産量に加えて政府在

庫からの純買い上げ量と，輸入米のうち主食用に放出された分が含まれる．米生産のピークは ���
年代

後半における約 ��

 万トンから傾向的に減少を続け，�


 年代には �

 万トンを下回る年が多くなっ

ている．これは，需要の減少によって米価が下落したことに加えて，価格支持のために生産調整が強化さ

れたためと考えられる．同様に，一人当たり所得の上昇により，劣等財である米の消費量も減少傾向にあ

る．このうち，農家による米の自家消費量は，���
 年には総消費量の約半数にのぼったが，農家の家計

当たり米消費量の減少や農家数の減少などにより，�


年代には �
％以下となっている．図 ���におい

て生産量が消費量を上回っている時期には，国内生産量の一部を政府が買い上げて，後ほど主食用に放出

しているか，あるいは非主食用に処理している．����B�� 年，��
�B
� 年，����B�
 年，����B�
 年の期

間では連続して生産量が消費量を上回っているが，これは過剰米処理が行われず，国産米在庫が蓄積され

た時期に当たる．

図 ���は，米に関する価格データ，つまり生産奨励金を含む生産者価格，消費者物価指数で実質化した

生産者価格（生産奨励金を含む），小売価格，国際価格の推移を示す��．米の名目生産者価格は，����B



年に生産者価格の据え置きが行われるまで上昇を続け，世界食料危機の時期に再び上昇した後，���
 年

代前半までは緩やかに上昇し，���
年代後半以降は下落を続けている．実質生産者価格は ��
�年を境に

下落が続いている．また，生産者価格と小売価格を比較すると，��
� 年頃までは両者はほとんど変わら

ないことが分かる．これは，米流通の太宗が政府流通によって行われている時期には，流通経費の一部が

政府米の管理経費や自主流通米の流通補助金として支払われていたためである．この後，自主流通米制度

の開始や計画外流通米の容認などの米流通の自由化により，生産者価格と小売価格の格差は流通経費を反

映したものに近づいていく．

図 ���は国産米・輸入米の期首在庫の推移と生産調整率の推移を表す�	．政府米在庫は ��

年と ���


年に二度のピークを迎え，その後の第一次（��
�B��
� 年）・第二次（��
�B���� 年）過剰米処理を余儀な

くさせた．ただし，単に政府が過剰米在庫を処理し，また政府米の純買入を制限するだけでは，生産者米

価が大幅に低下することになってしまう．これは，米価の支持によって農村からの支持を得てきた政治家

にとって容認されるものではない．このため，過剰米在庫の処理が行われる時期には，生産調整を強化す

ることにより米の価格支持と農家への所得移転が行われる．この結果，政府米在庫と生産調整は相補的に

�� 本章の分析期間における米政策の流れについては，佐伯 ������，生源寺 ������，速水・神門 ������などを参照のこと．
�� ここで言う生産奨励金とは，売買逆ざやによる実質的な移転に加えて，自主流通米奨励金のうち農家の手に渡るものや，米に
対する経営安定対策の純受取りが含まれる．詳しくは付録を参照のこと．

�� 本章における生産調整率には実績参入や永年性作物の作付け分は含まれない．生産調整率の定義の詳細は付録を参照のこと．

��



生産者価格を維持する効果を持つ．これが，政府米在庫や生産調整率の変動が激しいにも関わらず，図

���で示されるとおり，生産者価格は比較的に安定的である理由である．また，����年には政府米在庫が

極端に少ない状態で作況指数 
�という大不作が起きた結果，「平成の米騒動」が起きている．また，����

年からはミニマムアクセス米（5	米）の輸入が行われるようになったため，それまで緊急的にしか輸入

されてこなかった外国産米が恒常的に輸入されることになった．ウルグアイラウンド農業合意時の閣議了

解に基づき，5	米は一部の ,�,（売買同時入札）輸入による主食用販売を除いて大半が加工用・援助用

などの非主食用に処理されているが，非主食用需要にも限界があるため，輸入米在庫は年々増加してい

る．一方で，���� 年の「新しい米政策」の導入以降では，国産米の買い入れ抑制と在庫処理強化によっ

て国産米在庫は大きく減少している．しかし，国産米・輸入米を合計した在庫量は高い水準にあり，現状

の政府米在庫は �度目の過剰状態に陥っていると言える．このような輸入米を中心とした過剰在庫の増加

は，国産米の買い入れによる価格支持を大きく制限しているため，政府は生産調整を以前より強化するこ

とにより米価の下落を食い止めようとしている．�

�B
� 年における生産調整率は水田面積の約 �
 ％に

まで達している．
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第 �節 米政策の定量的評価

本節では，���
B�

� 年における米政策の効果の分析を通じて，米政策による農業保護政策の規定要因

について検討する．具体的には，現実に行われた政策が廃止された場合に農家・消費者の経済余剰と政府

支出にどれだけの変化が生まれるかをシミュレーションすることにより，米政策の効果についての定量的

な評価を行う．

��� 評価モデルと仮定

本章の分析モデルは �"% 6� �(# /�0�&������� を参考にしたものであり，弾力性一定の需要・供給曲

線を仮定し，現実の値からの外挿によって政策の効果を評価する．�"% 6� �(# /�0�&������� モデルの

特徴は，米の需要を農家の需要と非農家の需要に分解し，米政策が農家の生産者としての側面と消費者と

しての側面に与える影響を評価している点である．消費者としての農家は，米の生産者価格と農家所得に

応じて米の消費量を決定する．農家所得の一部は米生産に由来するため，米の生産者価格の変化は農家所

得の変化を通じて米の消費に影響を与える．ただし，�"% 6� �(# /�0�&������� は，政府が任意に米の

生産者価格・消費者価格と生産調整率を設定し，それによって過剰米の買入量が内生的に決まるモデルを

利用している．これは，政府米が流通の太宗を占める状態では自然な定式化である．しかし，食糧法体

制，特に「新たな米政策大綱」が導入された ���� 年産以降の米流通では政府米の買い入れが抑制されて

おり，また �

�年の改正食糧法以降では政府米の売買が入札によって行われるようになったため，現行

の米政策を評価するために食糧管理制度下の二重価格に基づくモデルを用いることはできない．政策評価

の結果を時系列で比較するためには，分析期間における政策の変化を組み込めるようなモデルを用いる必

要がある．

そこで，本章は政府が操作できる変数を，政府米の純買入量，生産奨励金の単価，生産調整率の三つと

し，これにより生産者・消費者価格が需給均衡条件によって内生的に決定されるという定式化を採用し

た．また，自主流通米奨励金や稲作経営安定対策などに加えて，政府米の売買価格の逆ざやを生産者に支

払われる生産奨励金の一つとして扱うことにした．また，流通構造の変化が米の需給に与えた影響を考慮

するために，小売価格から生産者価格を差し引くことで求められる各年の流通経費を固定した上で政策変

化の効果を分析した．さらに，国産米と輸入米，新米と古米を区別せず，また品種間の価格差を無視する

ことで，米について一物一価が成立することを仮定した．政府米買入の損失は，政府米の貯蔵費用や売買

損失は含めずに，年産ごとの買い入れ量のうち最終的に非主食用として処理された過剰米の処理費用のみ

を考慮することにする．これは，政府米の在庫には価格安定化や食糧安全保障のための役割もあるため，

政府米の貯蔵費用や売買損失の全てが米政策による所得移転の費用とは言えないためである．また，政府

米の売買損失は，政府資料に記載されている会計年度ごとの財政支出額ではなく，各年産ごとの政府買入

量のうち過剰米として処理されたものの処理費用を算出した�
．過剰米の処理費用を算出する具体的な手

�	 現実の食管赤字のうち，どれだけが価格安定化や食料安全保障のための必要経費であるかというのは主観的な問題である．本

��



順は付録にて説明している．

本章における評価モデルの構造式は以下のとおりである．�����B����� 式を ����� 式に代入すると �� に

関する方程式が得られるため，近似計算によって市場均衡価格と生産・消費量を算出することができる．

非農家の需要関数：$�
� � � � ���� �����

農家の需要関数：$�
� � " � N���� � � � �����

供給関数：$� � � � ��� %� � N��� �����

生産奨励金と生産者価格の関係：N�� � �� 4 � �����

生産者価格と小売価格の関係：�� 4& � �� �����

市場均衡条件：$�
� 4$�

� 4' � $� �����

ただし，記号の意味は以下のとおりである．

��：生産者価格，�：生産奨励金，N��：生産奨励金を含む生産者価格，��：小売価格，&：流通経費

$�
��$

�
�：非農家・農家の消費量，$�：生産量，%：生産調整率

'：政府米純買入量（国産米買入量から国産米・輸入米の主食用放出量を引いたもの）

(�，(�：非農家・農家需要の価格弾力性，)：供給の価格弾力性，*：農家需要の所得弾力性

��"��：現実の値と弾力性から計算される需要・供給関数のシフト・パラメーター

図 ���はモデルの概念図を表す．ただし，図の単純化のために，流通経費（生産者価格と小売価格の差）

はないものとし，また農家・非農家の消費の区別は行っていない．米政策が行われていない自由市場均衡

は点 �� である．ここから，本章で考慮している政府米買入，生産奨励金，生産調整という �つの政策に

よって，市場均衡は �� へと変化する．これは，以下の �つの効果によるものである．第一に，政府買入

によって米の需要曲線が元の点線から右に ' だけシフトする．第二に，生産奨励金の供与によって生産

者が直面する価格は市場均衡価格よりも � だけ高くなる．第三に，生産調整によって供給関数が左にシフ

トする．よって，これら �つの政策変数を 
にした場合，均衡点が �� から �� へと変化する．この時の

経済余剰の変化を計測することにより，現行の米政策が社会厚生に与える影響を分析することができる．

また，生産調整政策の影響のみを考えるためには，政府米買入と生産奨励金を 
にした点である �� から，

さらに生産調整を廃止した点である �� への移行にともなう経済余剰の変化を計測すればよい．

シミュレーションの結果はモデルの構造だけでなく弾力性の値によっても大きく変化する．本章は独自

に弾力性の推計を行わず，既存研究のレビューを通じて適切と考えられる値を選択した．なお，弾力性の

値は分析期間で一定であるとは限らないが，政策の効果を同じ枠組みで分析して時系列の比較を行うため

に，需要・供給の弾力性は一定であることを仮定した．

まず，需要の価格弾力性に関する既存研究では，大塚 ������におけるB
���（都市需要についてのもの）

や 8�6* '" �!�����
� におけるB
��� など，小さい弾力性が推計されていることが多い．これに対して草

苅・柿野 ����
� は，米消費の減少傾向を説明する際には調理のための家事労働に付随する機会費用を考

章では過剰米の処理費用のみを政府買入の費用としているが，この想定は農家への余剰移転額の計算には影響しない．

��



図 ���　米政策の評価モデルの概念図

慮することが重要であるとした上で，賃金率などの説明変数を追加した需要関数の推計によってB
����と

いう価格弾力性を得ている．本章でも，草苅・柿野 ����
� による議論に沿ってB
���� という需要の価格

弾力性を用いる．また，農家の米需要に関する価格・所得弾力性については，農家と非農家の需要弾力

性は同一であることを仮定した上で，草苅・柿野 ����
� にしたがって価格弾力性をB
����，所得弾力性

をB
�

と設定した．大塚 ������ の推計でも，農家需要の価格弾力性はB
��
，所得弾力性はB
��� となっ

ており，本章が設定した弾力性と大きな差はない．シミュレーションでは，大塚 ������ で用いられてい

る近似計算により，米価が農家所得に与える影響を考慮した農家需要の総合価格弾力性を計算した．�����

式を N�� について微分して変形することにより，農家需要の総合価格弾力性は以下のように計算できる．

+$�
�

+N��

N��
$�
�

� (4 *
N�� � ,

�
���
�

ただし，, は各農家の生産量を， �����
�
は米の粗収入に対する農家所得の比率を表す．農家需要の価格変

化に対する反応は，米価の下落が稲作所得の低下を通じて劣等財である米の消費を増加させるため，非

農家に比べて大きくなる．農家当たりの米の生産量が減少しているため，農家需要の総合価格弾力性は，

��



���
年代の約B
���から，�


年代の約B
���にまで低下する．

供給の価格弾力性の値は，シミュレーションを行う際に想定する農業構造のあり方に依存すると考えら

れる．例えば，大塚 ������は土地投入量を外生変数とした上で過去の統計からの推計により 
���という

低い供給の価格弾力性を得ている．この推計は，米価の変動によって作付面積が変化することを考慮して

いないため，短期の供給弾力性として解釈することができる．知野 ������ による推計は，供給関数の説

明変数に作付面積を含まないため，長期の供給弾力性を表すものと解釈できる．これによれば，統計的に

有意な弾力性は 
���B
��� の範囲にあり，その後の分析では供給の価格弾力性は 
��とされている．また，

米価の変動が農地市場に与える影響を明示的に考慮した研究としては � $�6���


�がある．� $�6���


�

は，コブ・ダグラス型の生産関数を仮定した上で，����B���� 年の生産費調査から得られるファクター

シェアに基づき，いくつかのケースでの供給の価格弾力性を推計している．これによれば，農地が流動化

しない場合における供給の価格弾力性は 
��� であるのに対して，圃場整備済みの農振農用地と北海道に

おいて農地が流動化する場合には，大規模農家への農地の集約が進むため，弾力性は 
��� にまで上昇す

るとしている．これは，大塚 ������による短期の供給弾力性の推計値，知野 ������による長期の供給弾

力性の推計値ともほぼ一致する．以上から，本章は基本ケースとして，米政策の廃止にともないある程度

の農地の流動化が起きる場合として供給の価格弾力性を 
��� としてシミュレーションを行うが，供給の

価格弾力性を 
���とした場合の感応度分析を合わせて行う．

��� シミュレーションのシナリオ

以上のモデルに基づき，米政策の変化が社会厚生に与える影響を分析することによって米政策の評価を

行う．本章の分析対象としている米政策は，���政府米の純買入，���生産奨励金，���生産調整の �つで

ある．本節ではこれらの政策が廃止された場合のシミュレーションを通じて現実の米政策の効果を分析し

た��．また，米政策のポリシーミックスの中で生産調整が果たしている役割を明らかにするために，国産

米の買入と生産奨励金を廃止した状態からさらに生産調整を廃止した場合の均衡の変化を計測した．本章

のシミュレーションは，現実の均衡点から政策が行われない場合の需給均衡点に移行したことへの効果と

して米政策の効果を評価している．これは，需要・供給曲線に変化がない場合には，長期的には均衡点が

需給が一致する点へと収束することを想定したものである．よって，本章におけるシミュレーションは，

政策が変更された場合の短期的な効果を表すとは限らないことに留意する必要がある．

シミュレーションの詳細は以下のとおりである．

１．国産米の買入・放出は廃止される．政府の国産米の買入は米の需給とは独立して回転在庫を維持す

るためのものに限定される．これにより，現実に発生していた過剰米の処理費用はゼロとなる．一方で，

輸入米（5	米）の国家貿易と主食用への処理は現行どおり継続されるものとする．

�
 本章では，輸入自由化のシミュレーションは行わない．現行の輸入制限を完全に廃止した場合，日本の米生産における可変費
用を下回る価格での輸入が行われるため，農家の多くが生産から退出することが予想される．このような大幅な変化を，弾力
性一定を仮定した現実の値からの外挿によってシミュレーションすることは現実的ではない．本章の目的は国内政策を評価
することであるため，輸入自由化の影響を適切に評価することは今後の課題としたい．

��



２．売買逆ざやや自主流通米奨励金，経営安定対策による生産奨励金が廃止される．現実の生産奨励金

の支払額は事後的な作況や市場価格を考慮して決定されるが，これらの政策は過去の価格を基準として行

われるため，生産者は作付けの前に奨励金を含む生産者価格を予測できるものとして分析を行う．

３．生産調整政策を完全に廃止し，全ての水田において稲作の作付けが行われることを想定する．た

だし，生産調整政策を廃止した場合，全ての作付面積が水稲の作付けに復帰する訳とは限らない．荒幡

��

��は，�


年において物理的に水田状態にある生産調整面積が 
�万 -�であるのに対して，生産調

整政策を廃止したときに水稲が作付けされるのは ��B��万 -�に過ぎないとし，上限値 ��万 -��
�万 -�

の 

 ％�を用いた分析を行っている．本章では，分析期間を通じて，生産調整政策が廃止されたときに

水稲の作付けに復帰するのは生産調整面積の 
�％であることを仮定してシミュレーションを行う．また，

比較のために，生産調整政策の解除によって全ての生産調整面積が水稲作付けに復帰することを仮定した

シミュレーションも合わせて行う．

なお，考慮している � つの政策変数のうち，生産調整政策の効果は他の政策に比べて大きく，また食

管制度の歴史の中で常に議論の中心となってきた．よって，�つの政策を廃止するシミュレーションの他

に，国産米の買入と生産奨励金のみが廃止された状態からさらに生産調整を解除した状態への余剰変化を

計測するシミュレーションをあわせて行った．

��� シミュレーションの結果

以上のケースについてのシミュレーション結果は表 ���に整理されている．なお，農家の余剰の変化と

は，生産者としての生産者余剰の変化と消費者としての消費者余剰の変化の合計を表す．

まず，国内政策の所得移転効果について論じる．表 ��� は，供給の価格弾力性を 
��� とし，また生産

調整面積の 
�％が水稲作付けに復帰すると仮定した場合の変化を表す．このうち，生産者価格と生産量

については図 ���，図 ��� において現実の値とシミュレーション結果の比較を行っている．まず，�つの

米政策はいずれも生産者価格を押し上げる効果を持つため，米政策の廃止は生産者価格の低下を引き起こ

す．図 ���から分かるとおり，分析期間の平均では，米政策の廃止によって生産者価格は約 ��％も下落

する．これは，米の内外価格差のうちの相当な部分が国境措置ではなく国内政策によるものであることを

意味する．一方で，図 ���から分かるとおり，分析期間の平均では，米政策の廃止はわずか �％の供給増

加しか引き起こさない．これは，米政策が生産調整や生産奨励金を通じて生産者米価を維持することによ

る生産への正の効果と，生産調整によって作付面積が制限される生産への負の効果の両面を持つためであ

る．分析期間の平均では，米政策が行われていない場合の方が生産量は安定する．ただし，生産調整が強

化された ���� 年以降では，潜在的な生産量は現実の生産量を大幅に上回っている．また，図 ���は，農

家への所得移転額と，それを米の産出額で割ったもの（％移転額���）の推移を表す．これを見ると，ま

ず ���
 年から ��

 年代後半までは，第 �次過剰米処理の時期を除いて農家への所得移転額は安定的に

��� %/�>は ;@/を農業産出額で割ったものを B％ ;@/Cとして農業保護の尺度としている．本章の％移転額は，%/�>に
よる％ ;@/のうち国内政策による部分のみを推計し，しかも経済余剰の変化によって所得移転額を計測したものとみなすこ
とができる．

�




上昇を続ける．農家への所得移転額と％移転額は，生産者価格の引き上げと政府米買い入れの強化が行わ

れたため，��

 年代後半と ���
 年代半ばに大きく増加しているが．この �つの時期の後は過剰米処理

が行われた時期に当たるため，農家への所得移転額はやや小さくなる．その後，���� 年の大凶作の後に

再び政府米買い入れが強化されたため，����B�
年にかけて再び農家に大きな所得移転が行われる．����

年の「新しい米政策」の導入後は，政府米買い入れを通じた価格支持はほとんど行われなくなるものの，

生産調整が大幅に強化されることにより農家への所得移転が維持される．分析期間の最後である �

�B
�

年には，米政策による所得移転額は米の産出額の約 �割にも達しており，％移転額で見れば最も所得移転

額が大きい時期となっている．また，図 ��� からは所得移転額が大きい時期と小さい時期が連続してお

り，米政策による所得移転額に周期性があることが分かる．これは，ある年の変数が，その年だけでなく

翌年にも影響を与えるためと考えられる．生産者価格，在庫量，生産調整率などに周期性があることは図

���B図 ���からも分かる．この結果，米政策による農家への移転額も前年の影響を受けることになる．こ

うした現象は，政策決定過程の硬直性によって生じているものと考えることができる．5 !��(��

�� が

記述しているとおり，日本の農業政策の決定過程には官僚主義や省庁間の競争などの非効率性が存在して

いる．このために政策を柔軟に変更することが困難になり，得票の最大化という観点から「最適」となる

保護水準からの逸脱が起きる可能性がある．例えば，ある年に大幅な生産者価格の引き上げを行った場

合，翌年の生産者価格は前年の影響を受けて高くならざるを得ない．

さらに，図 ���からは％移転額が作況指数と正の相関を持つことも分かる．例えば，著しい不作であっ

た ��
�年（作況指数 ��），���
年（同 �
），����年（同 
�），����年（同 ��），�

�年（同 �
）など

では農家への所得移転額が小さい．これは，不作時には小売価格の高騰を抑えるために，政府米買い入れ

の抑制や政府米在庫の放出が行われるためである．逆に，豊作の年には，政府は米価の下落を防ぐために

国産米の買入を迫られるため，農家への余剰移転額が増大する．

図 ���は，農家への所得移転額を生み出すために，どれだけの消費者余剰の減少と政府支出がともなっ

ているか，また農家への所得移転のうちどれだけが生産調整によって行われているかを示すものである．

消費者余剰の減少と政府支出の合計に対する農家への所得移転額の割合は，消費者・政府の負担のうちど

れだけが農家に移転されたかを示すものであり，移転の平均効率性 �	;'���' ���(%2'� �Æ��'(�0�と呼

ばれる．分析期間における移転の平均効率性は，年によって大きく変動するものの，平均すると約 
��で

ある．これは米政策によって失われた消費者余剰と政府支出のうち約 �割が農家の手に渡り，残りの約 �

割は死荷重として失われたことを意味する．また，農家余剰の増加における生産調整の役割は，年によっ

て変動するものの，徐々に高まっている．特に ����年以降では政府米買入・生産奨励金の効果を大きく

上回っており，現在の米政策が消費者・政府から農家への所得移転を行う上で生産調整に強く依存してい

ることを裏付けるものである．一方で，生産調整は消費者価格を引き上げて需要を減少させることによっ

て消費者余剰の減少を生み出す．最後に，消費者・政府の負担の比率を見ると，年が進むにつれて政府支

出が減少する反面，消費者余剰の減少が大きくなっていることが分かる．これは，農家に所得移転を行う

ための政策手段の中で生産調整を通じた市場価格支持への依存度が高まっているためである．���農業

協定下にある ����B�

� 年では，消費者・政府の負担額の合計のうち約 
 割が消費者によって負担され

ている．

��



図 ��
 には，供給の価格弾力性を 
��� とした場合と，生産調整政策を廃止したときに全ての水田が稲

作作付けに復帰すると仮定した場合における，現行の米政策を廃止した場合の余剰の変化額が示されてい

る．生産調整政策の廃止の影響は，全ての水田が稲作作付けに復帰する場合の方が大きく，生産調整が開

始された ���� 年以降で約 �� ％も所得移転効果が大きくなる．また，供給の弾力性が小さい場合の方が

米政策を廃止した場合の効果は大きくなる．例えば，弾力性が非常に小さい場合に生産調整を解除する

と，価格の下落が生産量の減少を招かないため，非常に大きな価格下落を生み出すことになる．供給の価

格弾力性が 
��� の場合に比べて，弾力性が 
��� の場合には米政策の廃止は約 �倍もの効果をもたらす．

つまり，農地流動化が伴わない場合の生産調整の解除を含む米政策の廃止は，農地流動化がある程度進む

場合に比べてより大きな所得減少をもたらしてしまう．弾力性を 
���，生産調整からの復帰率を �とし

たシミュレーションは，モデルの定式化の違いを除いて �"% 6� �(# /�0�&������� と同じである．そこ

で，両者の値を比較してみると，農家への余剰移転額は ����B��年，��
�B
�年では本章の推計は�"% 6�

�(# /�0�&������� に比べて �割ほど小さいのに対して，��

B
�年では �分の �程度になっている．こ

れは，本章のモデルが政府米在庫の放出による価格安定化効果を考慮しているためと考えられる．ただ

し，弾力性や生産調整からの復帰率を変化させた �つの場合の分析結果はほぼ比例的であるため，時系列

での比較を行う場合の結論は変わらない．

��
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第 �節 米政策の計量分析

本章では，前節で計測された％移転額，つまり米の生産額に対する米政策を通じた農家への所得移転額

の比率を農業保護水準の代理変数とした計量分析を通じて，米政策の政治経済学について検討する．

��� 説明変数の設定

「農業保護の政治経済学」に関する既存研究では，農業保護率を国内の政治経済学的な要因によって説

明する重回帰分析が行われている．例えば，/*(&� �(# /�0�&������� では農業保護の説明変数として

「農業の比較優位性」「経済に占める農業のシェア」「農産物の交易条件」「国別ダミー」が用いられている．

また，��;�# �(# / �(�������では米の名目保護率の説明変数として「米の国際価格」「為替レート」「近

代品種の採用率」「農業の比較優位性」「肥料への保護率」「農業労働のシェア」「一人当たり ���」「輸

入・輸出ダミー」が用いられている．本章は戦後の日本農業のみを考察しているため，近代品種の採用の

ような日本では戦前に完了している要素や，肥料への補助金など日本では行われていない政策の影響を考

察する必要はない．また，本章で考察している農業保護政策は国内政策に限定されているため，これらの

説明変数のうち，農産物の交易条件や為替レートなどの影響を考察する必要はない．そこで，本節では

/*(&� �(# /�0�&������� による議論の中で最も重要な変数である「農業の比較優位性」，つまり経済全

体と比較した農業の実質労働生産性の格差が農業保護政策に与えた影響を中心に，農業保護政策をめぐる

政治経済学的メカニズムについて検討する．農業の実質労働生産性は，農林水産業の �


 年基準の実質

���を就業者人口で割ったものとして定義される���．経済全体の実質労働生産性も同様に定義される．

ただし，米政策を通じた所得移転に影響を与える要因は農業の比較優位性以外にも存在する．第一に，

「農業生産額に占める米のシェア」が低下するほど，農業部門にとっての米の重要性が小さくなるため，

米の保護率も低下すると考えられる．第二に，農業の比較優位性を農業保護に対する「需要」側の要因と

すれば，農業保護を負担する「供給」側の要因としては，農業保護の費用を負担する能力として所得水準

が考えられる．ここでは，「一人当たり実質 ���」を所得水準の代理変数として用いる．第三に，前節の

議論からは，政府は豊凶変動を緩和するように在庫の調整を行うため，農家への所得移転は作況指数と正

の相関があることが想定される．第四に，前節の推計結果からは，ある年の移転額が翌年の移転額に影響

することによって農業保護水準に周期性が生まれることも示唆されている．これは政策の決定過程におけ

る政策の硬直性の影響であると考えられる．この影響を制御するために，被説明変数のラグ項を説明変数

に導入する．

なお，農業保護の政治経済学に関係すると考えられる要因は，以上に挙げたもの以外にも数多く存在

する �#' �*�"'� �(# ,J�(('(� �

��．しかし，本章の分析は日本の国内政策のみを対象としているた

め，サンプル数が限定されているだけでなく，変数間の相関が強いために多重共線性の問題が発生しやす

��� 本章の分析期間における就業者数と実質�>;に関する政府統計は農林水産業を合計したものしか入手できないため，農業と
農林水産業の間で就業者当たり実質 �>;が等しいことを仮定した上で，農林水産業の就業者当たり実質 �>;を計算した．


�



い���．そのため，計量分析の中心は以上の変数に限定した上で，いくつかの特定化を試すことによって

推計の頑健性について検討する．また，誤差項の分散不均一性・系列相関の検定やモデルの特定化に関す

る >�,��検定などにより除去変数が存在するかどうかを検証する���．

��� 計量分析の結果

計量分析の結果は表 ���に示されている���．なお，変数の対数変換は行われていない．また，推計には

トレンドと定数項が含まれるが，推計結果は記載を省略した．説明変数に用いたデータの定義と数値は付

録に記載されている．

まず，������ の推計は被説明変数のラグ項を含まない場合の計量分析の結果である．���には ���には

ない「農業生産額に占める米のシェア」「一人当たり実質 ���」が含まれているが，有意な変数は ���と

同じであり，また推計された係数にも大きな違いはない．������の推計結果からは，％移転額に対して作

況指数が正の影響を与えること，比較優位性が負の影響を与えることが分かる．ただし，���の推計結果

からは，�階の系列相関が存在しないという帰無仮説が有意水準 �％で棄却され，また ���の推計結果か

らはさらに系列相関に加えて分散が均一であるという帰無仮説も有意水準 �
 ％で棄却される．さらに，

���については >�,��検定も �
％基準で棄却される．これらの結果は，������ の推計結果には除去変

数が存在することを示唆している．次に，被説明変数のラグ項を入れた推計結果が ������ である．ここ

でも，「農業生産額に占める米の生産額シェア」を除いて全ての変数は有意である．また，系列相関，不

均一分散，特定化の誤りに関する検定も有意な結果を示していない．これは ������ の推計の特定化に問

題がないことを示唆している．さらに，被説明変数の �期前のラグ項を入れた推計結果が ������である．

ここでも，系列相関，不均一分散，特定化の誤りに関する検定も有意な結果を示していない．ただし，被

説明変数の �期前のラグ項が有意でないこと，	<7が ������ に比べて上昇することなどから，������ の

方が適切な特定化であると考えられる．また，�期以上の被説明変数のラグ項を加えても，加えたラグ項

は有意にはならず，	<7も低下する．よって，以下では ������の結果を中心に解釈を行う．

������の推計結果では被説明変数のラグ項が次期の被説明変数に有意な影響を与えている．これは米政

策に関する政策の硬直性の存在を示唆するものである．米政策について周期的な在庫変動などの政策サイ

クル �)*!��0B�(# �'# �0�!'�の存在が指摘されることは多いが �例えば /�0�&�� ����）これはこの政策の

硬直性によってもたらされていると考えられる．例えば，ある年に何らかの理由によって農業保護が強化

された場合，政策の硬直性によってその効果は翌年以降にも持続し，その結果として保護水準の周期性が

生まれることになる．���の推計結果からは，まず作況指数が �上昇すると％移転額が 
��％上昇するこ

とが分かる．これは，米価を安定化させるために，政府が豊作時には買入量を増やし，不作時には買入量

��� 例えば，「農業労働のシェア」と「一人当たり実質 �>;」の間には強い正の相関があるため，両方を入れた計量分析を行う
と分散拡大要因 ��
��が ���以上になり，深刻な多重共線性が発生する．

��� これらは必ずしも除去変数を検出するための検定ではないが，除去変数が存在する場合には各検定における帰無仮説が棄却
されることが多い．

��� 計量分析を行う前に，被説明変数の単位根検定を行った．トレンドを含めた >
�+��?.����� 検定の結果，単位根の存在は有
意水準 �％で棄却された．よって，データの定常性による見せかけの相関は起きていないものとして議論を進める．


�



を制限したり政府在庫を放出することによる効果であると考えられる．しかも，政策の硬直性が存在する

ことにより，豊凶変動の影響は翌年以降も持続し，長期的にはより大きな効果をもたらす．また，前節で

推計された％移転額から作況指数の影響を除いたものを推計することにより，豊凶変動の影響を取り除い

た％移転額の水準を計算することができる．これは，政策担当者が事前的に意図する移転額を意味すると

考えられる．計算の結果は図 ���に示されているとおりであり，前節で推計された％移転額に比べて安定

的な動きを示している．さらに，比較優位性の低下が農業保護を上昇させる効果も有意に実証された．推

計結果からは，農業の比較優位性が �％低下することにより，短期的には％移転額を約 
��％，長期的に

は約 
��％上昇させる．この効果は，特に高度経済成長期において農業部門が急速に比較劣位化した時期

に明らかである．���
年代には農業の比較優位性は約 �
％低下しているが，これは長期では �％の％移

転額の上昇をもたらしたことになる．米政策による所得移転額は ���
 年ごろまでほぼ安定的に上昇して

いるが，この大部分は農業部門の比較優位性が低下したことに求められると考えられる．

なお，一人当たり実質 ���や農業生産額に占める米のシェアは移転額に対して有意な影響を確認でき

なかった．また，生産調整が開始された ���� 年以降や���農業協定下における ����年以降の期間ダ

ミーを含めた推計からも有意な結果は示されなかった．また，弾力性や生産調整からの復帰率を変更した

場合の％移転額を被説明変数とした計量分析でも，推計される係数が比例的に変化することを除き，変数

の有意性や検定の結果などにはほとんど変化がなかった．
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第 �節 結論と政策的含意

本章では，日本における農業保護政策の発展過程を検討するために，���
B�

� 年における米政策の所

得移転効果を定量的に評価するとともに，その背景にある要因を計量分析によって検討した．まず，第 �

節における農家への所得移転額の推計によって，政府は生産奨励金・政府米買入・生産調整という � つ

の政策手段のポリシーミックスによりもたらされた農家への所得移転額と消費者・財政支出への負担額

が明らかになった．農家への所得移転額とその産出額に対する比率は，��

 年代後半ごろまで上昇を続

け，その後は多少の変動がありながらほぼ横ばいとなる．また，第 �節の推計結果を利用して作況変動の

影響を取り除いた場合，農家への所得移転額はさらに安定的なものとなる．米政策については，過剰米の

発生と処理などの経験から，「市場の理論を十分に理解することなしに市場介入政策」を行ってきたとし

て批判されることが多い（速水・神門，�

�）．しかし，農家に所得移転を行うという観点からは，政府

は利用可能な政策手段を組み合わせることにより政策目標を安定的に達成してきたとも言える．一方で，

生産調整政策を中心とした現行の米政策は消費者と財政支出に多大な負担を強いており，社会全体での資

源配分の非効率性は現在に至るまで改善されていない．特に，���農業協定下における現行の米政策で

は，生産調整政策が農家への所得移転のための主要な政策手段となっている．これは，生産調整政策によ

る価格支持に対しては生産調整奨励金を含めて ���農業協定による国内助成の削減義務が発生しない

ことや，農業関係予算の削減により政府にとっての財政支出の機会費用が高まっている中で，生産調整政

策は生産調整奨励金の支出額に比べて大きな所得移転を農家に対して行えることなどが背景にあると考え

られる．しかし，生産調整は市場米価を上昇させることを通じて消費者に莫大な負担を強いるものであ

り，所得移転に付随する死荷重の額も大きい．この点では，農業政策の決定過程について「財政負担を

極力抑制するようにして生産者の経済厚生を高めようとする政策決定行動様式」を指摘する �"% 6� �(#

/�0�&������� の結論は現在でも有効であると考えられる．ただし，�"% 6� �(# /�0�&������� の指摘

する「生産調整の次善的効果」が現在でも機能しているとは考えられない．計画流通制度が廃止された現

状における生産調整は，政府米の在庫買入量を減少させるための政策ではなく，市場への供給量を制限す

ることにより市場均衡価格を上昇させる政策として理解するべきであろう．

第 �節の分析結果は，「農業部門の比較優位性の低下が農業保護政策を引き起こす」という仮説を改め

て支持するものとなっている．このことは，国内の農業構造の改善を通じて農業部門の生産性を向上させ

ることが農業保護水準の引き下げにつながる可能性を示しており，農業部門の構造調整を促進するための

政策を行うことの理論的な根拠の一つを提示するものである．逆に言えば，農業部門の生産性上昇が達成

されないままに農業保護水準を低下させようとする試みは，経済学的な観点からは正当であっても，政治

的な政策決定過程で実現することは困難である．また，農業保護水準に関する「政策の硬直性」の存在は，

社会的にも政治的にも不必要となった政策が解消されることなく存続している可能性を示唆しており，政

策の決定過程の透明性と柔軟性を高めることも農業保護の削減に貢献しうることを示している．日本は，

人口に対して農地面積が狭小であることや農地改革によって農家当たりの農地面積が均等化されたという

初期条件があったため，農業の比較劣位化に由来する農業保護が発生しやすかったといえる．しかし，特


�



にアジア地域の開発途上国において，工業部門での経済成長が進む中で農業構造の改革に失敗すれば，農

業部門の比較優位性の低下を通じて日本と同様の農業保護政策が誘引される可能性は否定できない．この

意味で，本章の結果は日本に特殊なものとして解釈するべきではなく，現在は途上国段階にある国が経済

発展を遂げる過程で陥るかもしれない陥穽を警告するものである．ただし，本章の結論は日本についての

分析から得られたものであり，それがどこまで一般化できるものであるのかはさらに実証的な検討を行う

必要がある．世界銀行の ?��%"*�"�*(% "* 	���� !" ��! <(�'("�;'%@プロジェクトでは，途上国・先進国に

またがる農産物の名目保護率 �=*&�(�! >�"' *2 	%%�%"�(�'� =>	�および相対的保護率 �>'!�"�;' >�"'

*2 	%%�%"�(�'� >>	� の計測が行われており，こうしたデータを用いた国際比較も有用であろう．ただ

し，=>	や >>	は内外価格差を集計した指数であり，国境措置と国内政策の両方の効果を反映したも

のである．農業政策の決定過程をより詳細に分析するためには，国内政策を分析する研究を並行して行う

ことが不可欠である．

なお，現行の米政策に代わるような政策を考える上では，本章で論じられたような国際農業協定の規定

や政策の効率性に加えて，想定される財政支出の規模や，政策が農業構造に与える影響などについても考

察することが必要である．また，生産調整を解除した場合の生産量分の生産割当を設定した上で生産奨励

金を支給することによって経済的損失の伴わない所得移転を行う �	!%"*( �(# / �#� ���
�など，本章で

は論じられていないポリシーミックスも存在する．さらに，本章で用いられた部分均衡モデルは，政策変

化に伴う生産要素市場の均衡変化や米の品質格差を考慮していないなどの限界や問題点がある．こうした

点を考慮した上での望ましい米政策の制度設計についての検討は今後の課題としたい．

�




付録：統計の定義と出典

　

���シミュレーションで用いたデータ

○生産量，作況指数：両者とも『作物統計』から得られる．

生産者価格：『米及び麦類の生産費』における �
6�当たり主産物価格の全国平均値を用いた．

○生産奨励金：政府米の売買逆ざやの額に加えて，���
年までは自主流通米奨励金を，����年以降は稲

作経営安定対策，�

�年以降は稲作所得基盤確保対策・担い手経営安定対策による純受取金を表す．売買

逆ざやについては，農林水産省『米価に関する資料』から得られる政府買入価格と政府売渡価格の格差に，

生産量に対する政府米買入量の割合を掛け合わせることで生産量当たりの事実上の直接払いの額を推計し

た．自主流通米奨励金と経営安定対策の受取額は『米及び麦類の生産費』の全国平均値から得られる．た

だし，『米及び麦類の生産費』の �
6�当たり主産物価格には，本来は自主流通米奨励金である流通促進奨

励金と特別自主流通奨励金，銘柄米奨励金（��
�B
� 年）が含まれているため，農林水産省『米価に関す

る資料』からこれらの奨励金の総額を調べた上で主産物価格から除き，生産奨励金として加えた．また，

稲作経営安定対策の純受取金は加入農家についての平均額であり，本来であれば生産量のうち対策に加入

していない農家の分を割り引くべきである．しかし，経営安定対策への加入・非加入農家の内訳に関する

統計が入手できないため，仮に非加入農家も同じだけの額を受け取っているとした上で分析を行った．

○小売価格：『家計調査年報』における「二人以上の世帯（農林漁家世帯を除く）」の米についての小売価

格の全国平均値を用いた．小売価格は精米当たりで表示されているため，精米換算率を 
��� として玄米

当たりの価格に換算した．ただし，この統計は �

�年を最後に廃止され，�


年から「農林漁家世帯を

含む二人以上の世帯」の統計が公表されるようになったため，二つの統計が重複している �


B�

� 年の

比率を転換倍率として「農林漁家世帯を含む二人以上の世帯」を「二人以上の世帯（農林漁家世帯を除

く）」に換算することによって小売価格を算出した．

○国際価格：��7�による �,�の計算に用いられている，「タイ米うるち精米砕米混入率 �
％」の ���

価格を 
���で割ることにより品質格差を調整したものを用いた．タイ米の価格データは，農林水産省『食

糧統計年報』から得られる．��7�による米の輸入価格は，5	米の輸入が開始された ����年以降は実

際の5	米の輸入価格に基づくものとなっているが，本章では ����年以降もそれまでと同様にタイ米価

格を品質換算した価格を用いた．

○生産調整率：本章における生産調整率は「�－（水稲作付面積÷普通田本地面積）」によって計算されて

いる．水稲作付面積および普通田本地面積は『耕地及び作付面積統計』より得られる．生産調整の実績に

関する統計は『水田農業経営確立対策実績調査結果表』からも得られるが，生産調整の配分がポジ数量化

された �

� 年以降は生産調整面積の統計が存在しない．『水田農業経営確立対策実績調査結果表』の生

産調整実績から実績算入と永年性作物の作付けによる転作面積を引いたものと，『耕地及び作付面積統計』

から得られる水田の不作付面積はほぼ一致する．なお，生産調整が行われていない ���� 年以前には生産

調整率は 
とした．

��



○生産調整奨励金：農林水産省『米価に関する資料』から得られる．ただし，���� 年以降の農林水産省

資料による生産調整奨励金は大きく低下しており，本来の奨励金の一部しか記載されていないことが疑わ

れる．そこで，����B�

� 年については日本政府による���への国内助成通告の統計を用いた．

○国産米，輸入米在庫と売却量：両者とも『食糧統計年報』から得られる．なお，����年には国産米の返

還として韓国からの米の輸入が行われているが，これは輸入米として扱った．�


 年における「緊急総

合米対策」による自主流通米と政府米の交換は，��万トンの主食用米の買入と ��万トンの政府米の非主

食用放出として扱っている．また，�

�年には ��万トンの国産米貸付が，�

� 年には �万トンの5	

米貸付が国際農業交流・食糧支援基金から返還されており，�

�年には �万トンの国産米が，�

�年に

は �万トンの5	米が事故品として処理されている．さらに，�

�年には集荷円滑化対策としてこの他

に �万トンの国産米が市場から隔離されているが，これは政府在庫とみなして分析を行っている．

○農家の米消費量：『生産者の米穀現在高等調査』から得られる．

○非農家の米消費量：以上の統計から「年産ごとの生産量－政府米買上量＋政府米の主食用放出量＋輸入

米の主食用放出量－農家の米消費量」として求められる．

○年産ごとの過剰米処理費用：まず，『食糧統計年報』から毎年の政府米の買い入れ量と主食用・非主食

用の放出量を比較することにより，過剰米が発生している時期における非主食用に処理された量の合計を

算出することができる．そして，各年産ごとの純買入量のうち同じ割合が非主食用に処理されたと仮定す

れば，年産ごとの非主食用処理量が求まる．処理価格は，第一次過剰米処理（��
�B
�年），第二次過剰米

処理（��
�B�� 年）については実際の処分量と処分価格から平均処分価格を計算し，それ以外の時期につ

いては付録と同じ国際価格とした．こうして，年産ごとの過剰米の処分量に生産者価格から処分価格を引

いたものをかけることにより，過剰米の処理費用を計算することができる．また，���� 年産以降の過剰

米の処理費用については農林水産省の資料（農林水産省『今後の備蓄運営のあり方に関する諸論点』（平

成 ��年 
月），『米の備蓄運営等について』（平成 �
年 
月）に含まれる額をそのまま用いた．

　

���計量分析に用いた説明変数

○就業者数：総務省『労働力調査』から得られる．

○人口：総務省『人口推計年報』から得られる．

○実質 ���：経済社会総合研究所『国民経済計算確報』から得られる．
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第 �章

農地流動化と取引費用

第 �節 はじめに

本章は，貸借を通じた農地流動化が進展しない理由を，農地取引に付随する取引費用の影響に着目す

ることにより論じるものである．将来的な農外転用を見越して農地価格が大幅に高騰したことにより，

日本農業における農地流動化は売買ではなく貸借によるものが中心となって進行してきた（速水・神門，

�

��）．このため，��

年に行われた農地法の大改正や，��
�年の農用地利用増進事業によって開始さ

れた利用権制度など，貸借を通じた農地流動化の促進のための制度改革は政策的にも重要な課題となって

きた．しかし，貸借を通じた農地流動化の進展は，農業をめぐる経済条件の変化に対応するためには不十

分な水準に留まっている．�

� 年に行われた農地制度改革でも，農地貸借の規制緩和等を通じて農地の

効率的な利用を促進するための法改正が行われている．しかし，これまでに農地流動化が進まなかったの

はなぜか，また今回の農地制度改革によって農地流動化にとって必要な条件が整ったかなどについては必

ずしも意見の一致を見ない．

農地貸借の経済的条件に関する古典的な研究としては梶井 ���
��が挙げられる．梶井 ���
��は，���


年の九州における『米及び麦の生産費調査』の分析を通じて，下層農家（�
�未満層）と上層農家（�-�以

上層）の間の生産力格差について検討している．この中では，上層・下層間で生産による剰余（生産物価

額－第 �次生産費）の格差が発生しているだけでなく，上層の剰余が下層の所得（剰余＋家族労働費）を

上回っていることが発見され，農地貸借のための経済的な条件が整いつつあることが指摘されている．ま

た，盛田 ������ は北海道を除く八つの農区における上層農家の剰余と下層農家の所得を比較することに

より，�
年代に至るまで前者が後者を上回る構造が存続しており，農地貸借をめぐる経済条件が引き続き

満たされているとしている．しかし，梶井 ���
�� の分析対象とする期間から約 �
年が経過し，「大規模

借地農の成立条件」が現在でもおおむね成立しているにもかかわらず，現在に至るまで依然として農地流

動化は進展していない��．これは，梶井 ���
��が提示した農地貸借のための条件が成立している一方で，

�� ただし，梶井 ������では ��)�年の『農家経済調査』による分析では上層農家の剰余が下層農家の所得を上回るという関係
は確認されていないことが述べられている．盛田 ������でも，『米及び麦の生産費調査』に関するデータの制約もあり四国
ではこの関係が確認されていないとしている．また，『米及び麦の生産費調査』における家族労働費の帰属計算が農家にとっ

�




農地利用の調整メカニズムを阻害する要因が存在するためであると考えられる．生源寺・中嶋 ������は，

担い手に対する農地の集積を考える上で重要な論点として，農地の貸借関係の形成を促すポテンシャルが

存在しているかだけでなく，そのポテンシャルの実現に利用可能な制度が用意されているかについても論

じるべきであるとしている．また草苅 ������ �

��は，梶井 ���
��の仮説が成立するのは要素市場が競

争的であるという前提条件が妥当であるときのみであるとし，現実の農地取引市場ではこの条件が成立し

ていないため，地代に形成された規模間の生産性格差は必ずしも農地流動化の促進要因であるとはいえな

いことを指摘している．これに対して，本章は農地流動化を妨げる要因として農地の取引費用の影響を指

摘し，農地の取引費用の影響を組み込んだ農地市場の部分均衡モデルに基づく実証分析を行うことで，農

地の取引費用に関する具体的要因を抽出し，今後の農地制度改革における基礎となるべき議論の枠組みを

提示することを目指す．

本章の構成は以下のとおりである．まず，第 �節では農地流動化を阻害する要因として農地の取引費用

の存在を指摘し，農地の取引に大きな取引費用が生じるのかはなぜであるかを既存研究のサーベイを通じ

て論じる．次に，第 �節では農家の意志決定に取引費用が組み入れられた場合に，農地貸借市場の部分均

衡がどう変化するかを分析する．そして，第 �節では『世界農林業センサス』に基づく県レベルのパネル

データを用いて，農地や農業集落に関するどのような特性が農地取引に影響しているかを明らかにする．

最後に，第 �節において論文の結論と今後の課題について論じる．

第 �節 既存研究の整理

��� 農地流動化と取引費用

農地利用に関する市場メカニズムの発揮を阻害している要因とは何であろうか．一つの仮説として考え

られるのは，農地取引に付随する取引費用の影響である．7*�%'������が論じるとおり，仮に取引の過程

で費用が発生しないならば，主体間の自由な取引によって効率的な資源配分が達成される．農地貸借につ

いて言えば，仮に取引費用が全く存在しないとすれば，全ての農家は農地の限界生産性が均衡地代と等し

くなるまで農地を利用し，この時に農地利用に関する経済厚生が最大化される．この場合には，農地の所

有と利用は自動的に分離されることになる．しかしながら，現実の取引には取引の交渉・測定・執行など

において費用が発生するため，土地所有権の零細分散的な分布が農地の利用にまで影響を及ぼす．この場

合には，市場メカニズムのみによって効率的な資源配分を達成することはできないため，法制度や組織に

よる統治が必要となる．

それでは，取引費用を生み出す要因は何であろうか．=*�"-は，取引費用の源泉は情報を得ることに費

用がかかることにあるとした上で，取引費用が交換されるものの属性を測定する費用と権利を保護し契約

を監視・執行する費用によって構成されると指摘する（=*�"-�����：)��
）．測定費用は，交換されるも

のの異質性が高いほど，また取引を行う主体間の情報の非対称性が大きいほど高まる．また，執行費用に

ての労働の機会費用と一致しているかも議論の余地がある．こうしたことから，「大規模借地農の成立条件」が全国的に成立
していたかについては一定の留保を置く必要がある．

��



は，契約を行った相手の行動を監視するための費用や契約の執行を保障するための制度を利用するための

費用に加えて，取引相手が契約にしたがうことへの不確実性に由来するリスク・プレミアムが含まれる．

また，��!!��&%*(は人間の行動原理として機会主義的な行動と限界合理性を仮定し，取引主体間の機会

主義的な行動が取引費用を生むとする（��!!��&%*(，����）．��!!��&%*(によれば，取引費用の大きさ

は「取引に特定的な投資が行われる程度」「不確実性」「取引の頻度」の �つに規定される（��!!��&%*(�

����：)��
�）．取引に特定的な投資を行った当事者はその取引にロック・インされるため，取引相手から

機会主義的な行動を起こされる可能性が高まり，交渉の過程で契約を防御するための取引費用が高まる．

また，取引相手に対する不確実性，特に情報の非対称性に由来する不確実性は，取引の当事者が機会主義

的な行動を取る一因となる．最後に，より頻繁に取引される財の取引ほど，取引相手の情報を得ることに

よって機会主義的な行動を抑制することができる．

このような観点から考えると，農地の取引費用がなぜ高いのかを説明することができる．まず，「量に

おいて無限ならず，質において均一ならず」という言葉のとおり，農地は圃場ごとに豊度や傾斜などの特

徴が異なる，また特定の場所に分散して存在することにより異質性が高く，圃場に関する情報を収集する

ための費用が高い投入財である．また，農地は圃場そのものの生産条件だけでなく周囲の環境や共同施設

の管理状況なども重要な特性となる．さらに，農地に関する取引に際しては，農地の質に関する情報だけ

でなく，貸し手・借り手間の属性に関する情報の不完全性の度合いも重要である．例えば，取引相手の情

報を十分に得ないまま農地の取引を行うことは，借り手が農地の管理を十分に行わなかったり，借り手が

農地に対する投資を行った後に貸し手が農地の返却を求めることによって有益費問題が発生したりするこ

とにつながりかねない．このため，農地の取引に関する測定費用や執行費用は高くなる．

このような農地の取引費用の重要性について，直接あるいは間接的に言及した既存研究は少なくない．

草苅 ��

�� は，農地が生産要素であるだけでなく資産としての性質を持つことや生産活動が周囲にも

影響を与えることから，農地取引には外部性に由来する取引費用が発生すると論じている．また，藤栄

��

��は，農地の質や貸し手・借り手の種類・質が一様でないことや，農地にはに立地条件のような農地

を探している時点で認知できる特性だけでなく耕作してはじめてわかる特性が存在することから，常日頃

からの情報交換によっては農地に関する情報を完全に把握することができず，完全情報の条件が満たされ

ないことによる農地の探索費用が発生することを指摘している．さらに，國光 ��

�� は，未整備の農地

には農地の質に関する情報の非対称性や農地に対する心理的な執着心が存在するとし，圃場整備事業がこ

れらの効果を緩和することによって農地利用集積を促進するとしている（國光，�

�：)� �
�）．農地取

引に関する海外研究においても，例えば ,6* 1�%������ は，農地に関する固定的な取引費用として「農

地の質に関する情報を入手するための費用，地主と小作の交渉にかかる費用」などを，また取引される面

積に比例して発生する可変的な取引費用として「契約に関する監視費用，農地の所有権や付随する権利を

保持したいという地主の意向」などを例示し，農地貸借が取引費用の影響を受けることを実証している．

農地に関する組織や法制度が十分に機能していれば，このような取引費用を軽減させることにより円滑

な取引を統治することができる．農地について言えば，農地の権利統制に一義的な責任を負っている農業

委員会や農地の利用調整を行う農地保有合理化法人などが農地の取引に関係する．また，農地制度の変更

が取引に影響を与えた例としては，��
� 年に始まった農用地利用促進事業に基づく利用権制度が法的な

��



契約に基づく農地貸借を劇的に促進したことなどが挙げられる．しかし，現状の農地制度は円滑な農地の

取引に十分な役割を果たしているとは言いがたい．中嶋 ��

�� は，利用権設定制度には契約を明文化す

ることの取引費用に加えて，貸し手にとって契約期間のフレキシビリティや農地に関連する権利を喪失す

るというデメリットがあることを指摘した上で，ヤミ小作による農地貸借では有益費問題によって土地改

良投資が十分に行われないという別の取引費用が発生することを見出している．また，制度の不完全性，

あるいは政策の歪みが取引費用の増大につながっていることが疑われる例も存在する．制度の不完全性が

取引費用を高める要因となっていると考えられる例としては，農地の転用規制が十分に機能していないこ

との影響が挙げられる．神門 ��

�� は，日本における商習慣が借り手の権利偏重となっているため，農

地の所有者は転用機会が生じた際に転用収入の一部を離作補償として借り手に支払うことを警戒して農地

の貸し出しに消極的になると主張している．また安藤 ��

�� は，都市近郊における事例として愛知県安

城市の実態を調査した結果，将来的な農地の転用を見越した農地価格の高騰によって集落外の非農家が農

地を分割相続する事例が増加していることを指摘し，これにより不在地主問題と農地の分散錯圃が深刻化

し，農地の有効需要の喚起が妨げられていると論じている．

最後に，農地の取引を統治する上では，行政や農業委員会などの公的な組織だけでなく農業集落や実行

組合といった非公式な組織が重要な役割を果たしていると言える．速水 ��

�� は，途上国における共同

体の役割として ���社会的セーフティネットの提供，���共有資源の保護管理，���契約取引の履行強制を

保証することによる市場取引の促進を挙げている．現代の日本農業においても，特に農地の取引に際して

は情報の非対称性や契約の不完備性が解消されているとは言えないため，共有資源の管理や契約履行に際

しての機会主義的な行動を抑える上で集落を単位とする共同体の役割は依然として重要であると考えら

れる．

��� 取引費用と農地市場モデル

以上のように，農地の取引費用に言及した国内の文献が少なからず存在する一方で，取引費用が農家の

行動をどのように変化させ，また農地市場の均衡にどのように影響するかは十分に解明されていない．そ

の中で草苅 ������は，農地貸借市場が一戸ずつの農地の供給者と需要者によって構成され，農地の貸し付

けにあたっては小規模農家に対して取引費用が発生するというエージェンシー・モデルを提示し，農地市

場に取引費用に由来する歪みがある場合には規模間の地代格差が形成されるという指摘を行っている．こ

の発見に基づき草苅 ��

��は，梶井 ���
��が主張するように稲作の生産力格差によって農地が流動化す

るのではなく，農地が流動化しないので規模間格差が観察されるのであるという逆の因果関係の存在を指

摘している．これは，それまでの多くの既存研究が梶井 ���
�� の仮説に基づく実証分析を行っていたの

に対して，そもそも検証するべき因果関係が逆転していることを指摘した重要な発見であると言える．ま

た藤栄 ��

�� は，農地探しに要する探索費用と取引後のミスマッチによって生じる妥協費用を取り込む

ために独自の円環市場モデルを構築し，農地の探索費用が農地利用や地代に及ぼす影響について考察して

いる．取引費用が農地市場に与える影響についての海外の研究としては，,6* 1�%������ や 7����( �(#

,J�(('(��

��，�'�(�(�'� �(# ��(��

��などがある．,6* 1�%������ は，固定的な取引費用によって

�




農地貸借から退出する農家が現れること，また可変的な取引費用によって個々の農家が取引する農地の面

積が減少することを論じている．また 7����( �(# ,J�(('(��

��は，取引費用が存在する場合に農地市

場の均衡がどう変化するかを示すことにより，取引費用が農地の貸し手・借り手の経済余剰に与える影響

を考察している．�'�(�(�'� �(# ��(��

��は，家計の意志決定に農地の取引費用を組み込んだ場合にお

ける農地貸借行動についてのモデルを提示し，農家の経営能力や直面する取引費用の水準が農地貸借への

参加と取引される農地面積に与える影響を論じている．

以上のような既存研究の整理に基づき，本章は農地流動化と取引費用の関係，特に農地の取引費用に

よって稲作の生産力格差が生じるとする草苅 ������ �

�� が見出した関係について，農地貸借市場の部

分均衡モデルによってさらに一般化して考察する．本章における農地市場モデルでは，農地の貸し手・借

り手双方に対する取引費用の影響を考慮し，また農地の限界生産性と取引費用の関係によっては農地取引

から退出する農家が現れることを示す．また，農地の取引がその他の投入財や生産物の取引と異なる点と

して，農地は基本的に農家間で取引されるものであり，農業部門の中で閉じている市場であるということ

がある．こうした性質を持つ農地の貸借市場において，取引費用が農地の貸借面積と市場均衡地代にどの

ような影響を与えるかを考察する��．

第 �節 取引費用存在下の農地貸借市場モデル

本節では，農地貸借に取引費用が存在する場合の農地市場モデルについて考察する．ただし，ここでは

単純化のために貸借に比例して発生する取引費用のみを考慮する．また，生産性の高い農家（大農）と生

産性の低い農家（小農）が複数存在する農地市場を考え，取引費用がない場合には大農は農地の借り手

に，小農は農地の貸し手になることを想定する．均衡条件を導くためには，地域ごとに農地貸借市場が断

絶している必要があるが，農地移動は一般的に集落の近辺で行われることを考えれば，これはそれほど強

い仮定ではないと考えられる．ここで，取引費用の影響によって市場均衡が変化したとしても，大農が農

地の貸し手になったり小農が農地の借り手になったりすることはないと仮定する．また，農地の取引費用

は圃場ごとに，また取引を行う当事者ごとに異なると考えられるが，ここでは基盤整備事業などの制度的

要因や集落の活動状況など集落内で共通の取引費用に関係する要因が農地貸借市場に与える影響について

焦点を当てるため，取引費用の水準は市場内で同じであることを仮定する．

�'�(�(�'� �(# ��(��

��の定式化に基づき，農家は以下の ����� 式のような最適化行動によって農地

投入量を決定するものとする．

&�E
����

�(-�.�� �� 4 ��3�� .��� ������ 3���� 4 	��� 4 ����� 3������ � 	���� �����

�� 本章の分析では農地の売買を通じた流動化を考慮せず，賦存量の外生的な変化として扱っている．これは，売買による所有権
移転について，耕作を目的としたものか資産保有を目的としたものかを識別することが難しいためである．農地流動化は売
買よりも貸借を通じたものが一般的であるものの（速水・神門，����），売買を通じた流動化も一定の割合で行われている．
農地の貸借と売買の選択を含めた農家の意志決定についてのモデルを構築することは今後の課題とさせていただきたい．

��



ただし，3�� 3�は農家の労働と農地の賦存量を，.� は労働の農業労働への投入量を，�は農地の投入量

を表す．.� � 3�� .� は農外労働への投入量を表す．�は生産物の価格を，� は農外労働の市場賃金を，�

は農地の地代を表す．	�� は農地を借り入れる際に追加的に支払うことになる取引費用を，	��� は農地を

貸し出す際に受け取る地代の減少分となる取引費用を表す．���� ���� は，それぞれ農地を借りている，貸

している時に �を取るものとする．(-�.�� ��は生産関数を表し，(は農家の生産技術を表す．生産関数

は -�� � 
� -� � 
� -����� � 
� -��� � 
� -���� � 
� -�����-��� � -����� � 
を満たすものとする．

この場合の最適化の一階の条件は以下の �����B����� 式のようになる．

�(-���.�� �� � � �����

農地を借りている ��� � 3��場合

�(-��.�� �� � � 4 	�� �����

農地を貸している ��� � 3��場合

�(-��.�� �� � � � 	��� �����

農地取引に参加しない ��� � 3��場合

� � 	��� � �-��(� .�� �� � � 4 	�� �����

取引費用の存在下において農家 �が農地の取引に参加する条件は以下の �����B����� 式のように求めら

れる．

農地を借り入れる場合

(� 	
� 4 	��

�-��.��� � 3�
��
�� (��� �����

農地を貸し出す場合

(� 

� � 	���

�-��.��� � 3�
��
�� (��� ���
�

農地取引に参加しない場合

(�� � (� � (�� �����

ただし，(�� は農地の借入を行う農家の下限となる生産技術の水準を，(
�
� は農地の貸出を行う農家の上

限となる生産技術の水準を表し，.��� は �����式に � � 3�� を代入することによって決まる最適な農業労働

投入量を表す．

��



取引費用が存在しない場合 �	�� � 	��� � 
�には，農家は農地の限界生産力が地代と等しくなるまで農

地を投入するため，保有している農地の限界生産力がたまたま市場地代と一致するのでない限り必ず農

地貸借に参加する．これに対して取引費用の存在下では，����� 式に該当する農家は農地の取引から退出

し，自己所有する農地だけを耕作するする．�����B����� 式からは，農地の借り手・貸し手に対する取引費

用 	��，	��� が大きいほど農地貸借市場からの退出が増加することが分かる．また，農地取引に参加した

としても，���������� 式で示されるように，農地の借り手は取引費用の分だけ高い地代に，また貸し手は

取引費用の分だけ低い地代に直面することになるため，取引される農地面積が減少する．

ここで，取引費用の存在下における農地の市場供給関数  ，市場需要関数 / を以下のように定義す

る．ただし，0� � はそれぞれ貸し出している農家，農地を借り入れている農家の集合を表す．すなわち，

0 � �(��(� 
 (���，� � �(
 �(
 	 (
��である．

 �� � 	���� 	���� �
�
���

1���� �
�
���

3�� �
�
���

�� �����

/�� 4 	��� 	��� �
�

��

�
��� �
�

��

�
 �
�

��

3�
 ����
�

農地の市場供給関数  ，市場需要関数 / がそれぞれ � � 	���，� 4 	�� の関数であるのは，農地の貸し

手・借り手が取引費用を含む市場地代に直面することに対応している．農地の需要 �� は市場地代の減少

関数であるため，��
��

� 
，��
��

� 
が成立する．また，農地の市場供給関数  ，市場需要関数 / がそれ

ぞれ 	���，	�� の関数であるのは，取引費用の大きさによって農地貸借市場へ参入・退出する農家の数が

変化することに対応している．�����B����� 式で示されているように，農地の取引費用が高いほど農地貸借

市場から退出する農家が増えるため， ��
�����

� 
， ��
����

� 
が成立する．

農地貸借市場の均衡条件は，農地の需要と供給が一致すること，つまり以下の ���� 式が成立すること

である．

 �� � 	���� 	���� � /�� 4 	��� 	��� ������

ここで，取引費用が存在する場合の市場均衡地代を �� と，取引される農地面積を $� とする．また，取

引費用が存在しない場合の市場均衡地代を �� と，取引される農地面積を $� とする．$� と $�，�� と ��

を比較することにより，取引費用が農地貸借市場に与える影響を分析することができる．

取引費用の存在下における農地貸借市場の均衡条件をグラフに表すと，第 �図のようになる．まず，取

引費用の影響によって，取引費用がない状態では農地を取引していた農家のうち �����式に該当する農家

については農地市場から退出する．これにより，需要・供給曲線が取引費用のない状態の需要曲線/��� 
�

から /��� 	���へと，取引費用のない状態の供給曲線  ��� 
�から  ��� 	����へとシフトする．また，取引

に参加する農家も取引費用の影響を受けるため，農地の需要曲線が /��� 	���から /�� 4 	��� 	���へと，

農地の供給曲線が  ��� 	����から  �� � 	���� 	����へとシフトする．この �つのシフトは，取引費用の影

��



響によって同時に発生する．これにより，均衡点は �� から � へと変化し，取引される農地面積は取引費

用がない場合の $� から $� にまで減少し，市場均衡地代も �� から �� へと変化する．

図 ���　取引費用の存在下の農地貸借市場の部分均衡

取引費用による取引される農地面積と市場均衡地代の変化を，需要・供給関数の一次近似によって求め

ると以下の ������������ 式のようになる．なお，取引費用が存在しない場合の  ��� 
�を  ���と，/��� 
�

を /���と簡略化して表示している．������������ 式の導出は付録において行う．

��
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������������ 式の右辺のうち，第 �・�項は農地の借り手に対する取引費用 	��が，第 �・�項は農地の貸

し手に対する取引費用 	���が取引される農地面積と市場均衡地代に与える効果を表す．また，第 �・�項は

取引費用によって農家が農地市場から退出することが，第 �・�項は農家が直面する地代に取引費用が含ま

れることが取引される農地面積と市場均衡地代に与える効果を表す．/� � 
�  � � 
� ��
�����

� 
� ��
����
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であることから，������ 式の右辺の第 �～�項は負であり，農地の取引費用が農地貸借を阻害することが

確かめられる．また，������式の右辺の第 �・�項は負であり，第 �・�項は正であることから，農地の貸

し手に対する取引費用が市場均衡地代を上昇させ，農地の借り手に対する取引費用が市場均衡地代を下落

させることが確かめられる．

この結果は以下のような命題にまとめることができる．

命題 �：取引費用の影響によって，農地の借り手は市場均衡地代よりも高い地代に，農地の貸し手は市

場均衡地代よりも低い地代に直面する．農地の取引費用は，一部の農家が農地貸借から退出し，また農地

貸借を行う農家の取引面積が減少することを通じて，農地の流動化を阻害する．

命題 �：取引費用の影響によって市場均衡地代が変化する．市場均衡地代は，貸し手にとっての取引費

用が大きいほど上昇し，借り手にとっての取引費用が大きいほど下落する．

このように，取引費用の存在下では農家は観察される市場地代 �� ではなく �����B����� 式で示される取

引費用を含む地代に対して行動する．これにより，農地の借り手は市場地代に比べて実質的に高い地代

に，また農地の貸し手は市場地代に比べて実質的に低い地代に直面することになるため，農地の取引が阻

害されることになる．この場合，仮に個々の農家の経営に関する個票データが手に入ったとして，投入さ

れている農地の限界生産性を計測すれば，農地の借り手である大規模農家には高い限界生産性が，農地の

貸し手である小規模農家には低い限界生産性が観察されるだろう．これは，農地貸借を促進するような

「稲作生産力階層間格差」の存在を示唆するものではなく，また農家が経済学的な観点から見て非合理的

に行動しているわけでもなく，個々の農家が直面している取引費用に応じて最適な行動を行っているに過

ぎない．草苅 ������ �

�� は，取引費用の存在下では「地代に形成された規模間格差は，それが直ちに

農地流動化の促進要因であるとはいえない」こと，また「農地が流動化しないので規模間格差が観察され

る」ため「梶井仮説」は因果関係が逆転していることを見出している．これに対して，本節における農地

市場モデルは，取引費用が農地の貸し手・借り手の双方に対して発生すること，および取引費用の大きさ

��



によっては農家が農地取引から退出することを踏まえて，草苅 ������ �

�� の発見を一般化したものと

して位置づけられる．

なお，モデルの外生変数である農外労働の市場賃金 � や生産物価格 �の変化が農地の需要と供給に与

える影響は，取引費用の有無にかかわらず同じである．�'�(�(�'� �(# ��(��

��において示されている

とおり，要素投入に関する一階の条件から ��
�	

� 
 が成立する．よって，市場賃金 � の上昇は農地の需

要を減少させ，供給を増大させる．市場賃金 � の上昇により農地貸借が進むかどうかは，市場賃金の変

化によって農地の需要・供給曲線がどれだけシフトするかに依存するため，一意には決まらない��．例え

ば，賃金の上昇が農地の潜在的な貸し手である兼業農家に対して大きな影響を与えるとすれば，賃金の上

昇は農地流動化を促進する効果を持つと考えられる．同様に，��
��

� 
が成立することから，生産物価格

�の下落は農地需要を減少させ，農地供給を増大させる．また，��
��

� 
であることから，農地の貸し手

の技術水準 (� の上昇は農地供給を減少させ，また農地の借り手の技術水準 (
 の上昇は農地需要を増大

させる．このことを以下の命題 �として要約する．

命題 �：市場賃金 �の上昇，生産物価格 �の下落は農地の需要を減少させ，供給を増大させる．これに

より農地流動化が進むかどうかは，外生変数の変化による農地の需要・供給曲線のシフトの度合いに依存

するため，一意には決まらない．また，農地の貸し手の技術水準 (� が低く借り手の技術水準 (
 が高い

ほど，つまり農地の貸し手と借り手の間で技術水準の格差が拡大するほど農地流動化が進む．

命題 �は取引費用の有無にかかわらず成立するため，市場賃金や生産物価格などが農地流動化に与える

影響についての既存研究の含意は取引費用の影響下にあっても有効であるという示唆を持つ．例えば，茅

野 ������ は農業部門の構造変動を引き起こす要因として ���米価／賃金率，���転作率，���規模の経済

性を表すユニット・コスト比率の三つを想定した要因分析を行っている．茅野 ������ の議論によれば，

米価水準の引き下げは生産効率の低い高コスト経営の退出を通じて規模拡大への構造変動を引き起こす．

ただし，茅野 ������ による計量分析の結果からは，米価の下落は相対的な大規模経営のウェイトを高め

るが，大規模経営の絶対的な拡大にとって促進効果を持つとは言えないことが分かる．また，伊藤 ������

は米価の引き下げによって，土地用益市場が機能している場合には小規模農家の離農を通じて構造改善が

進むものの，そうでない場合には耕作放棄が発生するとしている．本章で提示された農地貸借市場モデル

は，こうした既存研究の持つ含意の重要性を認めると同時に，既存研究における計量分析では明示的に想

定されていない取引費用の影響を考慮に入れたものと位置づけられる．

�� 市場賃金 � の変化が農地貸借市場の均衡に与える影響の数学的導出については >�
�
�'�� 
�� -
�������の  00���
D  
を参照のこと．なお，>�
�
�'�� 
�� -
�������では農外賃金の上昇が農地の借り手には影響を与えない � ��

��
3 ��ことを

仮定した上で，市場賃金の上昇が農地供給の増大を通じて市場均衡地代の下落と取引面積の増大につながることを論じてい
る．しかし，現代の日本農業では農地の潜在的な借り手も兼業農家である可能性があるため，市場賃金の変化が与える効果は
一意には決まらない．生産物価格 �や生産技術 �の変化が市場均衡に与える影響についても同様に分析することができる．

��



第 �節 統計分析による検討

��� 分析の対象と期間の設定

本節では，これまでの議論によって得られた農地貸借への取引費用の影響が現実の統計から観察される

かを検証するとともに，取引費用の具体的な要因についての実証分析を行う．

取引費用の影響を考察する上では，�����B����� 式で示されるような個々の農家の行動についての検証

と，������������ 式で示されるような取引費用の影響下にある市場の均衡についての検証という二つのア

プローチが考えられる．しかし，個々の農家の行動を本章の枠組みで分析するためには，農家の属性や経

営状況だけでなく，農家が潜在的に取引を行う可能性がある農家や農地，また集落の活動などについての

情報を得る必要がある．さらに，計量的な分析を行うためには，データの分散を確保するために多様な地

域・属性の農家から情報を集めなければならない．現時点では筆者はこのようなデータを整備することが

できていない．一方で，集計された県レベルのデータであれば，『世界農林業センサス』における『農家

調査報告書』『農業集落調査報告書』などに加えて『耕地及び作付面積統計』『農地の移動と転用』『土地利

用基盤整備基本調査』などの複数の政府統計を組み合わせることにより，多様かつ信頼性の高いデータを

全国的に得ることができる．

本章が分析対象とするのは，�
 都道府県から他の県と地理的条件が大きく異なる北海道と沖縄，また

都市化の影響が強すぎると思われる東京・神奈川・大阪を除いた ��県のデータである．また，農地関連

統計における「畑」は果樹や牧草地を含む様々な作目が栽培されている土地であることを考慮して，分析

対象は水田の貸借に限定した．また，『世界農林業センサス』のうち『農業集落調査報告書』が行われて

いるのは �
 年に �度であり，このうち ��
� 年以前の『農業集落調査報告書』に含まれる統計の多くは

それ以降のものとは異なるため，本章では ���
・���
・�


年の �年分のデータを利用した��．この �

時点の調査において調査対象となる農業集落の数はほぼ一定である．

������式を単純化して，	時点においてある集落 2 の中で実際に取引される農地面積を $���，取引費用

がない場合の取引面積 $�

��� に影響する外生変数のベクトル ����，取引費用の大きさを表す変数のベクト

ル ���� の間に以下のような線形の関係があるとする．

$��� � � ����� 4 � � ���� ������

これを一つの県内の各集落で足しあわせて各集落の農地面積 �� の合計で割れば，県レベルの統計で推

計可能な誘導式が導かれる．これに定数項 (と誤差項 #���，さらに各県における農地流動化に影響を与

える個別効果 Æ� を表す項を加えて，以下の ������式について計量分析を行う．

,��� � (4 � � ���� 4 � � ���� 4 Æ� 4 #��� ������

�� ほぼ同様のデータは ����年農業センサスの『農山村地域調査報告書』からも得られるが，全域が市街化区域内にある集落が
除外されるなど調査対象となっている農業集落の範囲が異なっているため，本章の分析には含めなかった．

�




ただし，,��� はある � 県における農地面積当たりの取引面積であり，����，���� は � 県内における

変数 ����，���� の単位面積当たりの平均値である．

������式における個別効果 Æ� は，時間が経過しても変化しない地理的・心理的な要因に対する代理変

数である．例えば，農業集落の農業地域類型は分析期間でほとんど変化しないため，農業集落の地域ごと

の多様性が農地貸借に与える影響は個別効果の中に含まれる．また，農家が農地に対して持つ愛着心など

の心理的な要因が分析期間内で変化しないとすれば，その影響も個別効果の中に含まれる．後述する図

���からも分かるとおり，本章が分析の対象とする地域には地域類型が大きく異なる集落が含まれている

ことから，農地流動化の進度にも明らかな地域性が観察される．このうちの地域ごとに固有な要因の影響

を制御しないことは，関心のある変数の推計値に除去変数バイアスをもたらす可能性がある．この個別効

果は，後述するようなパネル分析の手法を用いることによって制御することができる．

説明変数には，単位面積あたりの平均値だけでなく，各県内の集落あたりの平均値や該当する集落の数

の比率，県単位で計測される変数なども含まれる．集落あたりの値の単純平均や該当する集落の数の比率

を説明変数として用いることは，農地面積や該当する変数の水準が集落間で大きく異なる場合には計測上

の誤差を発生させる可能性がある．しかし，各県内の集落はおおむね共通の地理的条件に置かれていると

考えれば，このような計測上の誤差にともなう計量的なバイアスはそれほど大きくないと考えられる．ま

た，県レベルでしか計測できない統計についても，各県の統計が県内の農地ごとの属性の平均値になって

いるとみなしてそのまま用いている．

��� データの説明

以下，計量分析に用いる変数の定義とデータの出典を説明する．各変数の平均値と標準偏差，また以下

の議論から考えられる符号条件は表 ���において示した．

被説明変数として導入したのは，田の総耕地面積に占める農家と農家以外の事業体による借入面積の割

合（借入面積率）である．分子となる借入面積の合計は，『世界農林業センサス』の『農家調査報告書』に

おける「総農家の借入耕地面積（田）」に，『農家以外の農業事業体調査報告書』における「農家以外の農

業事業体の借入耕地面積（田）」を加えることにより得られる．また，分母となる耕地面積は，『耕地及び

作付面積統計』から得られる．なお，『世界農林業センサス』における「借入耕地」とは，農地法や農業経

営基盤強化促進法に基づく公式な契約だけでなく，実態として借り入れとみなされる耕地を全て含むもの

であり，請負耕作や委託耕作についても，実際に借り入れとみなされる場合には借入耕地に含まれる．ま

た，『耕地及び作付面積統計』における耕地面積には耕作放棄地は含まれていない．

��
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図 ���　借入面積率の地域別・年別の動向

出典：農林水産省『世界農林業センサス』『耕地及び作付面積統計』

図 ���は，農地流動化の進度を農区別に集計して図示したものである．各農区ごとに比較すると，北陸

や近畿，九州などで農地流動化が進んでいる一方で，東北や関東・東山，四国などでは農地流動化が進ん

でいないという傾向が見て取れる．また，�つの時点を比較すると，時間が経過するにつれて農地の貸借

が進展しており，その速度は ���
年から ���
年の間よりも ���
年から �


年までの間の方が早いと

いうことが分かる．都府県の平均値で見ると，借入面積率は ���
 年で ��� ％，���
 年で ��
 ％である

のに対して �


 年では ���
 ％となっている．このような借入面積率の上昇は，耕地面積の減少ではな

く借入面積の上昇によるものである．この � 時点において，都府県における田の耕地面積は ���
 年で

��
�
 万 -�，���
 年で ����� 万 -�，�


 年で ����� 万 -�となっており，���
 年に比べて �


 年の

水準はB���� ％の減少となっている．これに対して，同じ時点における都府県の田の借入面積は ���
 年

の ���
 万 -� から ���
 年には ���� 万 -�，�


 年は ���� 万 -� となっており，���
 年に比べて �




年の水準は約 ���� 倍にまで上昇している．また，時間が経過するにつれて平均値が上昇しているだけで

なく，地域別の分散も広がっている．県別データの標準偏差を比較すると，���
 年で 
���，���
 年で

�
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年で 
���となっている．このような動向は，地域別に固有の効果が存在している一方で，地

域ごとに異なる変化を生み出す要因が存在していることを示唆するものである．

以上のような『世界農林業センサス』に基づく統計は，全ての農家と農業事業体に対する悉皆調査であ

ることと，公式な契約に基づかない「ヤミ小作」の動向についても把握できることから農地流動化の進度

の指標として重要である．しかし，『世界農林業センサス』における借入面積は調査時点までに取引が行

われている面積であり，各時点において取引された面積ではない．このような時点のずれが存在すること

は，長期契約に基づく農地取引を特定の年の農地取引に関する変数によって説明することにつながるた

め，以下で取り上げる変数の説明力を弱めるだろう．そこで，本章では『世界農林業センサス』だけでは

なく，『農地の移動と転用』から得られる毎年の農地の権利移動に関する統計に基づく分析を行った．た

だし，『農地の移動と転用』から得られるのは農地法・農業経営基盤強化促進法に基づく公式な契約によ

る農地貸借のみであり，ヤミ小作については把握できない．中嶋 ��

�� が指摘するように，取引費用の

存在ゆえにヤミ小作が選択される可能性を考慮すると，『農地の移動と転用』の統計のみによって農地流

動化の進展を測ることには一定の留保が必要である．また，石井・河相 ������が指摘するとおり，『農地

の移動と転用』における権利移動には構造変動に意味のないものが多く含まれており，また利用権の設定

実績には利用権の再設定の分が含まれている．このため，「農地法許可・貸借権設定＋利用増進法（農業

経営基盤強化促進法）・貸借権設定－利用権（貸借権）の終了」によって，農地貸借の純増分の実績を計

算した．また，「利用権の終了」には田畑の区別がないため，同じ年の田畑の利用権設定実績の比率から

田のみの利用権の終了分を推定した．利用権設定に関する統計が『農地の移動と転用』から得られるのは

����年以降であるため，分析の対象とするのは ����・���
・�


年の �時点とした．これに対応して，

説明変数も ����・���
・�


 年の �時点のものを用いたが，『世界農林業センサス』に基づく説明変数

のデータは ���
・���
・�


年のものを用いた．

農地流動化に影響する説明変数としては，以下の �種類の変数を導入した��．���B��� は取引費用に関

する変数 ���� であり，前述の統計書から意味があるものと思われるものをなるべく多く抽出した．この

際には，生源寺編 ��

��などの農業センサス分析におけるデータの取り扱いを参考にした．また，���は

農地取引に関係するその他の経済的要因を表す外生変数 ���� であり，その選択にあたっては茅野 ������

などの既存研究を参考にしている．

���集落機能：�<�までの所要時間，寄り合いの回数，実行組合の有無

これらの変数は，集落機能が農地の取引費用を低減させることにより農地貸借を促進するという効果を

実証するために導入される．草苅 ��

�� が指摘するとおり，伝統的な組織が農地流動化に影響を与えて

いる場合には，伝統や慣習といった暗黙のローカルルールが農地の利用調整に貢献していることになり，

農地の取引費用の存在が示唆されることになる．�<�までの所要時間は，人口集中地区や生活関連施設

�� 以下の説明変数は農業構造の内部で決まる内生変数であるため，農地流動化との間に逆の因果関係が生じている可能性があ
る．例えば，農地流動化が進展している地域では，集落機能が活発になったり基盤整備事業が優先して進められたりする可能
性がある．こうした内生性の存在を検定するためには説明変数と相関して推計式の誤差項とは相関がないという条件を満た
す操作変数が必要である．しかし，県レベルの集計データを用いた本章の分析において，操作変数の条件を満たす外生変数を
見つけるのは容易ではない．説明変数の内生性を考慮した計量分析には個票データに基づくより詳細な情報が必要になると
考えられるため，本章では今後の課題とさせていただきたい．

�
�



へのアクセスが確保されているかを表す．�<� までの所要時間が短いほど，集落機能を維持するための

生活環境が整っていると考えられる．なお，�<� までの所要時間は，集落と労働市場との関係を表して

いる可能性もあるため，集落機能の水準に関する代理変数と一概には言えない．また，寄り合いの回数が

多い集落ほど，集落内の情報交換が盛んに行われ，農地に関する情報を入手するのにかかる取引費用が低

減されるものと考えられる．さらに，実行組合が存在している集落では，農業生産に関係する調整が行わ

れる中で農地に関する情報交換や利用調整が行われるものと考えられる．これらの変数のデータは，『世

界農林業センサス』の『農業集落調査報告書』から得られる集落単位のデータを利用して，各県の総農業

集落のうち該当する集落の数の比率を計算して得られた��．「�<�までの所要時間」としては，「�<�ま

での距離が �
分以内の集落」の割合を用いた．「寄り合いの回数」は，「年に �回以上の寄り合いを行う

集落」の割合を用いた．「実行組合の有無」は『農業集落調査報告書』のデータを利用した．

���集落内の市場の規模：集落内の田面積，農家率

これらの変数は，各集落における農地貸借市場の市場規模の代理変数として導入される．面積が小さい

ほど，また農家率が低いほど市場の規模が小さいことから情報の非対称性が生じにくくなり，農地貸借が

より促進されるものと考えられる．ただし，「農家率」については集落内に非農家が多くなるほど農業集

落としての機能を維持することが難しくなるとも考えられる．これらの変数のデータは，『世界農林業セ

ンサス』の『農業集落調査報告書』から得ることができる．「集落内の農家率」としては，農業集落内の

総戸数（行政区が別になっている非農家だけの集団を除く）のうちの農家の割合を用いた．「集落内の田

面積」は『農業集落調査報告書』に記載されているデータを利用した．

���農地の質：農振農用地の割合，基盤整備率，農外転用率

これらの変数は，農地の取引費用と関係すると考えられる農地の性質を表す．農地のうち農振農用地区

域に指定されているものの比率が高いほど，農地法に基づく取引に比べて制度上の取引費用が小さい利用

権設定による貸借が可能になり，また農地転用規制が強いことによって農外転用も抑制されるため，よ

り活発に農地取引が行われるものと考えられる．また，「基盤整備率」が高いほど，農地の生産性が高ま

るだけでなく，農地の質に関する不確実性が低減されるために農地貸借が進むものと考えられる（國光，

�

�）．さらに，「転用面積率」が高いほど，農地の潜在的な貸し手である農地保有者が農地を手元に置こ

うとする傾向が大きくなることなどによって取引費用が増大し，農地流動化が抑制されるものと考えられ

る．これらの変数に関するデータは，『土地利用基盤整備基本調査』や『農地の移動と転用』などの県別

データから得られる�	．まず，農地のゾーニングの状況については，『土地利用基盤整備基本調査』から

�� 本章における集落機能に関する変数は，生源寺編 ������の議論でも採用されている代表的なものであるが，統計の区切りを
変えた場合でも分析結果に変化は見られなかった．例えば，『世界農林業センサス』からは「>,> までの所要時間」として
「��分未満／ ��分?�時間／ �時間?�時間半／ �時間半以上」の集落数が連続したデータとして得られる．本章では「>,>
までの所要時間が ��分以内の集落の割合」を説明変数としたが，その他の区分，例えば >,>までの所要時間が �時間以内
の集落の割合を利用した計量分析においても分析結果に大きな変化はなかった．また，「農業集落の寄り合いの開催回数別農
業集落数」については，寄り合いの回数が「�?�回／ �?�回／ �?)回／ �?�回／ ��?��回／ ��回以上」の集落数が分かる．
本章では，年に �回以上の寄り合いを行っている集落では最低限の集落機能が維持しているとみなしたが，その他の回数，例
えば年に ��回以上の寄り合いを行っている集落の比率を説明変数とした計量分析を行っても分析結果に大きな変化はなかっ
た．以上のことから，本章の計量分析の結果は集落機能に関する変数の定義が変わった場合にも頑健であると言える．

�� 「土地利用基盤整備基本調査」の調査時点は ����・����・����・����年の �月 ��日であるため，四つの調査時点の間で

�
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得られる田の総耕地面積に占める農振農用地の割合を用いた．また，「基盤整備率」については『土地利

用基盤整備基本調査』から得られる田の総耕地面積に占める「�
�以上に区画整理された耕地面積」の比

率を用いた．なお，『土地利用基盤整備基本調査』における耕地面積は『耕地及び作付面積統計』に基づ

くものであり，他の項目とも整合的である．また，『農地の移動と転用』から得られる田の転用面積の合

計を当該年の『耕地及び作付面積統計』における田の耕地面積で割ることによって「農外転用率」を算出

した．ただし，転用面積のうち，転用用途が「植林」「その他分類不能不明」であるものは農外転用と言

うより耕作放棄とみなすべきであることから，本章における転用面積からは除外した．

���生産条件：生産調整比率，米価と農外賃金率の比率，ユニットコスト比率

本章の命題 �に関する議論で論じられたとおり，取引費用の存在下であっても，稲作の生産条件に関係

するこれらの外生変数は農地流動化に影響を与えるものと考えられる．本章では稲作の生産条件について

茅野 ������ と共通の変数を用いている．まず，生産調整の影響を考慮するために，田の総耕地面積に対

する生産調整の実施面積の割合である「生産調整比率」を計算した．草苅 ������ によって論じられてい

るとおり，分析期間で行われた規模に関して一律的な生産調整は，農地の潜在的な借り手である大規模農

家に対してより大きな稲作所得の喪失をもたらすことから，農地流動化を阻害すると考えられる．生産

調整面積は『ポケット農林水産統計』から得られる『水田農業経営確立対策実績調査結果表』（�


年），

『水田農業確立対策実績調査結果表』（���
 年），農林水産省農蚕園芸局資料（���
 年）の実績面積を用

いた．また，分母となる田の耕地面積は『耕地及び作付面積統計』から得た．また，茅野 ������ や伊藤

������における議論を考えると，米価が低いほど，また非農業部門の賃金率が高いほど小規模農家の退出

を通じて農地流動化が進行すると考えられる．米価は『米及び麦の生産費調査』の県別データから得られ

る各県の �
6�当たりの粗収益（副産物を含まない）を用いた．農外賃金率としては，厚生労働省『毎月

勤労統計調査地方調査年報』から得られる「都道府県別常用労働者の平均現金給与額（事業所規模 �
人

以上）」を用いた．さらに，命題 �からは大規模農家と小規模農家の技術水準の格差が大きいほど農地流

動化が進行することが示唆されている．生産技術の規模間格差，あるいは規模の経済性を計測することは

困難であるが，本章では茅野 ������ の議論に基づき規模の経済性の代理変数として大規模農家と小規模

農家の �
�当たりの生産費の比率（ユニットコスト比率）を用いた．基礎となる統計は『米及び麦の生産

費調査』の「販売農家」についてのものである�
．ただし，『生産費調査』の規模別データは農区別でしか

記載されていないため，本章では同じ農区内では共通のデータを用いた．また，「
��-�未満層」には実質

的には自給的な農家が多く含まれていると考えられるため，小農の階層としては「
��B��
-� 層」のデー

タを利用した．大農のデータとしては基本的に「�-�以上層」を使用しているが，データが欠落している

場合には「��
B��
-�層」のもの，これも入手できない場合はさらに下層のデータを利用した��．

線形補完を行うことによって『世界農林業センサス』における調査時点である調査年の �月 �日と接続させた．また，『農地
の移動と転用』に記載されているのは当該年の �月から ��月までの転用実績であることから，同様に前年の統計との加重平
均を取ることによって『世界農林業センサス』の調査時点と接続させた．

�	 ����年以降の『米及び麦の生産費調査』では，減価償却費と労働の能力換算を中心とした評価方法の変更が行われている．
このため，項目ごとの対応を調べ，����年の新旧両方式の評価結果から転換倍率を計算した上で，����年以前の生産費を
新基準のものに評価替えした．

�
 「�(
以上層」のデータが取れなかったのは以下の農区であり，括弧内の規模階層を大規模農家のデータとして用いている．

�
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��� 計量分析の結果

借入面積率を被説明変数とする ������式の推計結果は表 ���と表 ���に示したとおりである．なお，定

数項は記載を省略した．パネル分析の主な方法としては，個別効果をダミー変数とみなして推計する固定

効果 �1E'# 'C'�"� 推計，個別効果が誤差項とは独立であることを仮定して一般最小二乗法により推計す

る変量効果 ���(#*& 'C'�"�推計，各期のデータについて前年との差分を取って個別効果を消去した上で

推計する差分 �1�%" #�C'�'(�'�推計の三つがある．本章の推計では個別効果や誤差項の確率分布について

理論的な仮定を置いていないため，三つの方法による推計結果を比較することによって推計結果の頑健

性をテストする．また，分析に含まれる ��の県に含まれる田の耕地面積には差があるため，分析期間の

三時点における耕地面積の平均値をウェイトとした分析も行う．なお，変数が割合ではない「集落内の

田面積」「米価／農外賃金率」については，推計される係数を％変化を表すものとするために自然対数を

取った．

まず，『世界農林業センサス』に基づく借入面積率についての推計結果である表 ���から検討する．個

別効果の影響を考慮しない最小二乗法によるプーリング推定の結果が ������ である．ここからは，生産

調整面積の割合が負に有意であること，ユニットコストの比率が大きい，つまり規模の経済性が働くほど

農地流動化が進むこと，米価と非農業賃金の比率が低下すると農地流動化に正の影響を有意に与えること

などが分かる．しかし，これは各県ごとの個別効果の影響を考慮しないものであり，パネル分析を用いた

分析結果では若干異なる結果が得られる．

パネル分析の結果として，������ は固定効果推計，��� は変量効果推計，��� は差分推計の結果を示

す．まず，プーリング推計を含む全ての推計結果で係数の大きさや符号は頑健であることから，計量的

なバイアスの影響は小さいと考えられる．次に，「個別効果の分散が 
 である」ことを帰無仮説とする

��' %�-B����(検定では帰無仮説は有意に棄却され（3���� � �����，)値＜ 
�

�），プーリング推定が

一致推計であることが棄却される．また，個別効果と説明変数の間の無相関を検定する /� %&�(検定で

は帰無仮説が棄却できず（3����� � 
��
，)値＝ 
�
��），���の固定効果推計と比べて ���の変量効果推

計の方が有効性の高い推計結果であることが示唆される．また，������ を比較すると，ウェイトをつけ

る場合とつけない場合で分析結果に大きな違いはない．以上の推計結果からは，���の変量効果推計が最

も有効性の高い推計方法であることが示されているが，比較対象としてその他の推計結果についても論

じる．

推計結果を見ると，集落機能，市場の規模，農地の質という生産条件とは直接の関係がない変数が多く

の推計結果において有意となっており，符号も予想されるものと整合的である．まず，集落機能に関する

変数を見ると，「寄り合いの回数」が ���B���において正で有意であることは，集落活動が取引費用を軽減

����年：四国（�1�～�1�(
）����年：中国（�1�～�1�(
），四国（�1�～�1�(
）����年：東海・近畿・九州（�1�～�1�(
），
中国・四国（�1�～�1�(
）．データの欠落は調査対象のサンプル数が不足していることによるものであり，各農区の農業構造
をある程度反映したものと考えられるため，地域ごとのユニットコスト比率の値として不適切ではないと考えられる．ただ
し，実際には各農区内においてユニットコスト比率は一定とは限らないため，各農区に同一のユニットコスト比率を用いるこ
とは説明変数に計測上の誤差を生じさせている可能性がある．
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させる効果を持つことを示している．ただし，「�<�までの所要時間」「実行組合の有無」は ���B��� のパ

ネル推計では有意な影響を確認することができなかった．次に，農地市場の規模を表す「集落内の田面

積」や「農家率」が負で有意であることは，市場の規模が小さいほど取引費用が小さくなることを意味す

るものと考えられる．次に，農地の質に関する変数を見ると，全ての推計結果で基盤整備率が農地流動化

に有意な効果を持っていることが分かる．���の変量効果推計の係数を見ると，基盤整備率が �％上昇す

ると，貸借される農地面積が 
��
％上昇する．また，転用面積比率もパネル推計を行った ���B���におい

て負で有意となっており，農地転用が取引費用の原因となっていることが示唆される．���の変量効果推

計の係数を見ると，転用面積率の 
��％の上昇は，農地貸借率をB
���％低下させることが分かる．また，

農振農用地の比率は借入面積率に対する有意な影響を確認できなかった．最後に，生産条件についての変

数は ���では想定と同じ符号で全て有意であり，その他の推計でもおおむね有意となっている．これは，

命題 �において論じられたように，取引費用の影響を考慮した場合でも，生産条件に着目する農地取引に

関する既存研究の含意が依然として有効であることを示すものと考えられる．

また，『農地の移動と転用』から計算される借入面積率を被説明変数とした計量分析の結果は表 ��� に

示されている．表 ���の結果と同様に，耕地面積によるウェイト付けをした場合の分析結果はウェイトを

付けていない場合とほぼ同じであったため，ウェイトを付けていない分析結果についてのみ論じる．

表 ��� において �
� はプーリング推計，��� は固定効果推計，��� は変量効果推計，��
� は差分推計の

結果を表す．各推計結果で係数の大きさや符号は頑健であることから，計量的なバイアスの影響は小さ

いと考えられる．��' %�-B����( 検定では個別効果の分散が 
であるという帰無仮説は有意に棄却され

（3���� � 
�
�，)値�
�

�），プーリング推定が一致推計であることが棄却される．また，個別効果と

説明変数の間の無相関を検定する /� %&�( 検定では帰無仮説が棄却できず（3����� � �����，) 値＝


����），���の固定効果推計と比べて ��� の変量効果推計の方が有効性の高い推計結果であることが示唆

される．

表 ���の推計結果を見ると，『世界農林業センサス』に基づく表 ���の結果よりも有意性が低いものの，

変数の符号条件はおおむね満たされていることが分かる．まず，集落機能に関する変数を見ると，�
����

の推計結果において「寄り合いの回数」が正で有意である．その他の集落機能に関する変数では有意な

結果が見られなかった．また，市場の規模を表す変数についてはいずれも有意な結果が得られなかった．

さらに，農地の質に関する変数を見ると，「農振農用地の割合」が �
�B��
� の推計結果において借入面積

率と正の相関を持つことが分かる．『農地の移動と転用』から得られる農地貸借面積は公式な契約に基づ

くものであるため，これは農地のゾーニングが公式な貸借契約に基づく農地流動化を促進する効果を持

つことを反映したものと考えられる．最後に，生産条件についての変数は，転用面積の割合については

有意な結果が見られないものの，�
�B��� において米価と非農業平均賃金の比率が負で有意であり，また

�
������
� において生産調整面積の割合が負で有意である．

以上の表 ���，��� における計量分析からは，生産条件とは直接の関係がない集落機能や農地の質に関

する変数が農地貸借の水準と有意な相関関係を持っていることが示されている．この結果は，農地流動化

の規定要因としての取引費用の重要性を示唆するものであると考えられる．このため，取引費用に関係し

ている変数に影響を与えるような政策的介入は農地流動化を促進する効果を持つと言えるだろう．また，

�
�



変数の有意性だけでなく，分析によって得られた係数の大きさそのものが制度に依存するものであること

にも注意する必要がある．例えば，農地の相続税や譲渡所得税が引き上げられた場合，農地の資産価値が

低下することから，たとえ一定の農地転用が行われていたとしても小規模農家が農地を保有し続ける傾向

が弱まり，農地転用が農地の取引費用の原因となることがなくなるかもしれない．
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第 �節 結論

本章は，農地流動化を阻害する要因として取引費用の影響の可能性を論じた後に，農家が取引費用に直

面した場合の農地貸借市場の部分均衡をモデル化し，取引費用によって貸借量と市場均衡地代がどのよう

に変化するかを考察した．モデル分析の結果からは，取引費用が農家を農地貸借から退出させることと農

家が直面する地代に取引費用を組み入れることによって農地流動化を阻害することが示された．さらに，

『世界農林業センサス』と『農地の移動と転用』から得られる �種類の借入面積率を被説明変数とした計

量分析によって，生産条件と直接の関係のない集落機能や農地の質に関する変数が農地流動化と相関して

いることが示された．これは，農地貸借に影響を与える取引費用の具体的な要因を示すものであると考え

られる．このように，生産に直接関わる条件以外にも様々な社会経済的な要因が農地流動化に影響する状

態では，農地利用に関する規制を撤廃することは必ずしも農地利用の効率化につながるとは限らない．む

しろ，基盤整備事業への公共投資を行うことや，農地転用規制の強化などの制度構築を行うことなど，政

府が取引費用を軽減するための組織や制度を整備することが農地流動化に有効であると考えられる．ま

た，集落機能に取引費用を低減させるという外部効果が存在するのであれば，集落活動に対する助成金が

構造政策の一つとして機能しうる．このような市場取引の統治機構を整備することを前提条件として，市

場メカニズムを通じた効率的な農地利用がはじめて可能になるのである．

今後の課題としては，本章の分析で示された発見を，個票データや集落レベルのデータなどのより集計

度の低いデータを用いてさらに検証することが挙げられる．県レベルの集計データを用いた本章の分析で

は，個々の農家が直面する取引費用の違い，例えば圃場の分散状況や貸し手・借り手の関係などが農地貸

借行動に与える影響について分析を行うことができなかった．これに対して，個々の農家の取引行動と農

家や地域の特性の関係を分析することは，農地をめぐる取引費用の要因を解明することにつながるだろ

う．また，農業センサスにおける経営体調査と集落調査を組み合わせた『農業集落カード』によって，集

落内の農業構造と寄り合いや共同作業の状況についての集落活動について詳細な個票データが得られるた

め，集落機能が農業構造に与える影響をより詳細に分析することが可能である．農地問題は農業関係者だ

けでなく日本国民全てにとっての重要課題であり，議論の視点を明確にした上での実証研究を蓄積させて

いく必要があると考えられる．
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付録：第 �節の命題 ���の数学的導出

農地貸借市場の均衡条件である ������ 式をそれぞれ 	��，	��� について微分して整理することにより，

以下の ����������
� 式が得られる．
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����

� 
であることから，����������
� 式の右辺の分母は正であり，����式

の右辺の分子は負，����
�式の右辺の分子は負である．これは，借り手に対する取引費用 	�� は市場均衡

地代を下落させ，貸し手に対する取引費用 	��� は市場均衡地代を上昇させることを意味する．

ここで，������ 式を解くことで求められる市場均衡地代 �� と貸借面積  ��� � 	���� 	���� あるいは

/��� 4 	��� 	��� について 	�� � 
，	��� � 
 の周囲でテイラー展開による一次近似を行うことで以下の

������������ 式が得られる．ただし，������������ 式の展開過程では，市場均衡地代 �� が 	��� 	��� の関数

であり，	�� � 	��� � 
の場合には定義より �� � ��， ��� � 	���� 	���� � /��� 4 	��� 	��� � $� である

ことを利用する．
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最後に，������������ 式における
�
��
����



と
�
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�����



に ����������
� 式の右辺を代入して整理することに

よって本文中の ������������ 式が得られる．
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第 �章

要約と今後の課題

第 �節 本研究の要約

本研究では，���
 年以降の日本農業を分析対象とし，農業部門における産業調整が遅れた原因につい

て速水 ������ によって提唱された「農業調整問題」という概念に着目することによって分析した．その

要約は以下のとおりである．

第 �章では「農業調整問題」に関する既存研究のレビューを行った．「農業調整問題」は主に「農産物

価格と農家所得の低下」「産業調整の遅れにともなう生産要素の報酬率の低下」「政治的過程による農業保

護の発生」という �つの仮説によって構成される．このうち，農産物価格の低下については，大きな意見

の食い違いはなく，また記述統計の分析によっても容易に確認される．しかし，労働生産性の低下が生じ

た要因と，農業保護の発生メカニズムについては，その主張の多くが記述統計の整理に基づく仮説の提示

という段階に留まっており，数学的なモデル化と定量的分析が十分に行われていない．また，構造調整を

妨げる具体的な要因についても更なる検討が必要である．

第 �章では「農業調整問題」に関連する主要な統計である労働生産性と農業保護水準に関する統計の分

析を行った．まず，「農業の比較生産性」を要因分解することによって，農業の実質比較生産性が低下す

るのと同時に農産物の相対価格が上昇し，結果的に名目比較生産性がおおむね一定に保たれたことが分

かった．また，農業の労働生産性を土地生産性と土地労働比に分解した結果，��

 年代後半からは労働

移動による土地労働比の上昇が続く一方で土地生産性はほぼ横ばいであることが明らかになった．さら

に，日本農業の農業保護水準に関する主要な統計を検討した結果，日本農業の農業保護水準は依然として

高水準にあることや，���農業協定による国内助成の規律によっても農業保護水準の実質的な削減には

つながっていないことが分かった．

第 �章では，日本農業における「過剰就業」，つまり「一つの産業における労働の限界生産力が，他の

部門における労働の限界生産力にくらべて恒常的に低位にある」ことの原因を考察した．この中では，

,�- !".������ の「農業問題」として提示された「労働投入の適応作用がラグをもって行われるため，生

産資源が最適水準に調整されるまでに時間がかかり，その過程で生産資源の摩擦的な過剰状態が発生す

る」という仮説に着目した．そして，「農業問題」の概念に沿う形で労働投入の調整過程を動学最適化モ

���



デルによって分析した．推計結果は全体的に良好であり，調整費用に焦点を当てた研究が日本農業の実態

と整合的であることを示すものである．また，労働投入の現実の値と最適水準を比較することにより，米

価に対する賃金の相対的な上昇により労働投入の最適水準が傾向的に低下し，調整費用の影響により現実

の労働投入の調整が遅れることから「過剰就業」が発生することが明らかになった．

第 � 章では，日本における農業保護政策の発展過程を検討するために，���
B�

� 年における米政策

の所得移転効果を定量的に評価するとともに，その背景にある要因を計量分析によって検討した．まず，

�"% 6� �(# /�0�&������� の定式化を参考にした部分均衡モデルによって，生産奨励金・政府米買入・

生産調整という �つの政策手段のポリシーミックスによりもたらされた農家への所得移転額と消費者・財

政支出への負担額を評価した．米の産出額に対する農家への所得移転額の比率（％移転額）は，��

年代

後半ごろまで上昇を続け，その後は多少の変動がありながらほぼ横ばいとなっており，政府が米政策を通

じて農家に所得移転を安定的に行ってきたことが裏付けられた．一方で，生産調整政策を中心とした現行

の米政策は消費者と財政支出に多大な負担を強いており，社会全体での資源配分の非効率性は現在に至る

まで改善されていない．また，米の産出額に対する農家への所得移転額の比率についての計量分析を行っ

た結果，％移転額と農業の比較優位性の間に負の相関関係が存在することが明らかになった．これは，第

�章において示された「農業部門の比較優位性の低下が農業保護政策を引き起こす」という仮説を改めて

支持するものとなっている．

第 �章では，日本農業の構造調整を妨げる要因として農地問題に着目し，農地に関する取引費用が農地

流動化をどれだけ阻害しているかを部分均衡分析の応用によって検討した．まず，農地流動化を阻害する

要因として取引費用の影響の可能性を論じた後に，農家が取引費用に直面した場合の農地貸借市場の部分

均衡をモデル化し，取引費用によって貸借量と市場均衡地代がどのように変化するかを考察した．モデル

分析の結果からは，取引費用が農家を農地貸借から退出させることと農家が直面する地代に取引費用を組

み入れることによって農地流動化を阻害することが示された．さらに，���
・���
・�


年の『世界農

林業センサス』と『農地の移動と転用』から得られる �種類の借入面積率を被説明変数とした計量分析に

よって，生産条件と直接の関係のない集落機能や農地の質に関する変数が農地流動化と相関していること

が示された．これは，農地貸借に影響を与える取引費用の具体的な要因を示すものである．

第 �節 本研究の政策的含意

本研究から得られる政策的な含意は以下の二点である．

第一の政策的含意は，農業調整問題を解決するための「産業調整政策」の重要性である．産業調整政策

とは，「農業労働者などの産業特殊的な生産資源に対して一時的な援助を行いつつ，長期的には，環境変

化のために衰退産業となった産業から成長産業へ生産資源が移転することを促進しようとする政策」とし

て定義される（奥野・本間，����）．まず，第 �章で論じられているとおり，労働投入の過剰状態を解決す

るためには，農村部での職業訓練や労働市場の流動性を高めることなどにより，労働の移動費用を軽減す

ることが有効である．農地あたりの労働力を相対的に減少させるためには，農地移動を円滑化するために

農地流動化政策を行うと同時に，農地の大規模農家への集約を進めることが必要である．具体的には，第

���



�章で指摘されたような農地の取引費用を軽減させるために，基盤整備事業への公共投資を行うことや，

農地転用規制の強化などの制度構築を行うことなど，政府が取引費用を軽減するための組織や制度を整備

するべきである．こうした政策は，土地利用型農業における市場取引の統治機構を整備することによって

市場メカニズムを機能させるためのものであり，農業の比較劣位化による所得低下を価格支持政策によっ

て補償することを目指す従来の農業保護政策とは対照的である．

第二の政策的含意は，農業政策の決定過程における政治的要因を考慮することの重要性である．第 �章

における米政策の定量的分析からも明らかなとおり，現行の農業政策は農家に所得移転を行う際に莫大な

経済的損失を発生させるものである．このような非効率性の存在を根拠にして現行の農業保護政策を批判

し，農業保護政策を撤廃することを主張することは簡単である．しかし，農業保護政策が農業部門の比較

優位性の低下を補償するために行われているという第 �章と第 �章の分析結果を考えれば，効率性のみを

判断基準とした農政改革論は，経済学的な観点からは正当であっても，政治的な政策決定過程で実現する

ことは困難である．むしろ，過渡的な所得補填政策によって一時的な農家所得の低下を食い止めながら，

担い手支援や農地制度改革などの構造政策を行うことによって農業部門の生産性を向上させ，農業保護政

策を要求する政治的な圧力が消滅するような農業構造を確立することを目指すべきである．

第 �節 今後の課題

最後に，本研究では十分に検討することができなかった論点を今後の課題として挙げたい．一点目は本

研究で前提としていた条件についての検討であり，二点目は本研究の含意を現実の農業政策に活用するた

めに必要な制度に関する検討である．

まず，本研究では土地利用型農業の持つ多面的機能，特に食料安全保障のために果たす役割については

十分な検討を行うことができなかった．そもそも，農業の多面的機能を考慮しないのであれば，農産物の

完全な輸入自由化を実施した上で農業の生産性を他部門並みに向上させることを目的とした産業調整政策

を行えばよい．政府が農業振興政策を行う必要があるのは，土地利用型農業の持つ多面的機能の存在が国

内の資源配分の効率性を上昇させることにつながる可能性があるためである．本研究では，土地利用型農

業の持つ多面的機能を考慮した場合，日本に一定の土地利用型農業を存続させる必要があることを前提と

した上で米問題や農地問題の分析を行った．しかし，本来であれば日本においてどの程度の土地利用型農

業が必要であるかを明らかにした上で農業政策の制度設計について論じるべきである．特に，食料安全保

障のために農業を維持するのであれば，同時に穀物の備蓄や食糧の安定輸入など総合的な食料安全保障政

策の一つとして農業振興策を考える必要がある．また，速水・神門 ��

�� が指摘するように，平時にお

ける農業生産の維持が有事における食料安全保障を必ずしも意味するわけではないことにも留意する必要

がある．こうした点については農業経済学のみならず経済学の範囲をも超えた議論が必要になるだろう．

第二に，本研究では土地利用型農業の再生のための具体的な制度設計にまで踏み込むには至らなかっ

た．今後の研究では，土地利用型農業をめぐる要素市場，中でも農地市場における市場の不完全性の発生

メカニズムの解明を行うと同時に，市場の統治（ガバナンス）のための制度論的研究を行うことが必要で

ある．このためには，本研究の分析結果を踏まえて，転作作物の生産を含めて土地利用型農業に関する政

���



策の中核をなす米政策と，土地利用型農業の基礎となる農地資源を有効に利用するための農地政策のあり

方について更に実証分析を積み重ねることが必要である．米政策については，稲作の規模の経済性と経営

の非効率性を生んでいる要因についての分析や，現行の一律的な生産調整政策に代わる効率的な経営安定

対策のメカニズム・デザインに関する議論を行うべきである．農地政策については，本研究において農地

の取引費用との関連が指摘された土地改良事業や農地転用期待の効果について更に分析すると共に，取引

費用の軽減や契約の履行強制のための農地制度のあり方を検討することが考えられる．こうした論点につ

いては今後の研究の中であらためて論じたい．
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